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{論文要旨〉

本研究は、 x形配筋を含めた鉄筋コンクリート梁、柱部材のせん断強度式、付着劉裂強

度式および靭性評価式をE盟性理論を応用して構築し、終局強度型耐震設計法を念頭{ζ置い

たせん断設計法を開発することを主たる目的とした実験的研究および解析的研究である。

本論文は 9章から構成されている。

第 1章は序論であり、本研究の背景と目的を示すと共に本研究に関連する既往の研究を

整理した。既往の研究に関しては『鉄筋コンデリート部材のせん断強度理論』、 『各国の

基 ・規準における鉄筋コンクリート部材のせん断強度式』、 『鉄筋コンクリ ト部材の靭

性評価法』および rx形配筋部材の耐震性能』の 4項目について整理した。

第 2章では、本論で縫案する鉄筋コンクリート部材および X形配筋部材のせん断強度式、

付着割裂強度式および靭性評価式の基礎となった『若林 南理論』の基本仮定、理論式の

誘導およびその構成について概説した。若林 ・南理論は、曲げモ メント、せん断力およ

び軸力が作用する鉄筋コンクリ ー ト部材のせん断抵抗機構として、はり機構と 7ーチ筏構

の混在を仮定し、極限解析における下界定理と拡張累加強度理論を応用して導かれたもの

である。この理論では主筋の降伏を伴う二次元的な釣合いを考慮しているため、理論式か

ら算出されるせん断強度は、断面解析による終局曲げモーメントから得られるせん断強度

(曲げ強度)に対して独立なものではなく、常に曲げ強度を上回ることがないことが特徴

として挙げられる。また本意では、若林 ・南式のせん断耐力予測精度を既往の実験データ

180体を用いて検証し、 計算値と実験値の対応は概ね良好であるが、破壊モードが理論で

仮定しているものと異なるデータに対しては、計算値が実験値を過大評価する傾向にある

ことを指鈍した。

第 3主主では、曲げ設計とせん断設計を分離して行なう現行のせん断設計手順に適用でき

るように、若林 ・南理論式を修正したせん断強度式(以後、提案式と呼称)を提示した。

提案式は、若林 ・南理論式と問機にはり機構とアーチ機械の 2積類のせん断抵抗機構によ

る負担せん断力の累加によって部材耐力を与えるものであるが、はり機構に寄与する主筋

の強度を無限大と仮定している点で若林・陶理論式とは異なり、せん断強度を幽げ強度と

は独立に算出することを可能にした。また、主筋量、せん断揃強筋量、車由力比および柱長

さ比等を変数としたパラメトリック解析を実行することにより、提案式の持つ物理的意味、

強度特性に及iます主要構成因子の彫響、および若林・南理論式との相違点等を明確にした。
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さらに、提案式のせん断耐力予測精度を育Ii述の実験デ-11 180体を用いて検証 し、 せん断

補強筋の降伏強度が σWYく6000kgf!cm'のデータ IC対しては予測精度が極めて良好であり、

実用せん断強度式として十分に適用できることを示した。 一方、 σ川ミ6000kgf!cm'のデ

ータにおいて破犠モードが提案式で仮定しているモードと異なる、いわゆる適用範囲外の

データについては、提案式による計算耐力が実験データを過大評価する傾向にあることを

指摘した。掻後に、これら適用範囲外のデータに対しでも、提案式にせん断織強筋強度の

土俵値とせん断繍強筋量の下限値を設定することによって、その耐力予測精度を実用上問

題のない程度に向上させることができることを示した。

第 4主主では、典型的な付着寄j裂破壊を生じた鉄筋コンクリ ト柱の実験データを参考 IC

して付着抵抗機構のモデル化を行ない、この付着抵抗機械とアーチ機械による負担強度の

累加で与えられる付着割裂強度式を提示した。さらに、付着割裂破壊が先行したデータ 13

体、および主筋の幽げ降伏後に付着破壊を生じたデ-:;24体のそれぞれに対して付著書リ裂

強度式の耐力予測精度を検証した。その結果、曲げ強度式およびせん断強度式に、さらに

この付着割裂強度式を考慮することによって、部材強度の評価のみならず、曲げ破壊、せ

ん断破嬢あるいは付著書日l裂破媛といった鉄筋コンクリ ート部材の代表的な破壊形式の判別

も適切に行えることを示した。また、曲If降伏後に付着寄l裂磁場を生じた鉄筋コンヲリー

ト部材の場合でも、曲げ降伏以前に付着it1J裂破援を生じる部材と問機な付着抵抗機構が形

成されることを既往の実験結果から明かにし、そのような部材に対する付着割裂破填防止

条件を提示した。

第 5章では、まず若林 ・南理論を応用して鉄筋コンクリート部材の荷重一変形解析法を

提案した。解析の手"院は、①はり機櫛およびアーチ機構のそれぞれが負担する断面稿およ

び終局強度時に負担する軸力を若林・南理論によって与えられる負担割合を用いて決定す

る、②各抵抗機構をトラス材に置換し、それぞれに対して変形の適合条件と材料の締成条

件を設定し、任意の変形に対して応力の釣合いを満足させることによって各抵抗機栂のせ

ん断力を求める、③任意の変形に対して得られたはり機構とアーチ機構のせん断力を累加

することによって、鉄筋コンクリー卜部材としての荷重一変形関係を求める、というもの

である。せん断繍強筋比、軸カ比、柱長さ比およびコンクリー卜強度を変数とし、せん断

破犠あるいは幽げl降伏破士費の何れかが先行した鉄筋コ ンクリ ート部材の実験デ-:;14体に

ついて解析結果と実験結果を比較検討し、解析手法の妥当性を確認した。また、せん断簡

強筋係数、柱長さ比、車由力比および引張主筋係数等の構造因子が鉄筋コンデリート部材の

変形能力に及ぼす彫響をパラメトリック解析によって把怨することを試み、

①せん断補強筋係数の増加に伴って最大強度および変形能力共に増加する

②柱長さ比の増加に伴って最大強度は減少するが、変形能力は増加する
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③効力比の増加に伴って最大強度は増加するが、変形能力は減少する

@ヲ|張主筋係数の増加に伴って巌大強度は増加するが、変形能力は減少する

といった既往の実験から得られる荷量 一変形関係の一般的な傾向 と合致した結果を得た。

最後に、荷重一変形解析法によって得られた種々の鉄筋コン クリー卜部材の90%および80

E耐力低下時の部材角(限界都材角)Rvと仮定したせん断抵抗機構から求められる必要せ

ん断楠強筋量 PW$の関係を統計的に整理することによって、 終局強度型耐震設計i法に適用

できる靭性評価式を導出した。

第 6:;宇では、まず逆対称曲げ せん断を受ける X形配筋部材のせん断強度式を、第 3章

で示した鉄筋コンクリート部材の場合と同様1こ若林・南埋論を修正することによ って導出

した。 x形配筋部材に対するせん断強度式は、はり機構、アーチ機構およびX形主筋によ

るトラス機椛の各せん断抵抗機構の負担せん断力の累加で与えられる。次に、実設計で対

象とすることが多い柱頭と柱脚で巽なった大きさのモーメントを受ける X形配筋往の力学

的性状の把擦を目的とした実験的研究の内容をまとめた。実験は、 X形配筋柱の耐震性能

に及iますせん断スパン比の影響の把握と、非対称曲げモーメントを受ける場合のせん断抵

抗機構をモデル化するための2基礎資料を得ることを目的として、せん断スパン比と軸力比

を実験変数とした X形配筋柱 6体を計画した。実験結果より、同一軸力下であれば、 X形

配筋柱の耐震性能に及ぼすせん断スパ Y比の彫響は強度のみに依存し、せん断スパン比の

大きさに拘らず曲げE主主主系の復元力特性を示すことを明らかにした。また、非対称曲Ifモ

ーメントを受ける X形配筋部材の場合、 X形主筋によるせん断抵抗機構は逆対称曲げ ・せ

ん断裁荷の場合とは異なり、 X形主筋のみによるトラス機構の{也に X形主筋とコンデリー

ト聞の付着力を考慮する必要があることを指摘した。さらに、本章ではこの笑験結果を参

考iこして、非対称泊げモーメントを受ける X形配筋部材における X形主筋のせん断jJ，i;抗機

構として『綾合トラス機構』を仮定し、部材がはり機構、アーチ機構および複合トラス機

構の 3種類のせん断抵抗機構から構成されるものとして、下界定理に基づいたせん断強度

理論解を導いた。そして最後に、前述した逆対称曲げ ・せん断を受ける X形配筋部材に対

するせん断強度式との連動を考慮して、理論解を修正したせん断強度式を提示した。

第 7章では、まずX形配筋部材の荷量一変形解析モデルを得るために、既往の実験デー

タ15体1<:対する X形主筋の負担せん断力ー部材角関係を検討した。その結果、巨視的には

圧縮X形主筋の剛性を弾性剛性の1/2と仮定し、 X形主筋のみによるトラス材に蹴換して

解析することによって、 X形主筋の負担せん断力一部材角関係を評価できることを示した。

次に、この結果と第5主主で示した鉄筋コンクリート部材に対する荷量一変形解析法および

第 6J¥tで示した任意の曲げモーメントを受ける X形配筋部材のせん断強度理論を参考にし

て、 X形配筋部材の荷量一変形解析法を提案した。また、前述の15体の実験デ タについ
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て解析結果と実験結果を比較し、本解析法によって X形配筋部材の荷重一変形関係を縦ね

評価できることを確認した。最後にこの解析法を利用して、第 5.. 言で示した鉄筋コンクリ

ート部材の靭性評価式の場合と同様な手法によって、任意の曲げモーメントを受ける X形

配筋部材の靭性評価式を導出した。

第8章では、第3意から第 7-:i聖で提案したせん断強度式、付着割裂強度式および靭性評

価式を用いて、終局強度型耐震設計法を念頭に置いた鉄筋コンクリ ト部材およびX形配

筋膏s材のせん断設計法(案〉をまとめた。

第 9章では、本論文全体をまとめ、今後の課題について検討した。
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1.1 研究の背景と目的

1968年5月16日の十勝沖地震による鉄筋コンデリート造建物の被害は、 耐震設計におい

て街造部材、特に短往のせん断破壊に対する安全性確保の重要性を強く認識させた。この

地震を契機として、わが国では部材レベル、特1<::柱の耐震性能の把握を目的とした実験的、

解析的研究 l>lが数多く実施されるようになり、それらの研究成果は 1981年に施行された

現行基準、すなわち「新耐震設計法」に生かされている。この設計法の特徴は、それまで

主流であった許容応力度設計法に代わって、部分的ではあるが建物の終局状態を意識した

設計法(二次設計)を取り入れている点と、部材に対して強度だけでなく塑性変形能力に

も期待した設計(D，値の導入)となっている点である。したがって、鉄筋コンクリート部

材のせん断強度式および籾性評価式iこ関しでも終局状態を対象としたものとはなっている

が、前述の、あるいはそれ以前の実験資料を統計的に整理して構築された実験式 12)を益本

としたものであるため、思論的な明解さを欠き、その適用範囲も自ずと狭いものとなって

いる。

鉄筋コンクリート造建物の耐震設計法1<:関しては、 1981年以降もさらに、現行の設計法

から終局強度型設計法への移行を意図した研究が日本建築学会を中心に精力的 1<::行なわれ

てきている。現時点の研究成果の集大成としては、 1988年10月に白本建築学会で纏められ

た「鉄筋コンクリート造建物の終局強度裂耐震設計指針(案)・問解説JI'J (1990年11月に

は「鉄筋コンクリ ート 造建物の終局強度型耐震設計指針・問解説Jl<lとして制定化されて

いる。以後、この指針を「学会指針Jと略記する。)があり、将来的には現行の設計法に

代わって、この終局強度型設計法が主流になるものと予想される。また、この指針に示さ

れているせん断設計法では現行基準によるものとは奥なり、せん臨rr強度式として塑性理論

を応用した理論式[叫が採用されている。 さらに、籾性評価式lこ関しでもせん断強度式に

箆づいた半辺論的なものとなっている H10 しかし、それらの理論式は完成されたもので

はなく、せん断強度式における射i力の影響の考慮、あるいは荷重 変形解析法に基づいた

靭性評価絵の樹立等の点で改良の余地が残されている。特lこ後者に対しては、せん断強度

式の基礎となったせん断強度理論と、その合.Il!l性、適用性において遜色のない解析理論を

開発することが先決であるものと考えられる。

一方、十勝沖地震による教訓的な被害に加えて耐震設計の考え方の変遷により、 1970年

代半ばから、せん断有1i強1あまたは主筋の盤、形状あるいは配筋法そのものを変えることに

よって、鉄筋コンクリ ー ト部材の強度と靭性の向上を図ろうとする開発研究も感んに行な

われるようになった。それらの研究の一つに X形配筋法がある。この配筋訟は、主筋を筋

違い状に斜めに配筋することによってせん断破域あるいは付着剣裂破壊を防止し、鉄筋コ



ンクリート部材の耐震性能の向上を図ろうと するものであり 、1971年にNewZeaJ and . Can-

terbury大学のPauJayよって逮層耐震壁の境界梁に初めて適用された いi。その後わが国で

は、 1977年頃から若林および南によって鉄筋コンクリート短柱l己適用した研究が系統的に

行なわれ、その基礎的な弾塑性性状を把握するに至ってい る (8]0 ζれ らの研究成巣によ

って、現在、わが国だけでも 30数棟に及ぶ鉄筋コンクリート造建物に X形配筋法が適用さ

れている。また、高靭性という XJf;配筋部材の特性を設計に積極的に生かそうとする試み

もなされてきており、前述の学会指針にはせん断設計の条項に X形配筋部材に対する設計

法が盛 り込まれている。 1990年9月には建設省住宅局建築指導諜監修による rX形配筋部
材の設計と施工J[. Iと称する手引舎が(社)日本態5富士事務所協会連合会において纏めら

れるに至っており、 X形配筋法の更なる普及が期待されている。

しかし、これまでの研究成果は、両部材端において逆対称の曲げ せん断応力状態にあ

る部材、すなわち、 X形主筋がせん断力に対して最も効果的に抵抗する場合の実験資料に

基づいたものである。ま た、手引書に示されているせん断設計法に関 しでも、 基本的には

前述の現行基準1<:示されている実験式をベースにしたせん断強度式あるいは籾性評価式に

X形主筋によるせん断力負担効果を考慮しているにすぎず、実験的、解析的に明らかにさ

れている X形配筋部材特有のせん断低抗機構を設計法に反映するまでには至っていない。

したがって、 XJf;配筋法の特徴を生かしたせん断設計法を確立するためには、非対称幽l:f

-せん断の応力状態にある X形配筋部材の挙動の把握、お よび理論的に明解なせんl新強度

式および靭性評価式の椛築が必要である。

以上の背景を踏まえ、本研究では終局強度型耐震設計法への適用を念頭に置 いて、

①塑性理論を応用した鉄筋コンクリート梁、柱部材lこ対するせん血ir設計法の開発

②非対称曲げモーメントを受ける X形配筋部材の挙mJ)およびせん断抵抗機椛の解明

③塑1生理論を応用した X形配筋梁、柱部材に対するせん断設計法の開発

等を目的としているが、特に、 X形配筋部材を含めた鉄筋コンクリート部材に対するせん

断強度と変形能力の評価式を理論的に構築することに重点、を置く 。

図1.1に本論文の構成を表わすフローチャートを示す。
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1. 2 既往の研究

本研究の対象である鉄筋コンクリー卜部材およびX形配筋部材のせん断設計法に関連す

る既往の研究を

① 鉄筋コンクリート部材のせん断強度理論

② 各国の2正規識における鉄筋コンデリート部材のせんl析設計式

③ 鉄筋コンデリート部材の靭性評価法

④ X形配筋部材の耐震性能

の4項目に分けて整理する。

1.2.1. 鉄筋コンクリート却材のせん断強度理論に関する既往の研究

鉄筋コンクリート部材のせん断破壊問題を解析的なアプローチによって解明しようとす

る研究は、 1899年のRi tt er による開TrussAnalogy"の提唱以来い川、 約 l世紀に亘って数

多くの研究者によってなされてきている!11) 0 

R i t terは、梁部材に入力されるせん断力に対してせん断織強筋 (Stirrup)が引張力を

生じる ことによって祇抗するものと考え、鉛直せん断補強筋を有する梁のせん断主主皮算定

式として次式を提案した。

A.・f.'jd 
V : 一一ー一一 ・ ・・・ ・・・・ ・・ ・・・・・・ ・・・・ ・・ ・・・・ ・・・・・ (1-1 ) 

s 

ここに、 v せん断力

A. :一組のせん断補強筋断面積

f. ;せん断補強筋の許容応力皮

s せん断術強iviの間隔

jd ;応力重心間距離

この理論は、梁部材のせん断抵抗機構を材軸に対して ~5・の角度を成すコンクリート斜

め圧縮束材、引張主jおおよび圧縮コンクリートによる上下平行弦材、およびせん断補強筋

による鉛直弦材から椛成される平行弦トラスに理想化したものであり、現在までに展開さ

れた多くのトラス理論のまま礎となっているもので「古典トラスIill論」とも呼ばれている。

しかしこの理論を発表した当時は、せん断補強筋は水平せん断力に対するShearKeyとし

て作用する、すなわち、 Dowe1 Ac t i onによってせん断力が伝達されるという考え方が主流

であったため、一般に受け入られるまでには至らなかった。その後、 1903年にM品rschが鉛

直および斜めに配筋したせん断術強筋の低抗機構を調べるために行なった 4体の鉄筋コン

-4 -



クリート梁の実験から斜張力破犠 (Diagonal Tension) がせん断破犠の原因であるこ とを

指摘し、その場合のせん断補強筋の作用を TrussAnalogyによって説明できることを示し

た !"】。 また、 F.v. EmpergerやE.Probstが行なった実験からもM邑rschの指織を裳付る結果

がf専られ、 TrussAnalogyが研究者、技術者の聞で広く支持されるようになったい刊。

一方、 Ri t ter・泌rschのトラス浬論によれば、斜強力ひび害IJれ発生後はせん断補強筋が

全せん断力を負担することになる。 しかし、この点についてTalbotは、 (1-1)式から計算

されるせん断補強筋の応力度が実験値に対して高すぎることを指摘し、早くからせん断耐

力がせん断補強筋の負担せん断力とコンタリートの負担せん断力の手口で与えられることを

主張している [14]。具体的には、全せん断力のうち2/3がせん断補強筋 (TrussAnalogy) 

によって、また残りの1/3を圧縮領域のコ Lクリートによってそれぞれ負担されるものと
結論付けている。負担割合の数値はともあれ、この考え方は現在においてもアメリカ、ニ

ュージーランド、日本をはじめ数多くの国々のせん断設計式に取り入れられている。

Ri tter • Morschのトヲス理論以後、せん断強度理論の開発が活発化するのは1950年代以

降となる。 1950年代後半から1960年代にかけて、鉄筋コンクリ ー ト梁に関するせん断強度

理論が数多く発表されている。それらを大別すると終局強度理論系、アーチ理論系および

トラス理論系に分類できる。

終局強度理論の代表的なものとしては、 Wa1 therのせん断圧縮理論い叫とMorrow.Viest 

のせん断モーメント理論 [10]が挙げられる o Wal therの理論は図1.21こ示すように、せん断

補強筋のない梁部材が斜張力ひび害IJれの発生によって 2つの平函に分割され、その平面が

ひびilJれの先綿0点を中心として剛体回転を生じることによって、危険断面でのモーメン

トが培加し、せん断力が伝達されるものと仮定している。 0点、を中心とする岡IJ体回転によ

って幾何学的に求められるコンクリート圧縮縁の変形/).1，・ pと鉄筋の変形L1I b 0 I I・mか ら、

コンクリー卜の圧縮力と鉄筋の引張力を算出し、。点に関するモーメントを求める。ここ

で、圧縮コンクリートの応力度分布は矩形と仮定しており、破壊時の応力度はシリンダー

圧縮強度1<:強度低減係数を乗じたものを採用 している。なお、強度低減係数にはせん断ス

バン比の影響が考慮されている。

図1.2 Wa 1 t h e rのモデルい町

s
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一方、 Morrow.Viestの理論は、基本的には断面曲げ解析と同様な手法でせん断補強筋

のない梁部材の危険断面におけるせん断耐力を求めようとするものである。具体的には図

1. 3に示すように、 危険断面のひずみ分布を仮定してモーメ y 卜を求めるものであるが、

せん断破簸時には平面保持の仮定が成り立たないことを考慮して、ひずみ適合係数!，によ

って圧縮縁のひずみの修正を行なっている。なお、ひずみ適合係数lません断スパン比の影

響を含んだ実験式で与えられている。

これら 2っと類似の理論としては、コンクリート圧縮域におけるコンクリート耐荷能力

をせん断力によって低減さる Bresler.Pisterの震論いけ、より綾企ftな疎塑性モデルを仮定

したMoore・Sozenの理論 (111、せん断補強筋の効果も考慮した神山の理論 [11I}などがある。

アーチ理論ではKaniアーチの理論 H 叫が代表的である。 Kaniはまず、せん断続強筋のな

い梁部材に曲げひび割れが発生した後の{底抗機構として、図l.4(a)に示すような備歯モデ

ル (ConcreteTeeth Theory)を提案した。 この理論では、引張主筋とコンクリートの付

着が健全な場合には術指がその先端1<:作用する付着カによって片持ち梁として抵抗し、櫛

歯の根元にモーメントが伝達されることによってせん断力が地加するものとしている。ま

た、引張主筋が降伏する以前に締歯が破主主する場合を斜張力破壊とし、斜張力ひび劉れ耐

力を求めている。一方、付着力が劣化した場合や斜張力ひび害IJれが伸展した場合にはこの

櫛歯のJJJ:抗機術が消失し、かっ、せん断力にj底抗する断面が減少して、アーチ的な抵抗機

椛に移行するものと考え、図1.4 (b)に示すようなアーチモデル (RemainingArch Theory) 

を縫案した。この理論では、斜強力ひび割れ発生以後せん断力のi曽加に伴って、形成した

アーチのt底抗機能が内側から消失していき、コンデリー卜の有効圧縮領域深さが減少して、

コンヲリートの庄h裂が生じるとするもので、この11寺のE直線荷重を求めている。さらに、締

歯1lll論とアーチ理論による耐力の比較から、~部材の耐力がせん位Ijスパン比の増加に伴っ
てアーチ耐力、斜強力ひび割れ耐力、曲げ耐力のIIItiで与えられることを示した(図15)。
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(a) 

T 

図1.4 K a n;による櫛歯モデルとアーチモデル【>0，

ノ
ノ
/
 

図1.5 K a n iによるせん断破壊荷重とせん断スパン比の関係 (20)

また、 Kaniはせん断補強筋を有する梁部材に対するアーチ恕論 (Hang;ngArch Theory) 

H けら提案しており、せん断補強筋のないものから有るものまでアーチ理論による統一的

な説明を試みている。

トラス理論に関しては、 Talbotが指摘したようにRitter . Morschによる古典トラス理論

だけでは鉄筋コンクリート梁のせん断耐力を許価できないことが、その後の実験からもI何

らかにされ、古典トラス埋論を修正あるいは拡張した理論が提案されている。 Leonhardt

はStutgart工科大学で実施した T形梁のせん断実験から、曲げ圧縮f涜i誌のコンデリートに

よってせん断力の一部が負担吉れ、その負担割合はフランジ幅bとウエブ隠boの比率によ

って異なることを明らかにした。すなわち、 b/b。が小さければ小さいほど曲げ圧縮領域の

コンクリートの負担せん断力が増加するというものである。そこで Leonhardtは、乙の実

験結果に怒づいて図1.6に示すような修正トラスモデルを鑓案した【"，。 この理論では、

blb。が小さくなるほど圧縮上弦材の傾斜を大きく、かつコンデリート斜め圧縮束材の角度

-7 -
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図1.6 Leonhardtによる修正トラスモデル '"】

を小さくすることによって、全せん断力に対する曲げ圧縮領域のコンクリートのせん断力

負担割合の地加を考慮した。しかし、この トラスモデルは不静定構造であり、影響因子の

数が多いので計算が複雑となるため、直接的にせん断補強筋を算定することは困難である。

なお、幽げ圧縮鎖i或のコンクリートの負担せん断カを考慮したトラス理論としては、他に

Baker . Ahmadの不静定卜ラス理論 Oljなども提案されている。

以上 1960年代に開発された代表的なせん断強度理論について示したが、 Ritter . Morsch 

の古典トラス理論では、鉄筋コンクリ ー ト部材の緩雑なせん断破壊現象に対して、単純明

解なモデル (7クロモデル)によってその本質的なせん断抵抗機構を表現 し、せん断設計

に反映させようとするものであった。しかし、これらの理論ではせん断破綾現象の複雑さ

を実験結果に基づいて忠実に解明しようとする意図は理解できるものの、かえって理論そ

のものを複雑にして一般性、拡張性のないものになってしまった鋭がある。

これに対して、 1970年代にはヨーロ yパを中心としてそれまでとは全く異なったアプロ

ーチによってトラス理論あるいはアーチ理論が展開された。すなわち、塑性五fl論を応用し

たせん断強度理論の発達であり、その先駆的役割を果たしたのがNielsen、Braestrupらあ

るいはThurlimannらによる極限解析のせん断強度理論への適用 [24-2円であり、 Colli nsら

による圧縮場理論 [28，2eJの提案であったと言えよう。

Nielsenらは、せん断補強筋を有する T形突を図1.7に示すように、 引張主筋による下弦

材、圧縮鉄筋と圧縮fJj援の コンヲリ ー トによる上位材、せん断制強筋による鉛直弦材、お

よび材判!と Oの角度を成す コンタリート斜め庄和i束材によって椛成される平行弦トラスに

モデル化した。さらに、主筋、せん断補強f日およびコンヲリートが何れも剛塑性材料であ

ると仮定し、静的許容応力坊を縞足するせん断強度(下界の解)を求めた。この恩給では、

引強および圧縮弦材の強度は無限大とし、コンデリ ー ト斜め圧縮束材の圧壊とせん断初1強

筋の引猿降伏が同時に生じていることを降伏条例としており、せん断強度がせん断補強筋

-8 -
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の関数として(J-Z)式で与えられる。(ただし、(ト2)式において曹〉 μ c!2の場合はコン

クリート斜め圧縮東材の庄犠のみが先行し、せん断補強筋は降伏しない。)

-
)
 

一
官
-
c
 

-
u
u
F
 

一
(

2

一v

d

r
v
ν
 
[
 

-一nw 

(1jr主主 ν C!2) 

(官〉 νc!2)
( 1-2) 

ここに、 Q 熊次元化せん断力 [ ; Q/ (b・D.F c) ] 

w ・せん断補強筋係数 [ ; Pw.σwdf. ] 
νc :コンデリート有効強度係数 [ ; O. 7-f./200 (単位 MPa) J 

また、 Nielsenらは図1.8に示すようなアーチモデルを用いて、せん断補強筋のない梁部

材のせん断強度について上界および下界の解を導き、次式で与えている。

Q = l h/竺ここql)/U c'+{a/h)' -a/hl U c!2 (φむ c!2)
( 1v'1+(a/h)' -a/hlνc/2 (φ>νε/2) 

(1-3) 

ここに、 φ :引強主筋係数 [ = p，. a dF c ] 

a/h :せん断スパン比

この理論では、 φ;;;ν c!2の場合に引張主筋の降伏によって、 φ>" C!2の場合にはコン

クリ ー ト斜め圧縮東材の圧壌によってそれぞれせん断強度が決定され、せん断スパ J比が

増加するほどせん断強度が減少することになる。また、この場合のコンクリート有効強度

係数 νcはコンクリ ー ト強度、梁せい、引張主筋比、せん断スパン比の関数として経験的
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(a)静的許容応カ場のモデル (b)動的許容速度場のモデル

図 1.8 Nielsenらによるアーチモデル【，.】

に与えられており、 O.6前後の値となっている。

ヨーロ yパコンクリ ー ト規準 (CEB-MC-90)!.叫におけるせん断設計式はこれらの理論に

基づいて構築されている。しかし、これらの震論には、 トラス理論においてせん断強度に

及ぼす軸力およびせん断スパン比の影響が考慮されていない、 トラス理論およびアーチ理

論のそれぞれに採用されているコンクリート強度有効係数の理論的根拠が希薄である、と

いった問題点があり 、検討の余地が残されている。特に、コンクリート有効強度係数につ

いては、単純梁の実験結果との対応を考慮して定められているが、実験では部材両端部支

点位置において理論で仮定したような剛な支持条件(断面〉が再現されているとは考え難

く、その影響などが係数に含まれている可能性がある。したがって、理論の仮定により忠

実な条件下で行なった実験では、 コンクリート強度有効係数はより大きな値を係るものと

考えられる。

一方、 Colli nsはウエブの薄い鉄骨梁に対するせん断座屈理論であるWagnerの「斜張力

場理論Jを参考にして、鉛直せん断織強筋を有する対称配筋断面の鉄筋コンクリ ー トおよ

びプレストレストコンクリート梁に対するせん断強度理論として「斜め圧縮場理論 (The

Diagonal Compression Field Theory)【"1J を提案した。この理論は、官官材内の二車I~応力

下にあるコンデリートに対して平均応力と平均ひずみの概念を導入し、平均主応力の方向

と平均主ひずみの方向が一致するという仮定の下で、応力の釣合い条件、ひずみの迎合条

件および材料椛成則を満足するようなせん断力とせん断変形の関係を求めたものである。

この理論は Vecchioらによって直交配筋されたコンクリート服喪主主のせん断力一せん断変

形関係の解析理論 (TheModified Compression Field Theory) ]201に拡張され、せん断力

を受ける鉄筋コンデリート部材の断面解析 (3]Jや有限要素解析【"1に利用されている。ま

た、実用的なせん断設計式に適用するために箆H曲解の簡便化も図られており (33)、1984年

に発表されたカナダ規準(CAN3-A23.3-M84)!'什におけるせん断設計式に反映されている。

この理論と類似のものと しては Hsuの軟化トラス理論 (la]があり、ねじりを受ける鉄筋コ
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ンクリート梁【"，、せん断力を受ける耐震~r311 およびディープビーム【，，'などの解析に

適用されている。

また、重量近では Martiによって、設計に直接適用できる簡便な解析手法が鍵案されてい

る【"‘" 0 この方法は、図1.9に示すようにせん断力を受ける鉄筋コンクリート梁部材を

コンデリートで構成されるストラァトと鉄筋(主筋およびせん断補強筋)で概成されるタ

イからなるトラス材に置き換えて、静的許容応力湯を満足するストラ y ト、タイおよびそ

の接点(ノード)の応力を求めるものである。 この方法は、先に示したColli ns理論とは

対称的に、局部的な集中荷重が作用してせん断応力場が一様と見なせない部材の設計に便

利である。 士宮原はMarliの解析手法を応用して、一層ースパンの鉄筋コ ンクリ ート耐震壁

の終局強度算定式を提案しているいけ。また、鈴木 ・井上は塩原の理論を鉄筋コ ンクリー

ト述層耐震壁に拡張して最大耐力を算定している [n!lo

塩原の研究にも見られるように、わが国においても1970年代後半から塑性辺論あるいは

極限解析を応用したせん断強度理論の開発が盛んに行なわれてきている。わが国で開発さ

れた鉄筋コンデリート梁および柱部材に関するせん断強度理論の主たる特徴としては、加

藤・称原の理論 [43)あるいは若林 ・南の理論い.，に代表されるように、以下の 2点、が挙げ

られる。

①地震荷量時を想定して、逆対称f1l1げモーメ ント 、せん断力および取11力による組合せ応

力が作用する部材を解析対象としている。

②鉄筋コンヲリート部材のせん断抵抗機構として、 トラス機構(はり機構)とアーチ機

併の 2種類を仮定している。

-J 1 -



特1;::、後者に示されるよ うに、せん断楠強筋を有す る鉄筋コ ンクリー ト部材に対して従

来汎用されて きたト ラス機構のみの解析モデルでは、その導入が困難とされてきたシアス

パンおよび軸カのせん断強度に及ぼす影響を7ーチ作用的な機構を考慮する ことによ って

解決 しているところに日本で発展したせん断強度理論の独創性が伺える。

図!.10および図1.11にそれぞれ加藤・称原理論および若林・南理論で仮定しているせん

断抵抗モデルを示す。加藤・称原理論はlI'agnerあるいはBaslerの張力場理論を参考lこして

構築されたものであり、鉄筋コンクリート部材のせん断抵抗機構として、トラス的な機構

(せん断備強筋のシステム)とアーチ的な機惰(コンクリート圧力場の システム〉の混在

を仮定して、極限解析の下界定理1;::従ってせん断強度解を導いた最初の理論であろう。一

方、若林・南理論は前述のNielsenやThurlimannらによるトラス理論と 7ーチ理論にヒン

トを得て、加藤 ・称原理論と同様にトラス機梼(はり機構〉とアーチ機備の混在を仮定し、

さらに、累加強度理論 h・1を応用して鉄筋コンクリート部材のせん断強度理論解を導いた
ものである。

両理論はその基礎となった理論は異なるものの、せん断抵抗機構のモデル化および基本

仮定等において類似する点が多い。そこで、以下では加藤 ・称原理論の筏成を簡潔に示す

とともに、若林 ・南理論との関係について考察する。なお、若林・南理論の構成について

は2寧で詳述する。また、以下に示す加藤 称原式に用いた記号は若林 ・南式との比較を

簡単にするために原論文 [cl1とは異なっており、注釈のない記号はすべて本論文末に示す

(記号〉によるものとする。

xlM(ドJ Q 

(a) コンクリート圧力場のシステム (b) せん断補強筋のシステム

図1.10 加藤 ・称原によるせん断抵抗モデル r43)
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加藤・称原理論では、図1.10に示すように (a)コンクリート圧力場のシステムと (b)せん

断繍強筋のシステムと称する 2種類のせん断低抗機僚を仮定している。若林 ・南理論では

アーチ機構が前者と、はり機械が後者とそれぞれ類似した抵抗機構となっている。

せん断補強筋のソステムの無次元化負担せん断力wqと無次元化負担紬力wnの関係は次式

で与えられる。

wQ • wn (~1jf・ d ，)

ただし、 wQ~ 2φ ・d，/可

ここに、 wQ ~ wQ/(b'D'Fc} 

wn ~ wN/(b-D・Fc)

(1-4) 

また、コンヲリート圧力場のシステムにおける無次元化負担せん断力cQと熊次元化負担

軸力 cllの関係は、刊の大きさによって([-5)式-(1-7)式で与えられる。

nD~玉 cn~nl のとき

cq .δ|、/4・cn.・(卜cn.)+早'-1/ 1 (1-5 ) 

nl<Cn~n2 のとき

cQ • o (、/1+η'-1/ ) (1-6) 

n2 < Cn~nl のとき

cQ • o {、14'cn.・(1-cn.}+1/'ηl ( 1-7) 
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ここに、 n，= -2・φ+1j!・ η

n， = o-2・φ+曹司

n2 ;; δ+2・φ-W・司

n3 ;; 2・o+2・φ-W・η

cn. = (cn+2 φ-W・司 )/(2・o)

cn， = (cn-2・φ+W η)/(2・占)

cQ = cQ/(b'D・Fc)

cn = cN/(b'D.Fc) 

鉄筋コンクリート部材としての強度はせん断補強筋のシステムによる強度とコンクリー

ト圧力場の γ ステムによる強度を累加することによって得られ、無次元化せん断力 qおよ

び無次元化軸力 nはそれぞれれ-8)式および(1-9)式で与えられる。

Q = wQ + cQ (= W・d，+ c Q) ・・・・ ・・・・・・ ・・・・ ・・・・・・・・ (1-8) 

n = wn + cn (= W'd， + cn) ・・・・・・ ・・ー・・・・・・・ ・・・・ (ト9) 

したがって、鉄筋コンクリート部材の n-q方程式は(1-4)式-(1-9)式より

となる。

n [1 + lJ! . d 1 ~玉 n 孟 n ， +W'd ，のとき

Q = δ{.v4'n.'(I-n.)+η に η} + 官.d， ・・・ーーー・・ ー・・・ (ト10)
n汁W'd，く n ~玉 n ， +W'd ，のとき

Q =占(、/1+ηに η)+ 1jf 'd， ......................... (1-11) 
n，+官 d，く n 主主 n.+W'd，のとき

Q=o{.v4・n，'(1-n，)+η に庁} + W'd， ・・・・・・・ ・・・・・ (1-12) 
ここに、 n. = {n+2・φ-W(d ，+η)} /(2' o ) 

n， = {n-2・φ-1j!(d'-1/ )}/(2・δ)

図l.12の(a)および (b)にせん断言n強筋のソステムおよびコンデリー卜圧力場のシステム
による n-q相関曲線をそれぞれ示す。なお、同図には比較のため、若林 ・南理論におけ

るはり機構およびアーチ機構の相関幽線を点線で示している。また、図1.12 (c)には (a)と

(b)を累加して得られる鉄筋コンデリート部材の n-q相関幽線を示している。

せん断材1強筋の γ ステムの相関曲線は、 (1-4)式からも解るように直線で与えられる。

したがって、このシステムでは若林 ・南l:m:自におけるはり機構のように負担せん断力と負
担軸力が独立に与えられるのではなく、常に負担せん断力と負担帥力は等しくなる。
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(c) 鉄筋コンクリート部材の n-q相関曲線

図1.12 加藤・称原理論による鉄筋コ ンク リート部材の n-q相関曲線

コンクリート圧力場のシステムの相関幽線は、全主筋からせん断補強筋の システ ムに寄

与する主筋量をI成じた残りの主筋によ って構成される軸力のみを負担する抵抗綴慌のヰ自民i

曲線と、無筋コンクリートで椛成される車III力とせん断力を負担する抵抗機構(若林・南理

論のアーチ機構に相当する.)の相関曲線を累加したものに相当する。

一方、 (1-10)式-(1-12)式は 2章の表2.31<:示す (2-33)式-(2-35)式に一致し、さらに、

1jJ' =0の場合には(1-[0)式および(1-12)式はそれぞれ(2-31)式および(2-37)式と一致するこ

とになる。すなわち、加様 ・称原理論による鉄筋コ ンクリ ー卜部材の n- Q相関曲線は若

林・南理論によるものと一致する。
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このように加藤・称原理論と若林・南理論とでは、せん断補強筋の y ステムとはり機械、

およびコンヲリート圧力場のシステムとアーチ機構のそれぞれに対する負担せん断力およ

び負担軸力は異なるが、各抵抗機構の強度を累加してf専られる鉄筋コンクリー卜部材のせ

ん断強度解は一致する。なお、加藤・ -flt-原理論では図1.12 (c)における特定点X，-ん、お

よびん-X.の範囲において n-q方程式が阪な形で与えられないため、車i!Iカ比がこの範囲

に属する部材のせん断強度を求める際には繰り返し計覧を要する。それに対して、若林

南理論はすべての紬力範囲で閉解を与えることができ、加膜・称原理論に比してより洗練

された理論であると言えよう。

これらの理論は鉄骨鉄筋コンデリート部材[け・‘叫、耐震壁【"べ刊あるいは X形配筋部

材(r.O]のせん断強度理論に鉱張されており 、鉄筋コンクリー卜部材のみならずコンクリー

ト系鱗造部材のせん断強度をトラス機構と 7一子機構の混在を仮定することによって統一

的l己評価できることを示している。また、土井は鉄筋コンヲリート部材のせん断強度解を

よ界定理から求め、加藤 ・称原理論による下界の解と比較している H 川。

最近では、トラス機構とアーチ織術の混在を仮定した理論に基づいた鉄筋コンクリート

梁、柱部材 [62.113】および耐震壁 {54]のせん断強度式の構築を目的とした研究が、日本建

築学会を中心として精力的に行なわれてきている。それらの研究の現時点での集大成とし

ては、日本建築学会編「鉄筋コンデリ ー ト造建物の終局強度型耐震設計指針同解説J(叫

があるが、さらに洗練されたせん断設計法の確立を目指して研究が進められている状況に

ある。

以上、鉄筋コンクリート部材のせん断強度理論に関する既往の研究について箆理した。

研究の動向は、 Ri II erのTrussAnalogyの提案から実験資料の蓄積の時代 (1900-1950)、

実験結果に基づいたせん断強度理論の開発の時代(1950-1970)、塑f生理論を応用したせ

ん断強度理論の開発の時代(1970-1980)へと移り変わってきており、現在はせん断強度

理論に基づいたせん断設計法の樹立の日寺代にきていると言ってよい。本研究の位鐙付けも

ここにあり、文献[52]、[53]の研究と問機に、終局強度型耐震設計法に適用できるせん断

設計法を若林・南理論lこ基づいて開発することを目的としている。
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1. 2. 2 各国の基・規準における鉄筋コンクリート梁、柱部材のせん断設計式とその背景

わが国および諸外国のコンクリート基 ・規準に示されている梁および柱部材のせん断設

計式の織成およびその背景を整理する。検討対象としたせん断設計式はセンタ一指針(，]、

学会指針【吋、 ACI318-89【“1、NZS3101(..]、 CEB-MC-90[.叫およびCSA-A23.3-84 [.けの各

規準11:示されているものとした。表1.1および表1.2にせん断設計式を示す。なお、各せん

断設計式は比較し易いように主要な記号を統一し、工学単位で示しである。注釈のない記

号は本論文末に示す(記号}によるものとする。

(a) わが国のコンクリート基 ・規準におけるせん断段計式とその背景

日本建築センタ ・構造計算指針山

この指針に示されているせん断強度式は、過去に圏内外で実施された普通コンクリート

梁の一方向単調加力実験から得られた終局せん断強度データ約12001困について、大野、荒

川が整理して求めた実験式【51.fi&lに蕊づいたものである。せん断強度qはコンクリートの

せん断ひび割れ強度Qcとせん断補強筋の負担せん断力Q，の累加によって与えられ、柱部材

に対しては広沢[.吋の提案による勅カの効果が考慮されている。 なお、表1.1に示したせ

ん断強度式は部材の有効せいが32cm以上のものに対して平均的な耐力予測精度を与えるも

のであるが、下限値iこ近い値を表わす場合にはしにおける係数O.068をO.053とすればよい

とされている。

日本建築学会 ・終局強度型耐震設計指針川

この指針では、1.2. lli1iで述べたように極限解析の下界定理に基づいたせん断強度式を

採用している。 せん断強度Qは、アーチ機構による強度れとトラス機構による強度QTの累

加によって与えられている。この場合の塑性条件は、せん断補強筋応力がその信頼強度lこ

到達していることと、トラス機構および7ーチ機構の重ね合わせにより生じるコンクリー

ト圧縮東応力がコンクリート有効圧縮強度νc・Fcに達していることとしている。また、釣

合い条件としてはせん断力の釣合いのみを考慮しており、曲げ主筋は無限に主主く、決して

降伏しないものと仮定している。

なお、指針では表1・11こ示すA法 (52)が指針式として採用されているが、解説にはA法

の他に B接 (&3)というせん断強度式も紹介されている。 A法と B法ではトラス機構におけ

るコンクリ ート圧縮東材の角度世と、コンクリート強度有効係数 νEの値が異なる。 A法

ではcol世=1-2の範囲において、あるせん断補強筋査に対してトラス機構によるせん断抵

抗が長大となる条件より cot世を与えているのにおjして、日法ではあるせん断補強筋量に

対して、トラス機構におけるコンクリート圧縮束応力を最小とするという条件より colo 
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表1.1 日本の規準におけるせん断設計式

[センタ一指針式]

Q = Qc + Q， 
Q， = 2.7";pw.σ 川・b・J

Qc = { 
)
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0
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《
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N 
+一一一一). b. j 
b.O 

ただし、 N/(b.O) 豆 O.4・Fc

1 ~ M/(Q.d，)く 3

pw ~ 0.012 

[学会指針式 :A法]

Q = QA + QT孟 b.d.v c.Fc/2 

QT = b.d.pw・σwy.cot o 
QA =α ・(1ーβ)・b.O.νc・F，

ただし、 σwy ~ 25・F，

ここに、 β=(l+cot'O).Pw・σw'/(v ，.F，) 

ν，= 0.7 -F cl2000 

cot世=mi n (A、自、 C)注1.0

A = 2. 0 

B = d/ (2・α.0)

c =、/νc.FcI(pw・σWy)ー1.0

[学会指針式 日法]

Q = QA + QT ~ b.d. v ，.Fcl2 

QT = b.d.pw.σwv 

QA =α ・(1-β)・b.O.v ，.Fc 

ここに、 β =2.pw・σwv/(レ，.F c) 

レ，=(1 + '7 ) /4 

ただし、 σ問主; 25・F，

o. 5 ~玉 νc ~ 1. 0 
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表1.1 (a) 外国の規準におけるせん断設計式(半理論式〉

[A C 1式 (ACI318-89)) 

Q = Qc + QT ;;;; 2.12・.vFc' b. d. 
日τ::pwσwy' b.d. 

N< 0のとき、 Q，=0.53・11+ 0.029'N/(b'D)I'.vF，-b-d. 
N=Oのとき、 Q，= 10.5'.vFc + 176・p，.Q'd./MI'b'd. 

三三 O. 93・、/Fc'b.d. 
ただし、 Q'd./M;;;; 1. 0 

N> 0のとき、 Q，= 10. 5・.vFc + 176・p，・0・d./M・1.b'd. 
主主 O. 93・.v11+0. 029・N/(b・D))・Fc'b'd.

ここに、 ~r = Mー (4・D-d.)'N/8 

ただし、 σwy;;;; 4219 kgf/cm' 

pw 主主 3.52/σwy 

注) N> 0の場合のれの略算式

。c= 0.53・11+0.0071'N/(b'D)I'.vFc-b-d.

[N Z式 (NZS3101)) 

Q = Q， + QT壬 O.2・Fcor 61 kgf/cm' 

QT = pw' a wy.b'dt 

開くOのとき、 Qc= (1 + 12・n). QCB 

N~Oのとき、 Qc = (1 + 3・11)• Q" 

ここに、 Q"= (0.224 + 31. 94・p，). .vF c 
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表1.2(b) 外国の規準におげるせん断設計式(理論式〉

[C E B式 (CEB-MC-90:Accurate Method) ] 

Q : Qc + Qτ 壬 O.3. b. d， . 11 ，・Fc・si n2 o 
Qτ: O. 9'b'd，'pw・ν，・ σWy'coto 
Q， : 2. 5・τitd'b.d r ーも/3 ~ 0 

ここに、 ν:1/1. 15 

νC : 2/3 

τ.，: 0.25・νc'f t 
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[C S A式 (CSA-A23.3-84) ] 

Q = pwσWy'b'd'cotO 

f2m . I{ ~Fcのとき、 cotφ= 、/ (ーB+、/B'-4'A・C)/(2・A)
f 2 m.ぉ>Fcのとき、 coto = ";0.6・Fc!(pw'σwy)ー1.0

ここ iこ、 A= 170・ε.+ O. 34 

日:340・ε.+ 1. 14 

C = 170・ε.+0.8-0.6・F，/{pw・σWy)

f'm・.= O. 6・Fc!(0.8+170・ε，)
ε:ε 民+(ε ，+0.002)/tal1'世

ε楓=0-0.002 
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=1. 0と固定している。また、νEに関 しては、 A法ではNielsenらの提案する値を採用して

いるのに対して、 日法では基本的にはμε=1. 0とし、せん断スパン比が小さな部材に対し

て算定値が実験値に対して過大となる傾向があるという理由から、市三玉 3の場合に ηに応

じて低減してい る。図1.13はA法と B法をQ-pw' U WY関係によって比較 したものであるが、

指針によれば、 実用的な範囲( 印部分 pw・σwy孟O.25・F，)では両案による せん断耐

力予測精度に大差はないとしている。

また、高強度せん断補強筋を使用した部材に対する適用を考慮して、 A法およ びB法共

にせん断補強筋信頼強度の値を σWy孟25'F，と制限している。

，'l ~1 ムェ ::: -þ~ . " ・・ ・ 0 .25.11
吋 "訟の 1刷広

ー-ーー-
!/法
f Ai:去のt胤錨ぽ

」 民側~ : 

i 〆侭訟の7ーチ負制分
J 白

咋:.! --ー-ー- ρ.'11'.，

図1.13 。Pw'a Wy関係による A法とB法の比較 川

(b) 諸外国のコンクリ ー 卜基 ・規準におけるせん断設計式とその背最

AC1318-89 ，.町(米国〉

梁および柱部材に対するせん断設計式は、 1963年の ACIBuilding Code改訂時か ら採用

されており、その基本的な考え方は 1962年に発表されたACI-ASCE326 (現在の426)委員

会報告 ;Shear and Diagonal Tension'・0)に詳細lに示されている。

この規準では、部材のせん断強度Qをせん断納強筋のない部材の斜強力ひび割れ強度Q，

と45・トラス理論に越づいたせん断有n強筋の負担強度QTの累11日によって与えている。 梁部
材に対する斜強力ひび割れ強度式は、 VieslおよびMorrowらの半理論的研究 ，，，・.)に基づ

いたものであり、柱部材に対しては梁部材の式に車111力の効果を考慮して修正したものを採

用している。一方、せん断術強筋による負担強度は 45・トラス理論に基づいた式によっ て

与えられるが、せん臣rr補強筋比あるいはせん断簡強筋強Jrtが非常に大きな場合に は危険側

の設計と なることを考慮して、部材のせん断強度およびせん断補強筋強度の上限値をそれ
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ぞれ2.12.，，1 F cおよび42J8kgf/cm'(60000 psi)と規定している。

HlS3101 "0) (ニュージーランド〉

この規準に示されている梁および柱部材のせん断強度。li、AC13J8-83と問憾にせん断補

強筋のない部材の斜張力ひび割れ強度Qcと 45-Iラス理論に装づいたせん断補強筋の負担

強度QTの累加によって与えられるが、斜張力ひび割れ強度の評価法がACI式と若干異なる。

すなわち、梁部材の斜張力ひび害IJれ強度式 (Q，，) には、 1973年および1979年に発表され

たACトASCE426委員会報告 【"・，)に基づいて、 FergusonおよびRajagopalanの提案式 M 什

を修正したものを採用している。この理由は、図1.14 ，こ示すように、せん断補強筋を有す

る梁部材の実験結果に対して、引張鉄筋比が1.0%以下の部材の場合に ACI式では斜張力ひ

び割れ強度をかなり j@J大評価する傾向があることと、さらに、この点を考慮して修正した

426委員会式がオーストラリ了、イギ リスおよびヨーロッバの各コンクリート委員会で採

用されている式とその精度において遜色がないことによる I・，)。また、柱部材に対しては、

ACI式と同様に斜張力ひび割れ強度式に軸力の効果を考慮しているが、 ACI式に比してその

効果をかな明大きくみている。

。

1101"・IP!oll・dlo. f'c ・ ~OOOØ Il

o 0005 0010 0015 0020 0025 OOJO 00)5 

p 
w 

図1.14 斜強力ひび容lれ強度と引張鉄筋比の関係 H 引

CEB-MC-90 ，，，' (欧州)

..・

この規準には、 略算i法(StandardMethod)とfi'!:v.r法(AccurateMethod)の2僚主自のせん断

設計法が示されている。 前者はACIt.見準およびNZ規準と同級に、梁および住部材のせん断

後皮をコンクリ ー トの負担強度と 45・トラス理論によるせん断補強iあの負担強伎の単純累

加で与えている。 これに対して、i産省は1.2. J ii百で示 したNielsenあるいはThurI i mannらH
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い"，による塑性理論を応用したトラス理論基づいたせん断設計法を採用している。なお、
後者にもコンクリートの負担強度をある程度考慮しているが、この規準によるコンデリー

トの負担強度は ACI規準およびNZ規携によるものとは異なり、圧縮 7 ランジやその他トラ

ス機構以外の抵抗機構によって伝達されるせん断力と定義されている。また、 トラス機構

のコ y クリ ート 斜め圧綴束材の強度もNielsenらの研究成果に従って、強度有効係数(レ E

=2/3)によって低減している。

精算法では、トラスの斜め圧縮東材の角度#を 3/5 豆 cotφ~5/3の範囲で任意に選択し

てよいとされているが、わが国で慣用されている曲げ設計終了後にせん断設計を行なうと

いう設計手順に従えば、より大きなcotoを採用することが経済的な方法である。 なお、
表1.2 (b)には精算法によるせん断設計式を示しているが、他の設計式と比較し易いように

cot oを最大とした場合について示してあり、 CEB規準の表現とは若干異なっている。

CSA-A23. 3-84 (3<' (カナダ)

この規準に示されているせん断設計法iこは、 Colli nsらによる fModifiedCompression 

Field TheoryJ 【2'，2')が全面的に反映されている。 この理論は前述したように、鉄筋コ

ンクリート部材のせん断力とせん断変形の関係を、コンクリート微小妥索における平均主

応力と平均主ひずみの方向が一致するという仮定の下に、それらの応力の釣合条件、変形

の適合条件および材料構成則を満足させることによって求めるものである。規準では設計

の簡便さを考慮して、図1.15に示すようにせん断応力は断面せいに沿ってー織に分布し、

圧縮主応力の方向(コンクリート圧縮束材の角度世)も断面せいに沿って一定と仮定して

いる。さらに、ひび割れたコンデリートにおける引張応力も無視している。また、この環

論の特徴の一つである主引張ひずみの増大に伴うコンクリート圧縮強度の低減効果は、断

箇中心部の材軸方向のひずみ εxを与える乙とによって考慮されている。 εxは平面保持を

仮定した断面解析によって求められるが、規準では安全仰lの値として ε戸 O.002を用いて

設計しでも良いと している。 コンクリート圧縮束材の角度¢については、 税当事では15"~ 
φ豆75・の範囲で任意に選択して良いとしているが、 経済性を考悠して巌も少ないせん断

術強筋量(最小の#値)を求めることのできる図表が用意されている(図l.(6)。 表l.2

(b)にはCEB規訟と同様にcotoを最大とした場合のせん断設計式を示している。

串万日-rs，"CI国三T
cross- shear longiludinal seclional 
seclion stresses strains -I-oree"s 

図1.15 簡略化された設計法における諸仮定 (33J
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図1.16 せん断応力度と圧縮主応力度の角度の関係【33J

以上、日本および諸外国のコンデリート基・規準で採用されている代表的なせん断強度

式について示したが、これらの相互関係およびせんl折耐力予測精度については、本論文で

提案するせん断強度式と共に 3主主において検討する。
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1. 1.. 3. 鉄筋コンクリート部材の靭性評価法に関する既往の研究

鉄筋コンクリー卜察、柱部材の靭性を確保するために重要な事項として

(a) 幽げ降伏後のせん断破境あるいは付着割裂破壊の防止

(b) ヒンジ領援のコンクリートの圧媛あるいは主筋の座屈に起因する磁場(以後、曲げ

降伏後の圧縮破犠と呼称)の防止

等が挙げられる。以下に、靭性評価法に関する既往の研究をこの 2項目に分けて笠理する。

(，l曲げ降伏後のせん断破壊あるいは付着割裂破猿の防止に着目した靭性評価法

掻初に曲げ降伏後のせん断破犠の防止に着目した研究を紹介する。

荒川ら[，・1は、曲げ降伏後にせん断破担軽を生じた実験デ-:J 107体について、せん断余

紛率(幽げ強度計算fi直に対するせん断強度計算値の比率)の逆数cQ園υ/cQ， uと破犠時塑↑生

率μ刊の関係を護理することによって籾↑生評価式を導いている。 μsu-cQsu/cQsuの検討

結果は、図1.17に示すようにかなりのばらつきがあるが、せん断補強筋比以外の諮元が同

ーの資料同士を結ぶと 、図中の破線のように E日目u/cQ，uの大きいものほどμ'uは小さくな

る傾向があり、せん断ス パン比が1.0~3. 0の範囲にあるデータの下限値は次式で表わされ

るとしている。

sμ ，u=18.8-20・cQ.u/cQ，u (1;;;;μ ， u豆5) ・・・ ( 1-13) 

1.2 1.3 

.Q"II/.Q抽

図1.17 塑性率とせん断余俗率の逆数の関係 H 叫
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この評価法は式の構成が簡単であり、実用的ではあるが、変形能力に及ぼす部材の構成

因子個々の影響が把握しにくいという欠点がある。特に、(1-13)式の場合はせん断強度式

そのものが実験式で与えられているため、その把握がより困難なものになっている。

吉岡ら{&7Jは、曲げ降伏後に材端部ヒンジ領援において破壊を生じた鉄筋コンクリート

柱の実験結果より、ヒンジ領岐におけるせん断繍皆、筋およびコンクリートのせん断応力負

担割合と塑性率μの関係を図1.18のようにモデル化 し、籾性評価式として (1-14)式を提案

している。

μ = 6tlkパ6)、!Fc+k， (μ). k，・pw(μ) σwy-τ ，u}!α ・・・・ (1-14) 

ここに、 k，(6) = 0.85 (0;:;;n:;;0.159 n=N!(b'O'Fc)) 

= -5. 29'n t 1.69 (0.159くn豆O.32) 

k， (μ) = O. 6 

k， = 0.511'M!(Q'O) 

pw(μ) :塑性率μの変形能を保持するために必要なせん断補強筋比

τ'U 曲げ終局時のせん断応力Il(

α=  10. 8・rB u-kパ6)ゾFc}!5 ;;; 1. 65 

(1-14)式の実験データ41体に対する変形能力予測精度は、図1.19に示すように良好とは

言い難いが、計算値 (計μ〉は実験値(実μ〉に対して平均的な値となっており、(1-14)

式にO.5の係数を乗 じて安全側の評価式とする事もできるとしている。 この評価式では、

式中の諸係数が限られた実験結巣から塁手かれているため、そ の適用範囲が狭いことが問題

点、と して挙げられる。

学会指針[.，では トラス機構とア ーチ機椛の混在を仮定 したせん断強度王えに基づく靭性

評価法が提案されている。 この評価法は、 市之瀬の研究[" I己基づくものであり、塑性ヒ

図1.18 せん断補強筋とコ ンクリー卜の
負担せん断力のモデル化 (01]
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ンジ部のせん断磁犠を防止するために、コンデリート有効強度係数νcと トラス機構にお

けるコンクリート圧縮東材の角度#を、ヒンジ部の要求回転角Rrの関数として(1-15)式お

よび(H6)式で与えている。

( (l. 0-15・R，)ー ν。
νc = ~ 
I O. 25.ν。

ここに、 ν。=0.1-F./2000 (kgf/cm') 

(0 く R ，~玉 O . 05) 

(0. 05くR，)

(0くR，孟O.02) 

(O.OZ<R，) 

(1-15) 

(1-16 ) 

実際の設計では、れを設計用保証変形R.と読み変えて、 (1-15)式および(ト16)式から求

められる νcとcot世を用いて、 表1.11こ示した学会指針・ A注によ ってせん断力を算定し

(ただし、係数βの計算には (1-16)式は考慮しない)、そのせん断力が設計用せん断力を

上回ることを確認すればよい。

( 1-15)式と(1-16)式は、靭性部材が曲げ降伏i去に繰り返し絞荷を受け、かっ、変形が地

大することによって、ヒンジ領域におけ るひび割れの伸展および拡幅によりせん断伝達能

力が低下することを考慮したものである。変形の増大に伴って、ヒンジ領域のコンクリー

ト有効強度が低下し、トラス機構の圧縮東材の角度が増大するという仮定の妥当性は、渡

辺らの研究 (61]によっても検証されているが、式自体の理論的根拠は現在のところ希薄で

ある。また、文献[6)では(1-15)式と(1-16)式を考慮した場合の靭性部材のせん断f底抗機

織を理論的に説明しているが、これによれば、変形限界時において非ヒンジ領域のせん断

補強筋は降伏するが、ヒンジ領域では降伏しないことになり、実際の現象とは逆の仮定と

なっている。これらの点でこの靭性評価法は改良の余地は残されているものと考えられる。

一方、学会指針の解説には B法に関する靭性評価式も次式で提案されている。

R， = (Q/Q..)'/100 ・・・・・ ・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・・・・ (1-11) 
ここに、 Q:学会指針・ B法によるせん断強度

この式も前述の荒川らによるもの H・!と同僚に、実験データに基づいて、変形能力をせ

ん断余俗率で評価したものであり、実用的ではあるがlID論的根拠に欠ける。なお、 A法お

よび 日誌による靭性評価式の粉皮については、本論文でm~する靭性評価式と共に 5 章に
おいて比較検討する。

付着創製E臨機の防止に着目したものとしては、小谷らの研究 H・1がある。この研究では、

幽げ降伏後に付着劉裂破績を生じた鉄筋コンクリート梁32体lこ対して、吉岡 武田 (10]、
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柴田 ・桜井 いけ および藤井・森田い，)の各式による付着強度と、部材角 l/25rad.での耐力

維持率 (同一変位振幅における 1サイクル自の耐力に対する 2サイクル自の耐力の比率)

の関係を検討している。これらの検討から、各式から算定される付着強度あるいは付着香~J

裂強度に対して余俗がある部材ほど、耐力維持率が増加する傾向があり、特Iこ、篠井 ・森

閏式を用いた場合には付着強度と耐力維持率の閉に良好な相関f生が認められるとしている。

この研究では、靭性評価式を提示するには至っていないが、曲げ降伏後に付著書リ裂験場を

生じる部材に対して、既往の付着強度式を用いた靭1生評価がある程度可能であることを示

唆したと言えよう。

最近では、籾性評価式の構築を目的としたものではないが、マクロモデルによるせん断

強度理論を応用して鉄筋コンクリート部材の荷量 変形関係を求めようとする研究も発表

されてきている。中村 ・若林 (73)は若林・南理論を応用して、図1.20 Iこ示すようにはり機

構とアーチ機構を模擬したトラスモデルによって、鉄筋コ y デリート柱、鉄筋コンクリー

ト耐震壁および繍強組積造耐力壁のせん断力一変形関係を求めている。この方法は、鉄筋

コンクリ ート部材の変形成分としてせん断変形と軸方向変形のみを考慮し、はり機嫌およ

びアーチ機椛のそれぞれに対して変形の迎合条件と材料構成JlIJを設定し、増分解析によっ

て各抵抗機械のせん断力 変形関係を求め、さらに、それらを累加することによって部材

としてのせん断力一変形関係を得るも のである。

その他、トラスモデ Jレによる荷重一変形解析を取り扱ったものとしては、山田ら H 什あ

るいは睦好 [1&}の研究等があるが、何れの理論も鉄筋コンデリート部材のせん断力一変形

関係に及lます主要構成因子の影響を定性的に説明できるまでには至っていない。

本論文でも、 51震において若林 ・南辺論を応用した荷重一変形解析法を縫築しており、

鉄筋コンヲリ ート 梁、柱部材の変形特性に及iます主要構成因子の影響を解析的に把握する

ことを試みている。
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(b) 曲げ降伏後の圧縮破獲の防止に着目した靭性評価法

林 い'1，立、鉄筋コンクリート往が図1.21に示すように、危険断面位置で中立草IBを中心に

剛体回転すると仮定し、圧縮縁ひずみがコンクリー卜の限界圧縮ひずみcε.1こ達するとい

う条件から限界変形部材角んを次式で与えている。

Ru = 1. 08-a-(2_ 6l-1jI+0_ 30)/Xn -0_ 39 (%) ・・・ -一.(1-18) 
ここに、 a せん断スパン長

Xn :中立軸距離 [ = (a， -a y+N)/(b-Fc) J 

(1-18)式は既往の実験結果を統計的に処理することによって、限界変形時のcεaとせん

断補強筋係数1Jfを関連づけて求めたものである。したがって、式中の諸係数に理論的根拠

はなく、式の適用範囲が限定されるところに問題がある。

図L21 部材端における圧縮変形 [78]

平石 ・稲井口>Jは、既往の高層lii式ラ ーメン鉄筋コ ンクリート造における壁柱の実験結

果 [18]から、引張ヒンジ領域の伸びの限界点を境にエネルギー吸収性状が急変することに

着目し、この限界点を安定限界と定義した。さらに、平面保持を仮定した幽げ解析に基づ

いて、コンクリート圧縮縁ひずみ ε乞の増分に対する引強鉄筋のひずみ ε。の増分の比率が

dε 。Idεc= 0 ・・・・・・ ・・・ e・・・・・・・・ ・・・・ ・・ ・・・・ 4・・・(1-19 ) 

という条件から、図1.22に示すように、安定限界時のコンクリート圧縮縁ひずみ.5C. 51.が

コンクリートの応力一ひずみ関係と軸応力によって与えられることを示した。

また、幽11降伏先行型の鉄筋コンクリート柱の変形機椛を図1.23に示すようなトラスモ

デルに置換して、(1-20)式で与えられる相対部材角Rの算定式を導いた。
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R = (2ε 。+ε ，，)、IEs刷 .p，(ε 。ーε，，)(2d，-Xn，)/(Es.εv・p.)/{3.(d，-Xn，)1 

(1-20 ) 

ここに、 ε。:軸応力皮σ。に対応する往脚断面の引張鉄筋のひずみ

εs. 引張鉄筋のひずみ硬化開始ひずみ

Es b :ひずみ硬化域における引張鉄筋のヤング係数

d，圧縮縁より引強鉄筋までの距離の柱せいに対する比

Xn，中立軸位置

その他の記号は、本論文末に示す(記号)によるものとする。

なお、安定限界時の部材角は先に求めた εC，S Lから引張鉄筋のひずみ ε。sι と中立軸位

置Xnl，S 1.を求め、(1-20)式に代入するこ とによって算定できる。

この理論は、曲げ降伏が先行 した鉄筋コ ンクリート往の変形限界点のみならず、引張ヒ

ンジ領域の主筋のひずみ分布等も適切に評価することが可能である。また、実設計におい

ても、高軸力を受ける柱の変形評価法あるいはヒンジ領波の横補強筋の算定法の構築に有

効な理論であると考えられ、極めて興味深いものである。なお、この理論の今後の課題と

しては、拘束されたコンクリ ートの応力一ひずみ関係の適切なモデル化が挙げられよう。

以上示したように、厳近では、鉄筋コンクリート部材の靭性評価法に関しても、学会指

針 .A法や平石らの研究に見られるように、マクロモデルに基づいた理論的な方法が提案

されてきている。本研究においても盟性理論を応用した鉄筋コンクリート部材の靭性評価

式の犠築を試みており、曲げ降伏後の付着喜u裂破壊およびせん断破壊の防止を念頭に置い
た靭性評価式をそれぞれ4章および5章で提案している。なお、本論文では幽げ|降伏後の

圧縮破壇の防止を念頭に置いた靭性評価法については言及していない。

σ 

コンクリー!の gーε閃tq;

. -( (， ，) 

" (".SL 

図1.22 安定限界時のコンクリー卜
圧縮縁ひずみ εc e Lt，η 

図1.23 平石らによるトラスモデル (77]
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1. 2. 4. X形配筋部材の耐震性能に関する既往の研究

X形配筋法は、従来から慣用されていた斜め配筋の考え方を発展させてたものであり、

せん断力分布が材特に沿って一線となるような部材に対して、主筋の一部を筋違い状に斜

めに配筋することによって、鉄筋コンクリー ト部材の脆性的な破壊を紡止し、耐震性能の

向上を図ろうとするものである。この配筋法は、当時NewZealand'Canterbury大学の教授

であったPaulay博士によって考案された。 Paulayは並列速層耐震墜を繋ぐ境界梁に X形配

筋法を適用し{図1.24 (a))、 従来型配筋によるものとの比較実験によって、境界梁のせん

断強度と靭性が飛躍的に向上することを明らかにした 17)0 また、逆対称の曲げとせん断

の応力状態にある境界梁では、せん断力の一部を X形主筋のみによって負担させることが

できることを指摘し、 凶1.24 (b)に示すようなせん断抵抗モデルを用いて、 X形主筋境算

定式として次式を導いているい刊。

A， = Vu!(2・fy'sinα) ーー・・・・・・・・・・・・・・ ・・......・・・ ・ (1句21) 

ここに、 Vu: i設計用せん断力

f Y X形主筋の降伏応力皮

αx形主筋が材軸と成す角度

Paulayらは、このX}f3配筋法が危険断面におけるすべり破犠 (SlidingShear Fai1ure) 

の防止に対しでも効果的であることを示し、境界梁だけでなく、フレーム構造における梁

部材 laalや述層耐震壁の下層部分川けといった塑性ヒンジを計画する部材あるいは部位に

積極的に適用している。

(a) X形配筋を施した骨量界梁 (b) 境界祭のせん断抵抗モデル

図1.24 Paulayによる X形配筋の適用伊J[7，7・1
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日本では、吉岡・武田がX形自己筋(著者らはクロス!i;筋と呼んでいる。)を鉄筋コンク

リート住に適用した研究が1915年に発表されている (*2]。この研究は、曲げ降伏が先行し

た場合でも付着割裂破嬢を生じ易い引張主筋比が 1%程度の住を対象として、高1)帯筋や主

筋の特殊配筋による靭性の改善効果を検討したものである。乙の研究では、 X形配筋往が

変形能力に優れていることと、部材の簸大強度時における X形主筋の負担せん断力が引張

由1)および圧縮側共に全長に亘って降伏するものとして評価できることが報告されている。

しかし、スパイラルフ ープを配筋した円柱と共に行なった実験 (1']より、 車由カ比が1/3以

上の場合には、 X形配筋柱よりも円柱のほうが後れた変形性能を有するとの結果を得たた

め、その後、吉岡・武田による X形配筋柱の研究は発表されていない。

一方、若林・南らは1917年頃から X形配筋柱に関する研究に着手し、その系統的な研究

によって、基礎的な稼塑性性状を把握するに至っている [8)0 若林・南は、まずX形配筋

による鉄筋コンクリ ート柱の耐震性能の改善効果を検討するために、従来型の配筋(以後、

平行配筋と呼称)を施した柱と全主筋を X形配筋とした柱の比較実験を行なった【れ， 851。

この実験では、 X形配筋柱 (XA)は平行配筋柱 (PA) に比してせん断強度が大きく、

かっ、靭性lζ後れており、逆対称の曲げモーメントとせん断力を受ける往の場合、主筋を

斜めに配筋するだけでその耐震性能が飛躍的lこ向上することを示した(図125)。

次に、平行配筋と X形配筋を併用した往の挙動を調べるために、(1-22)式で与えられる

X形主筋比βτを変数とした実験を行なっている [16.11J 0 

βT = dφ ・cose，/(，φ・coseけ pφ) ・・・ ・・・ ・・・・ ・・・・・・・・ (1-22) 

ここに、 .φX形主筋の引張鉄筋係数 [ = dPl' dσ ，fF c ] 

-

j凶~ 0(11) 

1 2 _ 3 
R(10.'rad.) 
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図1.25 平行配筋柱と X~配筋柱の耐震性能の比較 f ・ ".85J
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，φ:平行配筋の引張鉄筋係数 [ :: "p 1'，.σv!Fc J 

e， X形主筋が材軸と成す角度

実験結果よ り、βτが地加するほど X形配筋住のせん断強度および変形能力は増加し、

βT;O.6f呈度の X形配筋柱であれば、耐震的に十分優れた性能が期待できることを示 した。

また、部材の巌大強度時では、 βTIL拘らず X形主筋は引張伊lおよび圧縮側共に降伏して

おり、 X形配筋柱のせん断強度Qは平行配筋部分の強度，QとX形主筋の負担せん断力。QIこ

よって

Q ; ，Q + ，Q .......... ・・・・・・・・ ・・ ・・・・・・・・・・ ・( 1-23) 

，Q ; Z'，φ・sine，.b.D.fc .......... ......... ......・・ (1-24) 

で与えられると報告している。なお、南らは (1-23)式の考え方に基づいて、 X形配筋部材

の終局せん断強度理論式を若林 ・南理論を応用して導いている [&01が、その構成および耐

力予測精度については本論文の6.Z. 1節で詳述する。

文献[86.87]の実験は引張主筋比が比較的多い柱 (p，;l.76%)を対象としたものであっ

た。 そこで、実設計に有効な実験資料を蓄積するために、 p，;l%程度の柱を対象としてX

形主筋比とせん断愉強百五比を変数とした実験も行なっている IH，H 10 この実験では、引

張主筋比が多い場合と同様に、 βyが増加するに従って柱の磁場形式が付着割裂破峻ある

いはせん断破壊といった脆性的な破壊から、強度劣化が少なくエネルギー消費能力の大き

紅白げ破場へと移行することが示されている。また、 x形配筋主主においても、せん断補強

筋比を増加させることは、 X形主筋以外のせん断抵抗機構(平行配筋部分)の靭性向上に

役立ち、結果として部材の変形能力の向上に繋がると報告しているが、せん断補強筋比と

変形能力の関係を定量化するまでには至っていない。

以上示した南らによる研究成果に基づいて、 1982年には日本で最初の X形配筋を適用し

た鉄筋コンクリー ト造建物が大阪市に建設されている H判。この建物は 5階建ての集合住

宅であり、柱に X形配筋が施されている。 また、この建設に先立って、実物の1/2モデル

による柱部材実験およびl結構実験{・ 2 】が実施され、その耐震安全性がli1~認されている。

筆者および南らは、上述した基礎研究をさらに発辰吉せ、 X形配筋柱の変形能力に及ぼ

す軸力とせん臨Ii納強筋比の影響の把握を目的とした研究を行なっている [11:1， "3]。 この研

究では、軸カの増加およびせん断簡強筋比の減少に伴って X形配筋部材の変形能力が低下

することが指鈎されている。また、 X形配筋部材が限界都材角Ru(ただし、 Ku回の繰り返

しを伴う〉の変形能力を確保するために必要な制強筋比pwは、若林 ・雨J1H命いけから求め

られる限界せん断納強筋比pwoと実験から得られた拘束補強筋比Pwcの拘によ って
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pw :;: pwo + pwc: 

= pwo + {O.075'n'v'Ru(Ku-l)'+O.OJ'Ru'Ku+O.08・n}F CIσ川

(J -25) 

ここに、 pwo= 2・..PI'，.σv! ( a wy 司)

と与えられると報告している。(ト25)式は、必妥備強筋比 (pw)がせん断力に寄与する補

強筋比(pwo) とコンクリートの拘束に寄与する補強筋比(Pwc)の平日で与えられており、

式の務成は明解であるが、拘束補強筋比が実験式で与えられているため一般性のないもの

になっている。したがって、拘束補強筋比を理論的に塁手出することが今後の課題である。

なお、本論文では、この実験結果を 5章および 7章で示す鉄筋コンテリ ト部材および X

形配筋部材のせん断力 変形解析法を塁手出する際の基礎資料として利用している。

また、南らは基礎研究に基ついて、高強度コンクリートを使用した高主筋量のX形IJic筋
柱 t.什、登れ壁 ・1要笠付き X形配筋柱 t，匹"I、二方向 X形配筋柱【引ー・川、円形多方向 X

形配筋控'"・.1011、X形配筋壁柱 [IDzl およびX形配筋配筋鋼管コンクリート柱【川刊な

どの開発研究も行なっており、何れの場合も在来型配筋のものに比して、耐震性能が向上

することを明らかにしている。

一方、最近では、精進計画上、靭1生が要求されることが多い梁部材に X形配筋を適用し

ようとする研究も感んに行なわれている。

田中坂口ら [10‘]は、高層鉄筋コンクリ ー トチューブ架椛における短スパン梁に X形自己

筋を適用している。この研究では、 x形配筋梁のスケルトンカーブが平行配筋部分を通常

の鉄筋コンデリ ー ト梁と して求めたトリリニアカーブと X形主筋をトラス材に置換して得

たパイリニアカーブの重ね合わせによって評価できることを示している。また、ヒンジ領

域に貫通孔を設けた X形配筋梁の実験も行なっており、梁のせん断耐力と変形iiEカに対し

て貫通孔による悪影響はほとんど認められないと報告している。

江戸・武田ら(，・.，は、 4J 建てのダブルチューブ締造における短スパン梁に X形配jあ法を

適用することを目的とした実験を行なっている。この研究では、梁部材の場合でも X形主

筋の負担せん断力は、引~~ßI(J および圧縮 ßlIJ 共に降伏しているとして野価できること、およ

び貰iA孔を有する X形配iあ梁の場合でも既往の設計式によって開口相l強を行なえば、 4<5 y 

程度の変形能力は十分確保できること、を明らかに している。

柳沢ら{川・， "叶は、高層~式ラ ー メン椛造において独立耐震壁を聖書ぐ短スパン梁に X

形配筋を適用するために、せん断スパン比が a/D=O.5およびO.75と極めて小さな梁の実験

を行なっているoa/D=O.5の場合でも、せんl析制強1iiiiを適切に配IIIIしておけば X形配筋の

効果が十分発揮され、両部材端lζ[;H生ヒンジを形成するが、せん断納強i筋が比佼的少ない

場合にはせん断引猿破E患を生じる可能性があると報告している。
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以上、 X形配筋部材の耐震性能に関する既往の研究について墜理した。現在、これらの

研究成果に基づいて、わが国だけでも30擦を超える X形配j筋を適用した鉄筋コ ンクリー ト

造建物が建設されるに至っている。 これらの設計法や総工法について は、建設省監修によ

る手引書【・】やその他の文献【 108-I 1 11で紹介されており、 X形配筋法が鉄筋コンクリ ート

構造における一般的な技術として認識されつつある。

しかし、 X形配筋部材の設計法、施工法については開発途上の段階にあり、特に設計法

に関しては、

①非対称の曲げモーメントを受ける部材のせん断設計

② X形配筋の特性を反映した合理的な籾性評価

等の点で、さらに改良を加える必要がある。

本論文では、 6章において非対称曲げモーメントを受ける X形配筋部材の鰭塑性挙動に

ついて検討し、そのせん断強度式を塑性理論を応用して構築している。また、 7主主では X

形配筋部材の靭性評価式を導いている。
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第2章 鉄筋コンクリート部材のせん断強度理論(若林・南理論〉の概要

1.1. はじめに

わが固において開発された鉄筋コンヲリート梁および柱部材に対するせん断強度理論の

ーっとして、若林、南による理論 h什(以後、若林・南漣論と呼称)がある。本論文では

この若林 ・南理論を2基本として、鉄筋コンクリート部材およびX形配筋部材のせん断強度

式、付着剣裂強度式および靭性評価式を構築している。そこで本章では、若林・南理論の

基本仮定、濠論式の誘導およびその構成について概説し、さらに、理論式のせん断耐力予

測精度の検証結果を示すことにする。

1. 1. せん断抵抗機梼

若林・南理論では、曲げモーメント、せん断力および軸カによる組合せ応力が作用する

鉄筋コンクリ ート部材のせん断抵抗機構として、図2.1 に示すような (a)はり機構mと (b)

アーチ機構の 2穫綴を仮定している。 部材の強度 (M. N. 0)は、それぞれ静的許容応力

場を満足するはり機構による強度し机 .N. .0)およびア ーチ機犠による強度 (.M， .N， 

• Q)に対して、拡張累加強度理論を適用することによって次式で与えられる。

M = .M + .M， N = .N + .N， Q = .Q + .Q ・・・・ ・・・ ・・ (2-1) 

ただし、この理論では図2.I1こ示すように逆対林の曲げとせん断の応力状態にある部材

を対象としているため、 (2-1)式は以下の関係を満足する必要がある。

M/Q = • M/ • Q = • M/ • Q = L/2 ・・・・・・ ・・・・ ・・・ー ・・・・・・・・・ (2-2) 
ここに、 L 部材長

注) このせん断低抗機椛は一般的に「トラス機構」と呼ばれることが多い。しかし、南

らは、彼らのモデルが主筋のみによる平行弦材で椛成されている点で、第 l容で紹介

したRi II erやNielsenのモデルと若干異なることと、 そのせん断祇抗機構による負担

せん断力が材判lに沿って変化する主筋の引張力および圧縮力と、さらに一定の主筋間

距離によって与えられること(すなわち、 Q=ld(T+C)ldx)'d/2で与えられる.)を考慮

して、 「はり 機構Jと呼称している。 なお、本論文では南らの定義に従って、図2・l

(a)に示すようなせん断抵抗機併を 「はり機構」と呼ぶ己とにする。
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なお、若林 ・南理論では部材の終局状態のみについて着目しており、理論式によって与

えられた強度は力の釣合条件と構成材料の降伏条件のみによって決定される、いわゆる極

限解析における下界の解である。したがって、はり機構およびアーチ機構は、部材の終局

時においてそれぞれの強度が累加できる程度に塑位変形が生じるものと仮定する。

図2.1 

はり機構による bn-bq方程式

はり機構は図2.1 (a)に示すように主筋、せん断織強筋、および，bの帽を有し材軸と#の

角度をなすコンヲリート斜め圧縮束材で椛成されるものと仮定する。なお、若林 ・南思論

では主筋の材長に対する付着力しを最大とする条件から

2. 3. 

( 2-3) 
ただし、 0 ・ 2玉 φ~90・

ここに、 tO，0 :コン?リート斜め圧縮東材の応力[f[_

dR，ld世=Tb. tσ 。'cos2φ ・L= 0 

ーして得られる φ=45をコンクリ ート 斜め圧縮束材の迎正な角度として選択している。以

後、議論を簡単にするため、 QI=45 として方程式の誘導を行なう。
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はり機構の材端に作用する断面カは .M、.Nおよび.Qは釣合条件より、

.M : (.C + • T)・d/2 ・・・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・ ・・・・ (2-4) 

.N=.Q+.C-，T ...................・・ ・・・・・ ・・・ ・・・・ (2-5) 

.Q = 2. .M/L .............ー・・・ ・・・ ・・ ・・・・・・・・・・・・ (2-6) 

.Q • ，b.d..σ 。/2 ................・・ ・・・・・・ ・・・・・・ (2-7 ) 

ここに、 d 引張主筋と圧縮主筋の間隔

.C 材端部において主筋に生じる圧縮カ

.T:材端部において主筋に生じる引張力

と与えられる。一方、せん断補強筋に生じる引張応力度σwとコンクリート斜め圧綴束材

iこ生じる応力度.σpとの聞には次の関係が成立する。

bb. bσ。/2= b'pw'σw ・・・・・ - ・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・ (2-8) 
ここに、 b 部材断面の幅

Pw :せん断補強筋比

したがって、 (H)式、 (2-5)式および(2-6)式より、

.Q : (2・.T + .N)/(η/d， + 1) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ (2-9) 

・Q= (hC -.N)/(η/d， -1) ・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・・ (2-10) 

ここに、 d，= d/O:主筋間隔比

可=L/D :柱長さ比

D 部材断面のせい

が、また、 (2-7)式および(2-8)式より、

.Q = b'd.pw' a w ・.................... ・・ ・・・ ・ ・ー (2-11 ) 

がそれぞれ得られる。

主筋の引5長降伏、あるいは圧縮降伏によって決定されるはり機併の凶-.q方程式は、 (2

-9)式および(2-10)式において bT=TC=al・σyとし、さらに両辺をb・D.F cで世話次元化す

ることによって、

.q = (2・φ + .n)/(17/d， + 1) ・・ ・・ ・・・・・・ ・ー・ ・・・・・・・ ( 2-12) 



，q = (2・φ -，n)/(甲/d，-1) ・・・・・・ -ー・・・・ー ・・ (2-13) 

ここに、，n= ，N/(b.D.F，)はり機構の熊次元化負但軸カ

，q = ，Q/(b.D.F，) ・はり機械の無次元化負担せん並行力

φ=  at ・σv!(b・D.F，) :引張主筋係数

at 引張主筋の断面積

F， ・コンクリート一軸圧縮強度

σγ 主筋の降伏応力皮

と与えられる。 一方、せん断繍強筋の引張|降伏によって決定される tn-bQ方程式は、 (2-

11)式において σuσwyとし、両辺をb.D.F，で無次元化することによって次式で与えられ

る。

，q=W.d， ・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・ ・・・ ・・・・・ (2-14 ) 
ここに、官;::Pw'σ 刷 /F，:せん断繍強筋係数

o wy せん断補強筋の降伏応力度

図2.2には (2-12)式、 (2-13)式および(2-14)式の関係を bn-ilQ相関曲線によって示して

いる。 (2-12)式と (2-13)式の交点、すなわち、図2.1において左側材端部で上端主筋が引

張降伏し、かっ下端主筋が圧縮降伏する〈したがって、右側材端部では上端および下端主

筋がそれぞれ圧縮および引張降伏する)場合の無次元化せん断カパ。は

，qo = 2 φ・d，/ 1] .......... ........ ・・・・・ 0・・・・・・ (2-15 ) 

と求められ、はり機構による最大負担せん断力となる。また、 。qoを得るために必要な厳

少せんl針補強筋係数を限界せん断備強筋係数1[f。と定義すると、 W。は (2-10式と (2-15)式

bn 
2φ (2-13)式

2φ 争(d，亀一η)VI，Vld，) 

(2φd，/η， 2φd，/η) 

。 bq 

Vld.‘} 

-2φ 

図2.2 はり機構の bn-bq相関曲線
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によって次式で与えられる。

官。;2・φ/T/ .................ー-・........ ・・ ・・ (2-16) 

なお、はり機構を形成するのに必要なコンクリート斜め圧縮東材の幅，bは、bσ 。:Fcの

条件の下で(2-7)式より

，b ; 2'.Q/(d'Pc) ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・・・・・・・・ー ・(2-17) 

と与えられる。

1. 4 アーチ機構による，n-.q方程式

アーチ機構は図2.1 (b)に示すように、部材幅からはり機械で周いたコンクリート幅を減

じた幅，b(;b-，b)を部材幅として、無筋コ ンクリートで構成されるものと仮定する。さ

らに材端では、断面力，1.1、，Nおよび，Qによって一様な丞直応力皮.σ とせん断応力皮.τ が

作用しているものとする。コンクリー卜斜め圧縮東材の材輸と成す角度を0、および束材

に生じる圧縮応力皮を.σ。とすると、 .σおよび.τ と，aDの聞には次の関係が成立する。

.σ ; ，σD'COS'$ ・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ (2-18) 

.τ ; ，σD・sin$'cos$ ....ー・・ー ・・・ ・・・・・・・・・ ー・ー (2-19 ) 

したがって、材端に作用する断面力 ，M、，Nおよび，Q、および圧縮束材の角度 8は釣合条

件より、

，M ; ，N'(1 -k)・0/2 ・・ー・・ ・・・・ ・・・・・・・・・・ (2-20) 

，N ; ，b'k'O'，σ0・cos'$ ・ー・・ ・・ ・・ ・・・・・・・・・・・・・ (2-21) 

，Q ; ，b'k'O'，σo'sin$ 'cos$ ..... ・ ・・・・・・・ ・・ (2-22) 

tan$ ; (1 -k)/T/ ... ...... ・・・・・・・・・・ ・(2-23 ) 

ここに、 k:両材端部の圧縮t去のせいと断面せいの比

と与えられる。

コンクリート斜め圧縮東材に生じる圧縮応力皮.σDがコンクリート一車Is圧縮強度Fcに述

したとき、 7ーチ機構による強度が発現されると仮定すると、 ，n-，q方程式は (2-21)式~

(2-23) ]えから kと0を消去することによって



.Q = h!4'.n' (ト.nんb，)/.b， +η'-17 } .b，/2 ・・・ ・・ ・・・・ (2-24) 

ただし、 o~ .n ~ .b， 

ここに、 .n= .N/(b'O'F，) :アーチ機構の無次元化負担軸力

.Q ~ .Q/(b'O'F，) :アーチ機相官の無次元化負担せん断力

• b， = • b/b 

と求められる。なお、 (2-24)式は

(.n-.b./2)' + (.Q+市・.b，/2)' ~ (.b，v'j+17γ2) ， ・・・ ・・( 2-25) 

と書き直すことができ、図2.3に示すようにしn. .Q)=(.b，/2. -17' .b，/2)を中心点とする

半径.b，v' 1+ 17 '/2の円の方程式を表わしている。また、この円は常に原点を通り、変数.b， 

による円群の中心点は .Q= 万・.nの直線上に存在する。

an 
"Q=-7)en 

( .b， /2， .b，ル勺I亨ヲーマ)/2)

aq 

図2.3 アーチ機構の.n-.Q相関曲線

2. 5 鉄筋コンクリー卜部材の n- q方程式

鉄筋コンクリ ート部材の強度(n - q 方程式:ここに、 n=N/(b'D'F ，) 、 Q~Q/(b ・ O' 九) ) 

は、はり機椛による強度(，nーパ方程式)と 7ーチ機椛による強度 (.n-.Q方程式〉の累

加によって与えられる。その累加目11は、はり機椛とアーチ織椛に対するコン クリートウェ

ブの負担割合を考院したものであり、はり機構の負担せん断力が大きくなるほどその点に

累加吉れるアーチ機椛の相関曲線が比例的に小さくなるところに特徴がある。
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はり機械のbn- bq相関幽線とアーチ機構の.n -.Q相関曲線の累加状況の一例を図2，41こ

示す。また、はり俊傍の相関曲線上の特定点 :A-EのlliH票値(・n，パ)およびその応力点、

に累加されるアーチ機構に寄与するコンクリートの熊次元化飽.b，を表2，11こ、各応力点{己

累加されるアーチ機構の相関曲線を示す円の中心点:A' -E'の座標値(. n.， . Q.) および

円の半径 rを表2，2にそれぞれ示す。

アーチ機構による応力円の中心点の座標および半径は.b，の一次関数であり、点、A 、B'、

c・および芝、と、 Eーはそれぞれ一直線上にある。 したがって、直線万三石と時点5
を、直線E'CとECとは交点S'をそれぞれ宵する。さらに、各円!il'の包絡線は直線となり、

かっ、それぞれの直線は交点Sおよび3を通ることが示される。交点5の座標値 (n" Q，) 

および交点5・の座標値 (n，" Q，')は表2・lおよび表2，2より直線石、万七百および汗

の方程式を決定する ことに よって求めることができ、

n， = -2・φ + (d， +甲 )/2 ・・ ・・
(2-26 ) 

Q， = d，/2 
(2-27) 

ns' = 2 φ + (d，->7)/2 ・・・・・
(2-28) 

Q，' = d，/2 
(2-29) 

とそれぞれ与えられる。

n 

S(ns，qs) 

S'(ns'，qs) 

図2，4 .o-.Q相関曲線と .0-.q相関曲線の累加状況



表2.1 はり機構の負担軸力および負担せん断力の特値とアーチ後檎の負担断面幅比

A B c D 

，11 -2φ ー2φ+官 (d，+甲) 2φ ・d./甲 2φ+暫 (d，-早) 2φ 

ーー-ーーーーー，-ー一一ーーーーーー一ーーーーーーーーー-ーーーー一一ーー-ーーーーーーーー -ーーーーーーー一一ーーーーーーーー--ーーーーーー- ー

，q 官 'd， 2φ ・d，/ T/ 1Jf 'd， 
ーーー一一ーー-，-ーーー一一一ーーーーーーーー一一---ー一一一ー一一一一一一一 一一一ーーーーーーーーーーーーー---ーーー-----ー一一一一一一一一一一一一一一一一一一ーーーーーーーー.

• b， 1-21Jf 1-4φ/甲 1-21Jf 

表2，2 アーチ機構による .11-.q相関曲線の中心点とその半径

A' S' C' D E 

-2φ -2φ+曹 (d，+り) 2φd，/η 2φ+ ¥jf (d ，-T/ ) 2φ .11， 
+ 112 +(1-2官 )/2 +(1-4φ/η)/2 +(1-21Jf )/2 +1/2 

ーーーー一 一ーーーー一一一一一ー一一一 一一一一一一一一ーーー一一ーーーー-ーーー一一回ーーーーーーー一回ーーーーー・ーー一一ーーーーーーーーーーーーーーー-ーー一司ー- ー

• q， -T/ /2 1Jf 'd， 2φd ，/ T/ 1Jf 'd， 
同(門官)T/ /2 -(1-4φ/ T/)可/2 -(け官)日 /2 ー可 /2

ー-ーーー一一-，ーーーーー---ー-ーーーーーーーーーーーーー+ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーーーーーー一一 ー ー

7 ， (1-2 W) 7 ， (1-4φ/刀)7， (1-2W)7， 7 p 

ここに、 γ，=v'1 +可勺2

円務c.、c.、Ccの包絡線を示す直線X，Sは、 C.とX，Sとの接線方程式を決定することによ

って得られLーn-q相関曲線上の特定点ムおよびんの値 (11" q，)および(11，・ q，)がそ
れぞれしと X，SおよびむとれSの接点の座緩値として求められる。同様にして、特定点んお

よびんの値 (n.，れ)および (11.，q.)は、円c，と直線五下との接線方程式を決定するこ

とによって求められる。一方、特定点んおよびれの値 (n，・q，)および (11.，ゎ)は、そ

れぞれ円c.およびc.の中心点の座標値とそれらの半径 rによ って決定 される。

なお、円c.、C局、 C.およびc，で構成される円弧幽線の方程式は、 表2.2に示したそれぞ
れの円の中心点の座係値(.11" ，q，)を用いて

(11-，11，)' + (q-，q，)' = (，b，v'I+η'/2) ， ・・ a ・・・・ ・・・・・・ (2-30 ) 

として求められる。

上記の方法によって得られる鉄筋コンクリート部材の n-q方程式、およひ'その特定点

の値を表2.31己、方程式lζ用いた記号を表2.41こそれぞれ示す。なお、 n-q方程式におい
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て、せん断繍強筋係数曹が限界せん断補強筋係数官。より大きな値の場合には、 W=1V。と

して計算する。これらの n- q方程式か ら得られた n- q相関曲線の一例を図2.5に示し

ている。図中のO印は n-Q相関曲線における特定点を表わす。

鉄筋コンクリ ート部材on-q相関曲線は、ア チ機織による .n-，q相関曲線の円弧で
-- ，..--......""..--.. ....--.... 

構成される 4曲線X，X，、 X，X.、X.X.およびX.X，((2-31)式、 (2-33)式、 (2-35)式および

(2-37)式)、はり機椛による。nーパ相関曲線で織成され、最大せん断力を与える直線ζ工
，.----.、............._ ............._ ............._ 

( (2-34)式)、さらに、 X，X，とX.X，の援線およびムんと X.X，の媛線であり、それぞれ(噴き

).，およびλ2を持つ 2直線X，んおよびX.X.((2-32)式および (2-36)式〉の 7区間によって

表現される。

なお、若林・南理論では、はり機構およびアーチ機構のそれぞれにおけるコ Yクリート

斜め圧縮東材の応力度がコンクリート圧縮強度に到達していることと、主筋あるいはせん

断補強筋の何れか一方が降伏応力皮に達していることを降伏条件としている。したがって、

若林・南震論では、作用車由力の大きさによって以下の 5種類の破壊モードを考感している。

① nÐ~五 n~玉 n ， 材 t古都における主筋の引張降伏による曲げ破場i

② n ， く n~王 n. 材端部における主筋の引張降伏とせん断補強筋の引張降伏を伴う曲げ

せん断破壊

③ n， < n 三五n‘:せん断織強筋の引張降伏によるせん断破壊

④ h くn壬n， 材端部における主筋の圧縮降伏とせん断補強筋の引張降伏を伴う曲げ

せん断破壊

⑤ n.くn豆n，材端部における主筋の圧縮降伏による曲げ破壊

すなわち、若林・南理論の適用対象は曲げ破壊あるいはせん断破壊の何れかを生じた鉄

筋コンクリー卜部材であり、付著書リ裂破壊を生じた部材は適用対象外となる。

n 

+ 

X， (n，. Q，) 

X， (n.， Q.) 

X， (n，. q，) 

X. (n.. q.) 

X， (n， . q，) 

X， (n，. q，) 

q 

図2.5 若林 ・南式による n-q相関曲線



表2.3 鉄筋コンクリート部材の n-q相関方程式およびその特値

n，壬 n< n， Q" 1v'4(n+2・φ)(l-n-2・φ)+η ，り }/2 (2-31) 

n，壬 n< n， Q = A， (n-n，)+Q， ( 2-32) 

02 ~ n < 03 Q =δ{v' 4・n，(I-n，)+η2 可}+ lJi 'd， (2-33) 

n，亘 n< n .. Q =δ(ゾ1+η'-~ )+1jf 'd， (2-34) 

n.豆 n< n!i Q =δ1 v' 4 . n ， ( 1 -n ， ) +-可 2η}+ 1jf 'd， (2-35) 

n，亘 n く n. Q =λ ， (n-n.)+Q. (2-36) 

n. 孟 n亘 n， Q = {v'4(n-2・φ)(l-n+2・φ)+η に η)/2 (2-37) 

1。 n， " -2・φ Q， = 0 

X， n I =β ，-f ，/ω ，+ (1-4φ)/2 q I ::α ，-f ，/ω，-1) /2 

X， n， = 2. d (n，+2φ)-2・φ+曹 (d，+η) Q， = 2・6・Q，+ ljf . d， 

X， n， = d-2・φ+1jf (d， +η) Q 3 = d (、11+1)'-1) )+lJi 'd， 
I‘ n ~ =δ+2・φ+1jf (d，-η) ゎ =δ(v'I +η'-1) )+1jf 'd， 

X， n. = 2・d(n，-2・φ)+2・φ+1jf (d，-η) Q. = 2・d. Q.+ 1jf 'd， 

X. n， =β ，-f ./ω ，+(1+4・φ)/2 qs =α ，-f ，/ω2 早/2

X， n， = 1+2・φ Q， = 0 

表2.4 方程式に用いた記号

n，= In+2・φー曹 (d，+布)}/(2・δ)

入戸f，/ f， 

n，= In-2・φ-1jf(d，一司))/(2・δ)

λ，=f，ff‘ 

f戸 αp・ω，-{αF・7，+v' (αp・7，) '-ω" p ，) 7 ， 

f ，"α ド ω，-{αp・7，+ v' (αp・7，)仁ω2ρ ，}7 ， 

f ，"β1・ω，-1β "7 ，.-.，j(βl' 7，.) 2_ω p} 7 ， 

f ."β2・ω，-{β2' r ，.+、/(β2・7，) '-ωzρlγp 

α戸 (d，+η)/2 β，= (d， +甲ー1)/2 β，= (d，ー ηー1)/2 7戸、/1+早'/2

δ=  (1-2・1jf)/2 P"7  ，'-αpz P 1=γ ，Lβ 。2 ρ2 = r 1，2β22 

叫， =α" +β ， ω，=α" +β22 司 "L/D d，=d/D 
ーーーーーーーーー・ーーーーーーーーーーーーーーーーーー一一司ーーーーーーーーーーーーーーーーーー『司ーーーーーーーーーー-ーーーーー一一一一一ーーーーーーーー
n "N/(b'D'Fc) N 作用軸力
b 部材幅 D :部材せい
r c: コンクリート庄縮強度
p， 引括主筋比
a v 主筋のl降伏応力皮
φ=  P Iσ v!Fc 引E長主筋係数

Q " Q/(b'D'Fc) 
d :主筋i間隔

pw: せんttfr1fii強筋比

Q :せん断力
L 吉11材長

σ川.せん断桁強IIIiのI降伏応力皮
1jf = PWσwv/Fc せん断補強筋係数
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1.6. 若林・南理論によるせん断強度と断面解析による曲げ強度の関係

せん断織強筋量のみが異なる 3種類の鉄筋コ Y ヲリート部材に対して、若林 ・南理論か

ら求められるせん断強度と断面の曲げ解析から求められる終局曲げモーメント Muより 2'Mu

/Lとして算定されるせん断強度〈以後、曲げ強度と呼称)を n-q相関曲線上で比較した

ものを図2.6に示す。 縦軸および横軸はそれぞれ熊次元化軸力 nおよび熊次元化せん断力

q を表わし、~線および点線はそれぞれ若林 ・ 南理論および曲げ強度式による計算結果を

示している。解析対象とした部材は、主筋間隔比d，=0.8、柱長さ比7)=2および引張鉄筋係

数φ=0.15であり、せん断補強筋係数は限界せん断備強筋係数官。((2-16)式〉を基準登と

して、官=0、官。/2および官。とした。 なお、本論文では、曲げ強度式についても表2.5に

示す累加強度式を採用している。

限界せん断補強筋係数官。は、若林 ・南理論において材端部で上総および下端の主筋を

同時に降伏させるのに必要な最少せん断織強筋係数であり、埋論上、鉄筋コンクリート都

材が軸力の大きさに拘らず曲げ破犠を生じるのに必要な最少せん断備強筋盤を表わす指標

である。そのようなせん断補強筋量を配筋した場合でも、二次元的な釣合いを考慮した若

林・南理論によるせん断強度計算値は、断面に生じる曲げモーメントと軸力の釣合い〔一

次元的な釣合い)のみを考慮した幽げ強度計算値Iこ対して常に小さな値を採ることが示さ

れる。この理由は、断面蘭11解析では、コンクリートの負担せん断力が全コンデリート面

積について計算されるのに対して、若林 南理論では、はり機構においてその負担せん断

力に相当するコンクリート面積((2-17)式〉が必要となるため、結果として、その残りの

コンデリート面積についてア ーチ機構の負担せん断力が計算されるためである。

また、この解析結果は、鉄筋コンクリート部材において、判l力、曲げおよびせん断の綾

合応力下における曲げ破嬢機構と軸カとItllげのみを受ける(純曲げ〉場合の幽げ破域機構

とが基本的に異なっていること示している。したがって、本研究で解析対象としている逆

表2.5 終局曲げモーメン ト:mu (= Mu/(b'O'・Fc) ) 

n 0 = -2φ 

n， = (l-d，)/2-2φ 
n. = (l-d，)!2 

n. = (l+d，)/2 

n. = (1+d，)/2+2φ 

n ‘: 1+2φ 

n。主;nく n，

01 &: nく n.

n ~ ~玉 n< n. 

ns ~n く n ‘

n" ~n~玉 n ，

mu = (n+2φ) (l-n-2φ) /2 

mu =φ'd，. (1+(2n-l+d，)/4φ1+(トd，')/8 
mu =φ ・d，+n(l-n)/2

mu =φ ・d，.{1-(2n-I-d，)/4φI+(l-d， ')/8 

mu = (n-2φ) (l-n+2φ)/2 



1.5ート
d， =0.8 
η=  2.0 

曲げ強度式 φ=0.15 

1.0ート 、>/
、、、、
、、、
、、

0.5+ =11'./2 -I---l ¥ 
、、、

/ ， 
/ ， 

/ q / 

01 叫//--

Jd/ 
0.2 0.3 

-0.5 

図2.6 若林・南理論によるせん断強度と断面解析による曲げ強度の比較

対称曲げ ・せん断を受ける鉄筋コンクリート部材では、幽げ破境を生じる場合でも、その

強度にま1してせん断力の影響が無視できないものと考えられる。

なお、せん断補強筋係数が1jf。に対して少なくなる場合には、 軸カの大きさに拘らずせ

ん断強度が一定値を採る領f或が現われ、せん断破犠によって強度が低下することが認め主

れる。また、その領域はせん断補強j筋係数の減少に伴って増加し、 n-q相関幽線におい

て、せん断強度に及ぼす軸力の影響が少なくなることが示されている。

2.1. 者林 ・南式の耐力予測精度

2. 5節で示した若林・南理論による n-Q方程式 (2-31)式-(2-37)式(以後、これらの

式をまとめて若林・雨式と呼ぶ。)のせん断耐力予 a\lUì~皮を検証するために、文献 [112]­
[ 122]に示される既往の実験データの中から以下に示す 5つの条件を満足するものを検証

周データとして採用した。

①部材断面積が400cm'以上

②せん断補強筋を有する

③コンクリート強度:210kgf/cm'-600kgf/cm' 

⑥普通コンタリートを使用

-47 
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⑤付着破犠によって最大耐力が決定されていない

検証用データは、梁デ-:946体および柱データ 134体の計180体であり、何れも曲げE庇壊

もしくはせん断破壊が先行した実験データである。また、それらの中には降伏強度σwyが

6000kgf/cm'以上の高強度せん断補強筋を使用したデータが108体含まれている。なお、検

証用データ 180体の詳細は付録Aに示している。

図2.7および図2.8に検証周データ 180体に対する若林・南式のせん断耐力予測精度の検

証結果を示す。 図2.7において、縦軸および機軸はそれぞれ実験値Q.1IPおよび若林・南式

によるせん断強度計算値れを表わし、 ・印はσ川 く 6000kgf/cm'のデータを示している。

また、図2.8は計算値に対する実験値の比率Q..，/OMの頻度分布を示したものであり、図中

のハ γチ部分は σWyく 6000kgf/cm'のデ-:972体に対するものを表わしている。

全検証用データlこ対するO.../Owの平均値μおよひ'変動係数 μ は、 μ=1. 10および ν=15. 

2%である。 また、それらのデータのうち σ引く6000kgf/cm'のデータに対する予曲IJf青度は

μ= 1. 15および ν=1 O. 6%であり、極めて良好である。一方、 aw，主主6000kgf/cm'のデ-:'/IL: 

対する予測精度は μ=1. 06および ν=J 7. J%と、 U 川く 6000kgf/cm'のデータに対するものよ

りも若干低下しており、さらに、 O.認./0.くO.8となるデータが10体存在する。しか しなが

ら、これら 10体のデータは全て、多量で、かっ高強度の主筋とせん断補強筋を併用した試

験体のものであり、 後述の3.4.2節で明かにされるように、鋼材が来降伏で、コンクリー

120 

Qexp (tf) 

40 

20 

10 

20 

。。

80 120 

QM (tf) 

40 

. : tTuJyぐ6000kgf/aI

0: t7uJYさ 6000kgf /01 

図1.1 若林・ 南式によるせん断強度計算値と実験値の比較
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60 
全被E正癌データ
μ=  1. 10 

50ト : 11 v =lS.2J' 

40ト i 11 dwy < 6000 kgf/af 
μ=  1.15 

JL 
v =10.6.i 

a町孟 60自由恒f/af

μ=  1.06 

ν=  17.1 J' 

10 

。 1.0 2.0 

図2.8 若林 ・南式のせん断耐力予測精度

トの圧壊が先行して終局強度に至ったデータである。すなわち、これらのデータは、破嬢

モードが若林・南理論で仮定しているものと異なっており、本来、適用範囲外とすべきデ

-1であると考えられる。なお、 Q，"/Q.主主O.8のデータの中にも適用範囲外のものが若干

数含まれているかもしれないが、それら適用範囲外のデータを排除すれば、若林・南式は

鉄筋コンヲリート部材の終局せん断強度を十分な精度で評価できるものと推察される。特

に、本検証の範囲では降伏強度が6000kgf/cm'未満のせん断繍強筋を使用した部材に対す

る予測精度は極めて高いものとなっている。

1.8 まと め

本論文で示す鉄筋コンクリートおよびX形配筋部材のせん断強度式、付着害IJ裂強度式お

よび靭性評価式の1基礎狸論である『若林 ・南理論』について慨説した。以下に、この理論

の主な特徴をまとめる。

1)軸力、幽げおよびせん断の組合せ応力を受ける鉄筋コンクリート祭および柱部材のせ

ん断抵抗機椛として、はり機椛とアーチ機椛の混在を仮定している。

2)鉄筋コンクリート部材の終局せん断強度は、はり機構による強!ltと 7ーチ機構による

強度を累加することによって求めることができ 、(2-31)式から (2-37)式の n- q方程

式によって与えられる。



3)鉄筋コンクリート部材は、はり機構およひ'アーチ機惰のそれぞれにおけるコンヲリー

ト斜め圧縮束材の応力度がコンヲリート圧縮強度に到達し、かっ、主筋あるいはせん

断補強筋の何れか一方が降伏応力皮lこ達したとき、その最大強度を発現するものと仮

定している。

4)若林・南理論で与えられるせん断強度は、断面の曲げ解析から求められる終局曲げモ

ーメント Muより 2・Mu/しとして算定されるせん断強度を常・に上回ることはな l、

5)せん断補強筋強度が σ引く 6000kgf/cm'の検証用デ-772体に対するせん断耐力予測

精度は.平均値および変動係数がそれぞれ1.J 5およびJO. 6%であり、緩めて良好である。

6)せん断補強筋強度がuw Y~6 0 00kgr/cm' の検証用デ -7108体に対するせん断l耐力予測

精度は.平均値および変動係数がそれぞれ1.06およびJ7. J%であり .σ 川く 6000kgf/cm'

のデ-7に対するものに比して若干低下する。

-50 -
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第 3章 鉄筋コンクリート部材のせん断強度式

3.1. はじめに

2章で示したように、若林 ・南理論は既往の鉄筋コンクリート梁および柱部材の実験デ

ータに対するせん断耐力予測精度が良好であり、鉄筋コンクリート部材の終局せん断強度

評価法として極めて有効な理論である。しかし、その関係式(若林・南式〉の構成は綾雑

であり、 かっ、式から算出されるせん断強度は終局的げモーメントか ら求まるせん断強皮

(曲げ強度)に対して独立なものではなく、常に曲げ強度を上回ることはない。したがっ

て、若林・南式では、曲げ設計とせん断設計を分離して行なう現行の設計手順、すなわち、

曲げに対する設計が終了し、曲げ補強筋の配筋が決定した部材に対して、その曲げ強度を

確保するようにせん断織強を行なうという設計手順に従ってせん断設計を行うことができ

ない。

そこで、本章では、若林・南式を現行の設計手法に適用できるように修正したせん断強

度式を提案する。また、提案式の持つ物理的意味および若林・南式との相違点を明確に し、

その強度特性に及ぼす主要構成因子の彰響について考察する。 さらに、既往の実験データ

に対する予測精度を高強度せん断補強筋を使用した鉄筋コンクリート部材も含めて検証し、

健案式の適用限界およひ・有効性について検討する。

3.2. せん断強度式

若林・南理論に基づいた鉄筋コンクリート部材の実用せん断強度式として (3-1)式を鑓

案する。

Q， -b'd'pw'σWy t (7-2α.ljI' )b'D'Fc ........... (3ー1)
ただし、 Q，孟 (b-d-Fc!2)γ/α

ここで、 n ~ O. 5-2φ のとき、 7 - (v'4(nt2φ) (l-n-2φ)t早人早 112

n > O. 5-2 c!>のとき、 γ=α-(v' 1 tη'-TJ )/2 

提案式((ト1)式)の右辺第 1項ははり機構による負担せん断力を、 2百Z項はア ーチ機

mによる負担せん断力をそれぞれ表わす。また、Q，の上限値 (b'd'Fc!2)r 1αはアーチ機
械の負担せん断力がOとなる場合であり、いわゆる全訂l強式に相当する。なお、この場合
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のせん断補強筋係数Wm・‘は、 (3-1)式の右辺第2項より次式で与えられる。

W.・.= 0.5'7/α (3-2) 

図3.I1こ提案式で仮定しているせん断抵抗機構モデルと各抵抗機椛の n- Q相関曲線お

よびその累加目1)を示す。 なお、図中の n-Q相関曲線iません断補強筋係数Wが 0、官。お

よび2'W。の場合について示されている。

図3.1 (a)の抵抗機構ははり機構に相当するものであり、若林・繭式との相違点tol.主筋の

強度を無限大とし、かっせん断力と白け'モーメントのみを負担し、車由力は負担しないもの

と仮定しているところである。したがって、材端部において主筋に作用する引強力Jおよ

び圧縮力，Cと負担せん断力，Qs((3-1)式の右辺第一項)の問には

，Q， = b'd.pw・σWY ; bT -bC .....・・・・ ・・・ ・・・・・・・・ ・ー (3-3) 

の関係が成立するものと仮定している。

図3.1 (b)は若林・南式におけるアーチ機構に相当する抵抗機熔である。若林 ・筒式との

相違点は、コンクリート斜め圧縮東材の角度がe=tan-' {1/(2・η))で一定と仮定している
とζろと、有効断面幅を (7/αー2・W)・bで与えることによって軸力の効果を考隠している

点である。 一方、図3・1(c)の紙抗機締は主筋のみによって椛成され、輸カのみを負担す

るものであり、主筋には降伏強度を考慮している。

提案式では (b)と(c.)の抵抗機構による強度を累加したものをアーチ機構の負担せん断力

((ト1)式の右辺第 2項)とみなしており 、 若林・南式におけるアーチ機構の負担せん断

力とは若干異なる。 なお、せん断補強筋のない部材(W=0)に対して、 (3-1)式の右辺第2

項における係数 αは若林・南式によるアーチ機椛の無次元化最大せん断力((2-20式にお

いて、 .n=O.5および.b.=1とした場合)に相当し、係数 7tまO三五.n;::; O. 5 (この場合、 .n=n+

2<1>)の範聞における1Il¥次元化せん断力を与える。したがって、提案式は軸力比が n>0.5 

-2申の範囲で(2-34)式と一致し、若林・南式における最大せん断力を与えることになり、

neOト2φ の範囲では若林 ・再司式におけるアーチ機構の軸力効果に近い効果を係数 γによ

って考慮している。

提案式(実線)と、若林 ・南式(点線)および曲げ強度式(一点鎖線)の関係を n- 0 

組側曲線上で比較したものを図3.2に示す。同図においても図3.1と問機に、健案式はい、

1V，および 2 ・ W ，の場合について示している。また、図中の破 ff~ はも是 2程式による熊次元化せ
ん断強度;Q， (= Q，/(b'O'F，))の上限値を示す。
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強度に比して小さくなる。しかしながら、提案式では前述したように、アーチ機構におい

てのみ係数7によって主筋の降伏を間接的に考虐するが、はり機締にお いては主筋の強度

を無限大と仮定することによって、曲げ強度を上回るせん断強度の算定を可能にしている。

すなわち、提案式ではせん断補強筋の増加に伴うせん断力の増分Q"(せん断備強筋の負

担せん断力 Q，-r・b'D.Fc) が、主筋の降伏強度および軸力比に拘らず次式で与えられる。

Q，，=(d，-2・α)W .b. D'Fc • • •••• •••••• ・・・・・・ ・・・・・ーー (3-4) 

また、提案式の車18カの効果は、アーチ機微における軸力とせん断力の相関曲線を考践し

たものであり、実用的な車由力範聞で、若林・南式に対してより近い値を与えることを意図

したものである。したがって、従来のコンクリー ト基 ・規織におけるせん断強度式に適用

されていることが多い斜張力強度の慨念とは根本的に異なるので、斜張力破主主によって耐

力が決定される部材、すなわち、無備強あるいは補強筋還の少ない梁部材等に対する縫祭

式のせん断耐力予測精度は低下するであろう。しかしながら、この問題に関しては、実設

計で対象となる部材ではせん断補強筋がある程度配筋されていること、および後述の3.4 

3節で示しめすように提案式iこ対 して最少せん断補強筋比の綴定を設けることによって解

決できょう。

1.5 

n 提案式
1/1=0 

LJzゐ
012φ卜¥¥|
1.0 

/ て|。5

。ヤ乏Jメ，
ー コ7R qsの上線組

-2φ ーーー し--J q 
(d， -2a) IJ!， 

-0.5 0 
O. J 0.2 0.3 0.4 

図3.2 各式の n-q相関曲線による比較
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3. 3. せん断強度式の強度特性に及lます主要構成因子の影間

提案式の強度特性に対して部材の主要構成因子が及ぼす影響を、無次元化せん断力 qと

せん断補強筋係量uの関係によって検討したものを図3.3に示す。 同図は引張主筋係数φ
=0. 1および主筋間隔比d，=0.18の断面を有する部材を対象に箔かれており、 (a)は総力比を

n=O. 3と固定し‘柱長さ比を変数として、 (b)は住長さ比を η=2と固定し、軸力比を変数と

してそれぞれ表現している。図中の実線、一点鎖線および点線は、それぞれ提案式、はり

機構の負担せん断力む、およびせん断補強筋の負担せん断力Q"((3-4)式)を表わしてい

る。また、 ・印はQ，の上限値を示すo なお、図中のQ.、Q"およびQ，の上限値についても、

b・D.P cで除した無次元軍で示している。

提案式は、せん断補強筋係数曹の増加にf半いはり機構の負担せん断力は増加するが、ア

ーチ機構の負担せん断力が減少するところに特徴がある。これは官が増加することにより、

はり機構において111に釣合うために必要なコンクリー 卜斜め圧縮東の幅が増加し、その分

だけアーチ機構に寄与するコンヲり ト幅が減少するためである。また、はり機構におい

てコンテリ ト斜め圧縮来材の角度を若林・南理論に基づき 45に固定しているため、せ

ん断補強筋の負担せん断力が古典トラス理論によるものと等しいと解釈しがちである。し

かし、実際にははり機構の負担せん断力Q.(一点鎖線)が古典トラス理論によるものと等

しいのであり、せん断補強筋による負担せん断力Q"(点線)はそれらよりも少ない。 さ

りに、 Q"と曹の関係には(3-4)式で示されるように、柱長さ比qによって決定される係数

αが関与しており、 図3.3 (a)に示すように、 Q"は柱長さ比が小さくなるほど減少する。

すなわち、提案式によれば、住長さ比が小さな部材ほどせん臨Fi補強効果が低下することに
なる。

また、図3.3 (b)に示すように、縫案王えでは同ーの111に対して、紬力の大きさに拘らずは

り機嫌もしくはせん断補強筋の負担せん断力が一定値を採るが、アーチ機術の負担せん断

力 li 、 n~玉 O. 5-2φ の範囲で軸力が大きくなるほど地加する。すなわち、前述したように
提案式の軸力の効果はア ーチ機構において考慮されており、作用車山カが大きな部材ほどせ

ん匝rr強度が増加するという実験事実をせん断強度式に反映している。

図3.4は提案式と、若林・南式および曲げ強度式との関係を q-官「関係によって比較した

ものである。岡図も図3・3と同級にφ=0.1およびd，=0.78の部材を解析対象としており、

(a)lin=O・3と固定し ηを変数として、 (b)はη=2と固定 しnを変数としてそれぞれ描かれて

いる。図中の実線、一点鎖線および点線は、それぞれ提案式、若林 ・南式および曲げ強度

式を示し、 0印{式提案式によるせん断強度と曲げ強度が等しくなる点を示している。また、

図3.51~ は提案式、若林 雨式および的げ強皮式の!関珂係を Q-叶叫φ引!鵬話
?一を不札している。同図は 111=0.1 ド 2およびd，=0. 78の部材に対して、 n=OおよびO.3の場合

比ついて示しており、各式の表示方法は図3.4と同じとした。
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q 提案式

0.3 
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0.1 

o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 
(a) n = 0.3 : η=  1.5， 2， 3， -1 

0.4 

q 提案式

0.3 

. 
.' ・・ー・・・ ー・・・

0.2 

0.1 

fJI 

o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 
(b) η=2 : n=O， 0.1， 0.2， 0.3 

図3.3 提案式における各妖抗機構の負担せん断力



0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

v 
o 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 

(a) η= 0.3 : η= 1.5， 2， 3， 4 

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

o 0.1 0.2 0.3 0.4 
(b) η=2 : n=O， 0.1， 0.2， 0.3 

図3.4 各式の q-41曲線による比較
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若林 ・南式は Q-1V曲線上で表現した場合、1vの地加に伴ってせん断力が増加する領域

と、曹の値に拘らずせん断力が一定値を採る領域に二分される。理論上、前者は主五五が未

降伏でせん断補強筋が降伏している領域であり、後者はせん断補強筋が未降伏で主筋が降

伏している領綾を表わ して いる。 本主主で提案するせん断設計式((3-1)式)は前者に相当

するものであり、後者に対しては曲げ強度式が適用される。すなわち、部材の終局せん断

強度Q，は、提案式による計算{直Q，と曲げ強度式による計算値Q，によって次式で与えられる。

Q， = min (Q，. Q，) ・・・・・ ・・ ・ ・・・ ・・・・・・・・・・ ・・・・ (3-5) 

また、若林・南式は qーφ曲線上で表現した場合にも、 φの増加に伴ってせん断力が増

加する領域と 、φの値に拘 らずせん断力が一定値を採る領域に二分される。この場合には、

前者が主筋降伏領J或であり、後者がせん断補強筋降伏領域とな る。 したがって、提案式は

後者lこ対して適用され、前者に対しては幽If強度式によって評価されることになる。

図3.4および図3.5に示すように、(3-5)式で与えられるせん断強度れは若林・南式によ

るものよりも常に大きな値となる。その度合は柱長さ比が小さくなるほど、かっ紬力比が

大きくなるほど増加する傾向にある。また、実設計において主筋の降伏応力皮に対するコ

ンクリート圧縮強度の比率FcIσytJiO. 1程度の値を採ると考えると、配筋可能なφの値は

0.4 

0.3 

0.2 

0.1 

。

q 

提案式

0.1 

幽(f:強度式

η=2 

1/1 = O. 1 

:ベ
，戸-

n =0 
n =0. 3 o 
0.2 0.3 

図3.5 各式の Q-<I>曲線による比較
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O. 15程度以下となろう。そのような部材に対してはφが増加するほど、 Oul;;若林 ・南式に

よるせん断強度算定値に比して大きなる傾向がある。

なお、むと若林 ・南式によるせん断強度の差が顕著に現われる のは、幽げ強度式で耐力

がj決定される領域であり、提案式で耐力が決定される領援ではその差は少な l'0 したがっ

て、せん断破詰きした部材に対しては(3-5)式は若林 南式と間程度の耐力予測精度を有す

るものと考えられる。

3.4. せん断強度式の耐力予測精度

ここでは、せん断強度提案式のせん断耐力予測精度を2.7節で示した検証用データ 180体

を用いて検証する。特に、高強度せんl析!r1i強筋を使用した部材および斜張力破敏mが先行

した部材に対する妥当性を検討し、提案式の適用限界を明EiIiにする。

3. 4. 1. 降伏強度が6000kgf/cm'未満のせん断補強筋を使用した部材に対する予測精度

図3.6および表3.1 に σwyく6000kgf/cm'の検証用データ 72体に対する提案式のせん断耐

力予測精度の検証結果を示す。縦割lおよび横紬は、実験値Q..，およびせん断強度計算値れ

をそれぞれ幽げ強度計算値Q，で除した値であるQ量調，/Q，およひ(Qs!Q，を表わしている。

同図においてれ/Q，~ 1. 0およびれ/Q，くl.0の領域は、計算上、それぞれ曲げ強度式およ

びせん断強度式で部材の強度が決定される場合である。したがって、全データに対する耐

力予測精度のみならず、これらの領岐における予測精度を個別に検証することによって、

せん断強度式の持つ曲げ破様データとせん断破機データの判別能力を判定することができ

る。また、 O，/Q，<1.0かつQ，異，/Q，< l. 0の領域に属するデータはせん断破取によって強

度が決定したデータと考えられ、これらのデータに対する予測精度はせん断強度式そのも

のの良否を判定する上で重要である。以後、 Q ， /Q ， ~1.0およびQ s! Q ， く1. 0の領域をそれぞ

れ曲げ破犠領域およびせん断破波領域と呼ぴ、 O，/Q，く1.0かつも，，/0，<1.0の傾岐に属す

るデータをせん断破峻データと呼称する。

計算備に対する実験値の比率の平均値μおよび変動係数 νは、全検証期デ-:;72体に対

してμ，l. 08およびν=9.6%であり、その内訳はせん断磁波領域に属するデータ 18休に対し

住) 本論文では「斜張力自主壊」を、斜狼力ひび割れが発生した後、 トラス的なせん断js:

抗機構が形成される以前に耐力劣化を生じ、結果として斜張力ひび制れ強度によって

却材強度が決定される破滋と定義する。



1.5 

1.0 

0.5 

3.0 

図3.6 0.../0，-0./0，関係 (σWy < 6000 kg f /cm ') 

表3.1 σWy< 6000kgf/cm'のデータ に対する検証結果

梁および柱
検証書j象データ 数 平均値 変動係数

せん断破嬢データ 14 O. 99 15. 5 % 

全 体 72 1. 08 9. 6 % 

せん断破壊領域 18 1. 04 15. 7 % 

曲げ般滋領域 54 1. 10 6. 1 % 

てμ=1.04およびν=15. 7%、および曲げ破媛領域に属するデータ 54体に対してμ=1. 10:およ

びν=6.1%である。また、せん断破壊デ-:Y14体についてはμ=0.99およびν=15. 5%である。

せん断破壊領域に属するデー夕、あるいはせん断破媛データに対しては、予測精度のば

りつきが曲げ破壊領j或に属するデータに対するものに比して若干大きくなっており、しか

もQ..，/Q，<O.8となるデータが2体(・印)ある。しかし、これらのデータは若林・南式

においてもQ，../Q.く0・85となったデータであり、何れもせん断7i1i強筋係数が¥If~ 0.03と比
較的せん断補強筋1l'lの少ない梁部材のもので、斜5&カ磁場が先行したデータと考えられるの

したがって、これらのデータを除けば、提案式の耐力子ff['J狩H立は良好であり、 l降伏強度がM

6000kgf/cm'未満のせん断制強筋を使用した部材に対する実用せん断強度式として十分適

用可能である。
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降伏強度が6000kgf/cm'以上のせん断補強筋を使用した部材に対する予測精度

図3.7に降伏強度が6000kgf!cm'以上のデータに対する提案式のせん断耐力予測精度の検

証結果を梁および柱部材別に示す。図中の表示方法は図3.6と同じとした。また、表3.Z'こ

は検証結果を示している。

梁データに対する縫案式の耐力予測精度は、全データ 35体lこ対して、平均値μ=0.91およ

び変動係数 ν=15.Z耳、せん断破嬢データ 22体に対して μ=0.87および ν=13. 4 %と、何れの

場合でも実験データに対しでかなり危険組IJの評価を与える結果となっている。

柱データに対する提案式の耐力予測精度は、全データ 73体に対してμ=1.02およびν=1

5.4%であり、せん断破壊デ-:;36体に対しては μ=0.99およびν=19.5%であった。予測値

の平均値だけを見ると 、良好な値を示しているが、そのばらつきは大きい。

ここで、高強度せん断嫡強筋を用いた鉄筋コンデリート部材に対する提案式のせん断耐
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表3.2 0削孟 600Okgt!cm'のデータに対する検証結果

梁 柱
検証対象データ 数 平均値変動係数 数 平均値 変動係数

せん断破犠データ 22 o. 87 13. 4 % 36 O. 99 19. 5 % 

全 体 35 O. 91 15. 2 % 73 1. 02 15. 4 % 

せん断破壊領域 23 O. 88 13. 9 % 36 O. 99 19. 5 % 

的げ破壊領i議 12 O. 98 J 5. 4 % 37 1. 06 9. 9 % 

カ予揖IJf青皮に及lii'す部材の主要構成因子の彫響を検討する。検討対象とした因子は、せん

断補強筋の降伏の有無、コンクリ ー ト強度、主筋の降伏の有無、柱長吉比、および紬力比

の5種類であり、検討結果は q-1jf関係を用いて図3.8-図3.10に示している。図中のく〉、

.およびO印は、それぞれ主筋が降伏したデー夕、せん断補強筋が降伏したデー夕、およ

び主筋とせん断続強筋が共に来降伏のデータを表わす。また、図中の>A線および点線は、

それぞれ提案式および曲げ強度式を表わす。なお、同図には比較のため、若林・南式によ

る計算結果も一点鎖線で示している。

I)コンウリ ト強度

図3.8にコンクリート強度を変数とした梁の実験 [11‘】から得ら れた実験データを示す。

なお、これらの実験データは高強度主筋(8140kgf!cm')を併用したものである。

提案式および若林・南式では、コンクリート強度が Fc=360kgf/cm'程度のデータに対し

てはせん断補強筋が降伏したデータとのi迎合性が良好であり実験結果をよく説明できてい

るが、 F，=570 kgf/cm'程度のデータに対してはせん断補強筋が降伏したデータでも若干過

大評価となっている。一方、提案式ではコンクリート強度に拘らず、せん断補強筋が未降

伏のデータ Iこ対する耐力予測精度が過大となっており、 lVが大きいほど実験値とJ1.J1論値の

差は大き L、。また、若林・南式でもせん断祈l強筋が来降伏のデータに対する予測精度は過

大となっているが、その度合はもm~程式に比して小さい。

なお、両式共にコンヲリート強皮が大きなデータほど、せん匝rr愉強筋が未降伏のデータ

に対する予iJliUi'J皮が向上する傾向にある。この理由は、コンクリート圧紛束材の強度を高

めることによって、多量で高強度の主筋とせん曲折制l強筋を併用した部材でも、終局強度目寺

において、理論で仮定しているものに近いせん断抵抗機椛が形成されるためであると考え

られる。
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U)主筋の降伏および柱長さ比

図3.9'こ文献[112]に示されている鉄筋コンデリ ート 梁に関する実験ゾリーズNo.1-No. 3 

のデータを示す。この実験l己用いた試験体は、コンデリート強度がFc=281-324kgf/cm'、

引E長主筋比がれ=3.2%、および主筋の降伏応力度がay=3499-3750kgf/cm'の梁部材である。

このような高主筋量の部材に対しでも、柱長さ比が η=3および4のデータに見られるよ

っに、主筋の降伏を伴えば、曹の値が大きい場合でも、提案式および若林・南式によって

耐力を適切に評価できることが示される。

一方、市 =1のデータに見られるように、主筋が来降伏の場合には、せん断市I強筋の降伏

の有無が耐力予測精度に及ぼす影響は大き L、。健案式では、せん断術強筋が降伏している

データに対する予測精度は良好であるが、来降伏のデータに対しては過大評価となってい

る。若林・南式では、せん断補強筋の降伏の如何に拘らず予測精度は良好であるが、せん

断補強筋が未|降伏のデータでは主筋も来降伏であり、理論に反する結果とな っている。

なお、せん断縞強筋の降伏しているデータにおいて、柱長さ比が両式の耐力予測精度に

及ぼす影響はあまり顕著には認められない。

Ill)紬力比

図3.10 Iζ 軸力比を実験変数とした柱の実験 111;o)から得られた実験データを示す。なお、

このデータもせん断磁場先行型とするため高強度主筋(8790kgf/cm')を使用している。

軸力比が提案式および若林 ・南式のせん断耐力予測精度に及ぼす影響は大き L、。せん断

補強筋の降伏が確認されたデータにおいて、斜張力破犠が先行したと考えられる軸応力皮

がa.=3kgf/cm'で、かっ1jr=0.029のデータ l体を除いては、 σ <三144kgf/cm'の場合にお

ける両式の耐力予測精度は良好である。したがって、軸力比がn~0.4程度の範囲では、高

強度せん断補強筋を用いた鉄筋コンクリート部材に対 しても筒式によってせん断耐力を適

切に評価できているものと考えられる。それに対 して、車由応力度がσ。=216kgf/cm'と高圧

縮カを受ける部材の場合には、両式による計算値が実験値をかなり ii!!J.小評価する結果とな

っている。また、せん臨Frlm強筋が来降伏のデータにまJしては、車出力比に拘らず両式がi@大

評価となる傾向がある。

以上示したように、提案式の高強度せん断補強筋を用いた鉄筋コン クリート部材に対す

るせん断耐力予測精度は、必ずしも良好とは言い難いが、迎合制度の惑いデ タに対しで

も、その理由あるいは傾向を適切に犯慢することができる。なお、提案式は若林 ・南垣!論

に蕊づいて情築されたせん断強度式であり、上記の検討結果からも明らかなように、鑓案

式の耐カ予測精度に関わる基本的な問題点は、若林・南式においても存在する。したがっ

て、本来なら、若林 ・南式に対しでもそれらの問題点あるいは適用範闘を明確にすべきで

あるが、本主主では、実用的なせん臨Fr強!.fO?:定式の縫案に問勉を限定して、 m~式のみにつ



0-' 

0oa43トIq 見・360柑II='/-]
0.< q 

Fc.Zl0咽栴，.， 九.570.;1，曲'"

0.3 

。
0.2 /。 。 0.2 0.2 。。
・，. . 

o.JV 0.1 0.1 . . 
.:<<"".MIIEMtx 

v Q;1t正，EfMagま"" v 
。0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 。 O. f 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 。 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 

図3.8 コンクリー卜強度の影響 (文献 [114])

勿 2パ ーパ
。4

'7 ~ 4 

。3 0.3 

or j
 

2 ト ~Aどをと =~d 0'1...~ .. 6 
QJ~ 1 0吋/ I 0.' 

O:_r・g・t定
.:a必'"・o'!s竃"

fII 1 1 fIIl 1 0'.んIJfllllli.変If" fII 
o 0.1 0，2 0.3 0.4 0.5 0.6 0 0.1 0.2 0.3 0，4 0.5 0.6 0 0.1 0，2 0.3 0.4 0.5 0.6 

1ii13. 9 主筋の降伏および柱長さ比の影響 (文献 [112])

0.1 

o O. t 0.2 0.3 0，4 0 0.1 0.2 0.3 0.4 0 0.' 0.2 0.3 0.4 

図3.10 軸力比の影響 〈文献 1120)) 



いて以後の議論を進めることにする。以下に、上記の検討から得られた提案式の主要な問

題点を列挙する。

(1) 提案式では、せん断備強筋の降伏、あるいは主筋の材端降伏に伴うコンクリートと

の付着力の上限強度歪IJi童のどちらか一方と、コンクリート斜め圧縮束材の降伏(圧縮

強度到達〉が同時に生じる破簸モードを想定している。したがって、鋼材が未|降伏で、

コンクリート圧縮東材の降伏が先行する、いわゆる圧縮破境系のモ ドを考慮してい

ない。

(2) 提案式では、コンクリートのせん断抵抗機構としてアーチ機構を考えており、終局

状態においてはコンクリート斜め圧縮束材の降伏を想定している。したがって、コン

クリートの引張強度が主要因となる斜張力破場系のモードを考慮していない。

(3) 提案式ではコンクリート有効圧縮強度係数を1.0としているが、本来、この係数は、

コンクリート強度、執力比および俄拘束量等の因子によって設定されるべきである。

また、各抵抗機構で仮定されているコンクリート圧縮東材の角度に関しでも議論のある

ところであろう。しかし、せん断補強筋の降伏が確認された部材に対する耐力予測精度の

良好さを考倍すれば、作用車由力に応じて変化するアーチ機構の角度と、 45.で与えられる

はり機構の角度で概ね評価できているものと考られる。さらに、本意では検討対象外とし

たが、付着破犠を伴う部材iこ対しでも是案式を適用する場合には、主筋とコンクリートの付

着力の上限値を設定する必要があろう。この問題については第 4章で検討する。

なお、上記の問題点が生じるケースは、せん断補強筋量が極めて少ない梁のような斜張

力磁波が先行する部材、あるいは、高純力下または高強度で多量の鋼材を有する部材とい

った特殊な条件下で多い。したがって、通常の設計で対象とすることが多い主筋がSD35程

度で、コンクリ ート強度がF，=210--420kgf/cm'、せん断繍強筋係数が¥jI"~ 0.03、および軸

力比がn~0.4の条件を満足するものであれば、高強度せん断補強筋を使用した部材に対し

でも、提案式によって終局せん断強度を適切に静価できる。

3.4.3. 適用範囲外の部材に対する適用条件

3. 4. 1および3.4. 2節に示した検証結果でl切らかにしたように、提案式では、斜強力破犠

系あるいは圧縮破峨l系の破壊モードが先行する宮j¥材は適用範囲外となる。しかし、実用設

計式としては、いかなる破峻モードの部材にませしても迎用可能なものが望ましい。特に、

近年、その需要が高まってきている高強度せん断綜1強筋を用いた部材に対して適用できる



式であることが肝要である。

そこで、本章では便宜的ではあるが、圧縮破場および斜張力破接が先行する部材に対し

て、それぞれ制限値を設けることによって慢案式の耐力予測精度の向上を計る。すなわち、

圧縮破媛系に対しては、せん断精強筋強度の上限値を

σWy  ~玉 400v'F c • ••• • • • • •••••• • • • • • .・・ ・・・・・・ ・・・・・ ( 3-6) 

と制限し、斜張力破壊系に対しては、せん断liIH虫筋比の下限{砲を次式で規定する。

Pw主主 pwmtn ・・ ・ ・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・・・・・ ・・・・ (3-7 ) 

ここに、 pwmin=0.03・Fc!σWV 孟 0.03v'Fc!400

(3-6)式の根拠は以下のような理由による。 すなわち、圧縮破壊系の部材では、はり機

構においてせん断補強筋もしくは主筋が降伏する以前にコンクリート圧縮東材が圧法する

ことによって終局強度に達するものと考えられる。したがって、終局強度時におけるせん

断補強筋の実応力皮は、コンクリートの圧縮強度に関係するものと惟察される。そこで、

3.4. 2節の J)-mlで示したデータの中でせん断橋強筋および主筋共に未降伏のデー夕刊

体について、せん断補強筋の実応力度σwを提案式 ((3-1)式)に基づいて(3-8)式より算

定し、さもに図3.IIに示すように、それらの応力皮と降伏応力度をコンクリート強度で基

準化することによって護理した。
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iQ..，/(b.D.F')-71.F， 

(d ，-2α) .p" 
(3-8) 

図3.11の縦軸および横軸は、実応力度および降伏応力皮を、それぞれ、/fcで除した伎で

ある σ，，;..!F，および Uwv!.../F，を表わす。 図に示されるように、 (3-8)式から求められる

実応力度の健は若干ぱらついているものの、 σwv/.../F cの値に拘らず 200.../F ， ~600.../F ，の

範囲にある。 そこで、せん断補強筋強度の上限値として、平均的な値でかつ σWY< 6000 

kgf/cm'のデータおよびせん断楠強筋が降伏したデータ に対する検証結果に影響が少ない

と考えられる 400.../F，を採用した。

また、 (3-7)式は 3.4. jおよび3ι2節の検証結果において、提案式のせん断耐カ予測精

度がQ..，/Q，<O. 8となるデータが全てせん断補強筋係数が暫 くO.03の梁であったことに加

え、図3.12'こ示すQ，.，/Q，-W関係による検証結果を参考に決定した。図3.12は(3-6)式を

考慮した提案式の全検証用データに対する検証結果のうち、せん断破担軽データ 78体につい

て仏昆，/Q，-W関係を純力比月IJに務理したものである。 なお、図中の・印はWくO.03とな
るデータを表わしている。

軸力比がn~玉 1/6の場合には、 W く O. 03となるデ-7に対する縫案式の耐力予測精度がW
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;;: 0.03となるデータに対するものよりも明かに低下する傾向が認められ、 官=0.03程度を

境に部材の破壊形式が異なるものと推察される。一方、1j[< O. 03となるデータでも、軸力

比が増加するに従って実験値が計算値を上回る傾向にあるが、これは斜張力ひび害IJれ強度

自体が高圧縮紬力の彫響で、も是案式で仮定している抵抗機惰(はり機嫌とアーチ機構)に

よる強度を上回ったためと考えられる。したがって、高軸力、特にn>1/3の軌力を受ける

佳に対しては安全側の評価となるが、斜張力破履を防止する目的でせん断補強筋係数の下

限値を0.03とし、 (3-7)式を得た。

図3.13に(3-6)式および(3-7)式の制限を加えた場合の提案式の全検証用データに対する

耐力予測精度を、梁および柱部材別にQ，.，/Q，-Q，/Q，関係によって示す。 図中の表示方法

は、図3.6と同じとした。また、表3.3に検証結果を示している。

鑓案式の耐力予測精度の平均値は、梁および柱データ共に、全データおよびせん断破嬢

領域Iこ属するデータに対してμ=1. 1程度であり、かっ、変動係数が13%程度とぱらつきも非

常に少なL、。また、せん断破犠領域および曲げ破桜領域のそれぞれに属するデータに対す

る検証結果においても μ=1. 1程度、かっ ν=13%程度であり、も是案式によってせん断自主主車デ

ータと曲げ破線データを適切に判]JIJできている。

このように縫案式は、せん断術強筋強度の上限値として (3-6)式を、また.せん断補強筋

量の下限値として (3-7)式をそれぞれ設けることによって、 適用範囲外の部材に対しでも

その耐力予測精度を改善することができ、高強度せん断補強筋を用いた部材も含めて鉄筋

コンタリ ート部材の実用せん断強度式と して十分適用できる。

なお、せん断破滋テ -:168体についてQ，.，<</>， .Q，の確率が5%となる場合の強度低減

係数r/!，を求めるとφ，=0.87となる。 したがって、提案式を用いる場合の強度低減係数と

しては、 O.9程度の値が考えられる。

U. せん断強度式の耐力予測精度に及ぼす主要構成因子の影響

3.4節では提案式の持つ全体的なせん断耐力予測精度を検証したが、ここではさ らに、

部材の主姿椛成因子が予測精度に及ぼす影響について考察する。

前述のせん断自主域データ 68(.本に対して、せん断耐力予illiJflJ皮 Q..p/Q，と、せん断補強霊

P.・σ川、せん断補強筋強度a..，、コンクリート強度 tc、軸力比 n、柱長さ比 qおよび引

lli主筋比 p，の関係を調べたものを図 3.14 の (a)~ (f) 1こ示す。なお、図中の実線は最小自

乗法によって求めた回帰曲線を示している。

Q，‘，/Q， -P..・σ削関係では、 pw田 σw，の値がi骨加するに従って Q"，/Q，の値は1.0に漸近

し、かっ、ぱらつきも減少しており、せん断耐力予測粉皮が向上する傾向にあることが認

められる。 この理由としては、 (3-6)式によってせん断補強筋強度の制限値を設けたこと
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表3.3 全検証用データに対する検証結果 [ (3 -6)式、 (3-7)式考慮]

梁 柱
検証対象データ 数 平向値 変動係数 数 平均値変動係数

せん断破壊データ 31 1. 08 12. 4 % 37 1. 13 13. 8 % 

全 体 41 1. 09 13.3 % 116 1. 10 9. 2 % 

せん断破場領域 35 1. 10 13. 2 % 41 J. 13 13. 1 % 

幽げ破壊領i或 6 1. 03 13.1 % 75 1. 09 5. 5 % 
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図3.14 せん断耐力予測精度に及ぼす主要構成因子の影響

により、 P.・σ川のf直が比較的大きな部材に対して恥j力予測精度が向上したことが挙げら

れよう。 一方、 p.・σ川三三25kgf/cm'の範四では提案式が実数データに対して1.2程度の安

全率を有しているが、予測精度のばらつきは大き L、。 これについては、 pw ・ σwy~ 25kgfl 

cm
2
の領域に属するデータの中に 3.4. 2節で示した申111カ比がn>0.7となるもの (120]が4体

含まれており、それらに対する予illt.附j皮が過大となったことによる影響が大きい。

Q.../Q， -a wy関係にお いては、せん断制j~主筋強!J[の大きさに j句らず Q . ，，/Q，の平均値は

1. 1 程度となっており、 (3-6)式の制|壌を設けることによって、提案式の iðH カ予 ~llJ :tI1皮がせ
ん断愉強筋強度にほとんど影響を受けなくなったことが示される。

Q.，，!Q，一九関係については、 Qε，./Q，の平均値が Fc.200kgf!cm'程度の部材に対しては
1.2程度であるが、 Fc.600kgf!cm'程度の部材では 1.0程度とな っており 、コ ンヲリート強
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度がt盟加するに従って、 m案式による予測値が実験値に対して安全側から危険由IJの評価へ
と移行する傾向が認められる。この原因のーっとして、提案式でははり機権およびアーチ

機績ともに斜め圧縮東材のコンクリートを悶I1塑性材料とし、かっその有効強度係数を νC

:). 0と仮定していることが挙げられよう。 すなわち、 Fc=200kgf/cm'程度のコンクリート

の場合には、その応力一ひずみ関係において、最大強度時以前の形状が放物線に近いもの

であること 、 最大強度時のひずみが ε。=0.002程度と比較的小さな値であること、さらに

は、せん断補強筋による陶東効果によって綾大強度時以降、の強度低下が少なくなること、

などを考慮すると、巨視的にはコンクリートを岡I1塑性材料とする提案式の仮定は妥当なも

のであると考えられる。しかし、コンクリ ート 強度が増加するに従って最大強度時以前の

応力一ひずみ関係の形状が放物線から三角形に変移し.ε 。も増加することに加えて、履大

強度時以降の強度劣化も大きくなる傾向があるため、コンタリートを岡IJ塑性材料とみなす

仮定の妥当性が苦手れ、結果として、提案式による予測値が危険側の評価を与えるものと考

えられる。したがって、 Fc~600kgf!cm'の部材に対してはQ"，/Q，く1.0となることが予想

され、超高強度コンデ リートを使用した部材に対して提案式を適用する場合にはし O未満

のコンデリート有効強度係数を考~する必要があろう。

Q，，，/Q，-n関係については、車由カ比が精力目するほど疑案式による計算億が実験値に対し

て安全側の評価を与える傾向がある。これについては、軸圧縮力の増加によって、①せん

断補強筋による拘束効果が地大したことや、② Colli ns等 H引が指摘しているように、圧

縮ストラプトと直交する方向の引張ひずみが減少する 乙とによ ってストラ y トの圧縮強度

の低下が少なくなっ たこと、などがせん断耐力の上昇に寄与したものと推察でき、提案式

では考虚しにくい妥因による影響が大きいものと考えられる。なお、 n>0.5のデータを除
けば、図中の一点鎖線で示すように耐力予測精度に及ぼす勅力比の影響はさほど大きくは

なく、提案式においてn豆O.5-2φ の範図で軸カの影響を考厳している効果が現われている

とも言えよう。

Q"，/Q，-1/関係においては、柱長さ比のせん断耐力予測精度に及ぼす影響は大きく.甲

が増加するほど提案式による予測値が安全仰!の評価となっている。 また、 Q，，，/Qs-P，関

係からは引張主筋比の増加に{半って、若干ではあるが予測値が危険仰lに移行する傾向が認

められる。これらについては、 η=2程度で、かっ、 p，が大きな部材の湯合に提案式が原式

(若林 ・南式)に比してアーチ機術の負担せん断力をIEl大に評価する傾向があり 、そのよ

うな部材に対して若林 南式によるせん断耐力予測粉皮が良好な場合でも、提察式による

子前l値が過大評価となることが多いことが原因のーっと して挙げ られる。

以上示したように、提案式のせん断耐力予測粉皮はせん断補強盤、コ ンクリート強度、

性長さ比および引~.&主筋比などの因子に影響を受けるが、せん臨rr 制j~虫筋強度の影響はほ と
んど受けない。また、制lカ比に関しては、 n;;玉O.5であれば耐力予測精度に及ぼす影響は少

ないと考えられる。
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3.6. 既往のせん断強度式との比較

1. 2. 2節で紹介した日本および諸外国のコンクリート規・基準におけるせん断強度式の中

から鐙性理論に基づいて構築された理論式と提案式を q一軍関係によって比絞したものを

図3.15に示す。比較に用いたせん断強度式は学会指針式 (A法および B法)r‘人 CE B式

(H Iおよび CSA式 H什の4式である。同図は従長さ比 T/=2. 5、主筋間隔比d，=0. 8および

引張主筋係敬φ=0.1の部材に対して、熊次元化申IU力が n=OおよびO.3の場合について検討

している。また、 A法におけるコンクリート有効強度係数、および CE B式におけるコン

クリートの負担せん断力はそれぞれに=300kgf/cm'として計算し、 CSA式における材輸

方向のひずみは ε，=0.001とした。 なお、 CE B式および CS A式ではコンクリー卜斜め
圧縮東材の角度。が最小値を採る場合、すなわち、せん断補強筋量が最少となる場合につ

いて示している。

提案式、 A法および B法では、せん断抵抗機構としてトラス織楠(はり機構)とアーチ

機械の2種類を考慮している。一方、 CE B式および CSA式で考慮しているせん断抵抗

機構は、基本的にはトラス機構のみであるが、 CE B式l己関しては習が小さな領域でコン

7リートの負担せん断力も経験的な手法で考慮している。また、提案式および日法ではト

ラス機構における斜材の角度を45と固定しているため、 qと1jfの悶には線形比例関係、が

ある。それに対して、 A法、 CE B式およびCS A式ではVが}曽加するに従ってトラス機

構の斜材の角度が下限値から45・まで上告加するため、 qの培加率は低下する。 なお、これ
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ら5式の中で、軸カの効果を考慮しているのは提案式のみである。

図3.15に示すように、各式によるせん断強度とせん断補強筋係数の関係はかなり異なる。

伺ーのせん断補強筋係数に対して与えられる各式によるせん断強度を比較すると、以下の

傾向が認められる。すなわち、軸カの大きさに拘らず、 CE B式およびCSA式による計

算値がA法および B法によるものよりもかなり低い。 提案式は他の 4式に対して、 n=Oの

場合に中間値を与え、 n=O.3の場合には最高値を与える。

図3.1 &および表3.4は、提案式と既往のせん断強度式の耐力予測精度を比較したもので

ある。 比較対象としたせん断強度式は上述の 4式に加え、修正荒川mean式 r'J、A C r式

(55)およびNZ式何引の計 7式とした。 なお、図3.16は検証用データ 180体に対する各式

のせん断耐力予測精度をQ"，/Q，-Q，/Q，関係によって示したものであり、図中の表示方法

l;t図3.6と同じとした。 また、表3.4には全検証用データとせん断破壊データ (Q.，，/Q，く

1.0、かっ、 Q，/Q，< 1. 0) のそれぞれに対する検証結果を示している。

鍵案式では、 3.4. 3節でも示したように、耐力予測精度の平均値が全データおよびせん

断破境データに対して共に μ=1. 1程度であり、かっ、変動係数が13%程度とぱらつきも非

常に少なL、。学会指針式日法でも、提案式と比較して耐力予測精度のばらつきが若干大き

いものの、会データおよびせん断破犠データに対して予測精度の平均値が共に 1.1程度と

良好な1直を示している。学会指針式A法および修正荒川mean式では共に、全データに対し

てμ=1.17、およびせん断破壊データに対して μ=1. 24となっており、 計算値が実験僚に

表3.4 既往のせん断強度式の耐力予測精度の比較

せん断破損データ 全検証用データ
せん断強度式 数 平均値 変動係数 数 平均値変動係数

提案式 &8 1. 11 13. 3 % 157 1. 10 10. 4 % 

学会指針式 :A法 82 1. 24 19. 1 % 180 1. 17 15. 9 % 

学会指針式 B法 77 1. 10 15. 7 % 180 1. 10 11. 9 % 

修正荒川mean式 81 1. 24 14. 9 % 180 1. 17 13. 4 % 

ACl式 86 1. 69 22. 8 % 177 1. 45 Z 7. 1 % 

NZ式 81 1. 11 14. 2 % 180 1. 13 16.0 % 

C E B式 81 1. 52 35. 8 % i80 1. 34 33.0 % 

CSA式 82 1. 60 30. 8 % 180 1. 40 33. 1 % 
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対して若干安全JlIIJの評価となっている。また、予測精度のばらつきに関しては、修正荒川

IDean式が学会指針A法に比して全データおよびせん断磁壊データ共に若干少ない結果とな

勺ている。

諸外国のせん断強度式について見ると、 NZ式が全データに対してμ=1. 13およびν=1

6.0%、せん断破壊データに対して μ=1. 11および ν=14. 2%と4式の中で最も良好であるが、

健案式に比較して全データに対する予測精度のばらつきが若干大きい。一方、 ACI式に

関しては、全てのデータに対して実験値が計算値を上回っており、 1.5倍程度の安全率を

有する式となっているが、予測精度のばらつきは大きい。また、 CE s式およびCS A式

でも全データおよびせん断破填データ共に耐力予測精度の平均値がμ=1.5程度になってい

るが、変動係数が30%以上の{直を示しており、ぱらつきが極めて大きい。

日本および諸外国のコンクリート規・基準に示されているせん断強度式の中から代表的

な7式についてその精度の検証を行なったが、各式共に検証用データに対する耐力予測精

度の平均値は1.0以上となっている。 特に、学会指針式A法および日法、修正荒川mean式

およびNZ式では実験値との適合性が良好であり、実用的に優れたせん断強度式である。

一方、本検証の範囲では、 AC 1式、 CE s式およびCSA式は実験値を過小評価する傾

向がある。また、提案式はこれらの式と比較して、耐力予測精度の点でより優れたものと

なっており、鉄筋 コンクリート部材のせん断強度式に適用す ることは極めて有効である。

3.1. まとめ

本章では、鉄筋コンクリート梁および柱部材の実用的なせん断強度式として (3-1)式を

提案した。提案式は鉄筋コンデリート部材のせん断抵抗機鱗としてはり機械と アーチ機構

の2種類を仮定 し、それらの抵抗機構による強度の累加によってせん断強度を求める「若

林・南理論」を基礎に して構築されたものである。以下に、提案式の強度特性、耐力予i1!IJ

精度および適用限界に関する検討結果を要約する。

1) 縫案式は、車ßJ力比が n>0.5-2φ の範囲でその最大値を与え、 n~五 O. 5-2φ の範囲では 7

ーチ機締において申JU力の影響を考慮している。また、はり機構においては主筋の強度

を無限大と仮定することによって、曲げ強度を上回るせん断強度の算定を可能にして

いる。

2) !IH霊式では、せん断術強筋:!Itのt曽加に伴い、はり機構の負担せん断力はt由加するが、

アーチ機械の負担せん断力は減少する。さらに、せん断補強筋貨の増加に伴うせん断

強度のt曽加率は 45 トラス浬論によるものよりも少なく、柱長さ比が小さくなるほど
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減少する。

3)若林 ・南式は、せん断破壊が先行する部材と曲げ破線が先行する部材の何れに対して

もせん断強度を評価できるが、提案式は前者に対して適用するものであり、後者に対

しては曲げ強度式によって評価する。なお、せん断破嬢が先行する領域では、提案式

と若林・南式のせん断強度算定値に大差はない。

4)提案式は、 SD35I呈皮の主筋を使用し、コンクリート強度がF，=21 0-4 20 kgf Icm'、せん

断持者強筋係数が1jJ'~ 0.03 、および軸力比がn~0.4の条件を満足するものであれば、せ

ん断補強筋強度の制限を設けることなく、高強度せん断補強筋を使用した部材も含め

た鉄筋コンデリート部材の終局せん断強度を適切に評価できる。

5) 縫案式では、斜張力~場あるいはコンクリートの圧縮般壌が先行する部材は適用範囲

外である。しかし、そのような破綾モードが予想される部材に対しでも、せん断補強

筋強度の上限値として (3-6)式を、また、せん断補強筋量の下限値として (3-7)式をそ

れぞれ設けることによって、実用せん断強度式として適用できる。

6)提案式のせん断耐力予測精度に対してせん断補強量、コ ンクリート強度、柱長さ比お

よび引張主筋比などの因子が影響を及Iますが、せん断簡強筋強度の影響はほとんどな

い。また、 n~O. 5であれば軸力比の影響も少ない。

7)提案式は学会指針式、修正荒川mean式、 AC 1式、 NZ式、 CE B式および CS A式

といった代表的なせん断強度式と比較しでも、せん断耐力予測精度が後れている。

以上示したように、本章で縫策 したせん断強度式は、式の締成が理論的かっ明解であり、

せん断備強筋比、主筋比、鋼材強度、事由力比、および柱長さ比など、部材の主要名前成因子

がせん断強度算定住に及ぼす影響を適切に評価できる。また、既往の実験データに対する

せん断耐力予測精度は、適用範囲に属する データ iこ対して極めて良好であり、迎用略国外

のデータ に対しでも適切な制限値を設けることによって、実用上問題のない程m:に改善で

きる。したがっ て、録集式は、鉄筋コンデリート部材の実用せん断強度式に適しており、

合理的なせん断設計法を確立する上で纏めて有効な強度算定式である。
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第 4章 鉄筋コンクリート部材の付着割裂強度式

4.1. はじめに

3章ではせん断破嬢あるいは曲げ破壊の何れかを生じる鉄筋コンクリート梁、柱部材を

対象として、若林・南理論lこ基づいせん断強度式を構築し、実用設計式としての有効性を

確認した。一方、鉄筋コンクリート部材の脆性的な破壊形式としてはせん断破線の他に付

着害IJ裂破嬢が考えられ、この破主患に対する安全性を保証することも耐震設計上、極めて重

要な事項である。 そこで、本章ではせん断強度提案式((3-1)式 以後、せん断強度式と

いう。)と同様に、はり機構とアーチ機構の 2種類の抵抗機織の混在を考慮した付着劉裂

強度式を縫案する。また、付着剤裂強度式の耐力予測精度を既往の付著書リ裂破犠実験のデ

ータを用いて検証し、その有効性を検討する。さらに、主筋の曲げ|降伏後iζ付着創裂破壊

が生じる割11材に対する変形能力の評価法についても併せて検討する。

U. 付着害l裂強度式

図4.1は筆者らが過去において行なった実験，.‘}の中で、典型的な付着害IJ裂破犠を生じ

た柱試験体の正載荷時における主筋の応力度分布を示している。図中の実線および点線は

それぞれ柱頭で引張。刊 (A) および圧縮側(B) となる主筋の応力度を示し、 ムおよびO

印は付着害IJ裂ひび割れ発生時および相対部材角RがO.Olrad.の時をそれぞれ表わしている。

また、一点鎖線は主筋の降伏応力度σvを示す。 なお、主筋の応力皮は鉄筋の応力皮ーひ

N郎.tlP凪
P240 

-(fy 0 (fy 

A B 

ー一一一 :A主箆
ー・ーー:自主箪

。:R=O. 01日o.
tl:付着事VNひび割れ筒

図4.1 付着型l裂自主績を生じた柱における主筋の応力度分布 (g4) 
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ずみ度関係を完全務塑1生型と仮定して、各測定点、に貼り付けたひずみゲージ(11'.S. G. )の
測定値から換算して求めている。

同図より、付着剣裂ひび割れ発生以後、 R=O.Olradに到るまでA主筋および B主筋共に

各ひずみ測定位賀聞での付着勾配はほとんど変移せず、かっ、応力度分布が引張側に権移

していることが認められる。さらに、付着ひび害IJれ発生時において、 A主筋ではひずみ測

定位置 1-4の範囲で、 B主筋では 2-5の範囲でそれぞれ主筋に沿う付着応力度がほぼ

一定となる傾向がある。したがって、この領滋での付着応力度が最大付着強度に途したこ

とによって、部材が付着劉裂強度に到達したと考えることができる。

そこで、これらの実験結果を参考にして、付着割裂強度時の有効主筋長いを

L， = L -d ............................. ・・・・ ・・ ・・・・・ (4-1) 

と仮定する。こ こに、 Lは部材長、およびdは上下端の主筋間距離 (多段配信jの場合は塑性

重心間距離)とする。

また、鉄筋コンクリート部材の付着創裂強時の抵抗機様としては、 3章で示したせん断

強度時に対する場合と同械に、はり機構とアーチ機構の混在を仮定する。ここで、はり機

構に関しては上記の有効主筋長L.を考慮して、図4.2に示すようなコンクリート斜め圧縮

束が両材端部で扇形状で、かっ、中央部では材軸に対して45・の角度をなす抵抗機構を仮

定する。

このはり機械において、有効主筋長以外の領援に分布する付着応力度が微小であるとし、

かっ、有効主筋長の範囲で主筋の平均付着応力度が最大付着強度τμに逮し たとき、部材

d L. 
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図4.2 付着低銑機構
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としての付着割裂強度が発現されるものとすると、その時の片側主筋の材長lこ分布する付

着応力度の総和しは、

R. ; τb v • L:φ・L. ............ー・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・ー (4-2 ) 

ここに、 ψ:主筋の周長

Eψ 片目1)主筋の周長の総干日

で与えられる。 したがって、付着劉裂強度時のはり機構の負担せん断力，Q，はモーメント

の釣合いより、

bQb = τ " . L o . L. . d/L . . . . .. . . --------. . ・・・・・・ (4-3) 

と求められる。

一方、せん断強度式において、はり機械が，Q，のせん断力を負担するために必要なせん

断補強筋係数を官 eとすると、官官は (3-3)式および(4-3)式より、

W. ; τ・， -Lφ-L./(b-L-F巳) ・・・・・ ー・ ・・・ ・・・・・・・・・ ・・・・・ー (H) 

と与えられる。すなわち、付着創裂破壊時のアーチ機構の負担せん断力.Q，は、 (3-[)式の

右辺第二項に(ト4)式を代入することによって次式で求められる。

.Q， = (7-2・α・w.). b-D-F， --- ・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・ (4-5) 

したがって、鉄筋コンヲリート部材の付着割裂強度式は、 (4-3)式および(4-5)式より、

せん断強度式と問機な形で (4-6)式で与えられる。

Q， ; τbu' Lφ L. -d/L + (γ -2. a -1jr.) -b-D.F， _.・・・・ (4 -6) 

ただし、 Q，:;; (b・D-Fd2)7/α

なお、住長さ比が1/<d，の部材に対してはいく0となるが、そのような場合には (H)式

および(4-7)式においてい寸として計算する。 また、付着害1)裂強度れを求める際の危大付

苦強度 τhは (4-7)式で与えられる藤井・森田式"叫によって、最外縁主筋に対して求め

るものとした。図4_3に藤井 ・森田式で考illしている付着菩1)裂パタ ーンを示す。 なお、&
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db Cs Cs 

コーナースプりットタイプ サイドスプリッ卜タイプ

図4.3 付着劃l裂パターン

式に用いた記号は原論文[72]のものとは若干異なっている。

τ・， ; τε。+τ.， ・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ (4-7) 
ここで、 τ日;(0. 307'b，+0. 427)、!Fc 

τ，，; 124.9・k， . Pw . b! (N ， . d ， ) } ..J F c 

ただし、 b.，くb.，のとき

b， ; b.， ; {(C.+C，)!d， + 1}..J2 -J. k，;、12

b. ，主主b.，のとき

b， ; b.， ; b!(N，'d，)ー J ， k， ; J 

ここに、 d， 主筋径

C. :断面幅方向の主筋のかぶり厚さ

C， :断面せい方向の主筋のかぶり厚さ

N， 最外縁主筋の本数

なお、水平上端筋以外の主筋は(4-7)式から得られる強度に1.22を采じる。

上記の付着割裂強度式((4-6)式)は、 はり機構におけるせん断補強筋の強度を無限大

と仮定し、主筋回りの平均付着応力皮が最大付務強度に達することと、コンクリート斜め

圧縮束材の応力が圧縮強度に到達することを降伏条件としている。 すなわち、 (4-6)式は

幽げ破壊あるいはせん断破犠を生じる以前に付着割裂破援が発生する鉄筋コンクリート部

材の耐力評価に有効な強度式である。 したがって、 (4寸)式と 3寧で示したせん断強度式

および曲げ強度式を併用することによって、曲げ破湖、せん断破線あるいは付着割裂破壊

の何れかを生じる部材の耐力評価が可能となる。

図4.4に付着 ~J 裂強度式(実線)、せん断強度式( (3-1)式:一点鎖線)および曲げ強度
弐(破線)の関係を Q-¥jF曲線上で比較した一例を示す。付着割裂強度式を考慮した場合

の計算上の部材耐力1:1.、図中の 線で示されるように、 I泊げ強度、せん断強度および
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図4.4 Q - 41関係による曲げ強度式、せん断強度式および付着寄l裂強度式の比較

付着割裂強度のうちの最小値で与えられる。さらに、これら 3式によって決定される計算

上の破壊形式は、せん断備強筋置のt普加に伴って、せん断破壊から付着剣裂破壊、幽げ破

壊へと移行していくことが示される。

U. 付荒事l裂強度式、せん断強度式および曲げ強度式による部材の強度特性

本節では、 3主主で示したせん断強度式および幽げ強度式に、さらに付着寄j裂強度式を考

慮した場合の部材の強度特性とそれらに及iますせん断術強筋強度、住長さ比、コンクリ ー

ト強度および主筋量の影響について考察する。

(a)せん断補強筋強度の影響

せん断術強筋強度の異なる 2極類の梁部材に対する 1111げ強度、せん断強fftおよび付穏事1I

裂強度の各計算値を Q-1I'幽線上で比較したものを図4.5'こ示す。 解析対象とした部材は

片0(11主筋が4-025の一段配筋であり、 b=20cm、0=40cm、dI =0. 8、η=3、φ=0.25およひ:Fc=

400kgf Icm'とした。同図(a)および(b)はそれぞれせん断補強筋強度がσwy=4000および800

Okgf/cm'の部材に対するものであり、図中の表示方法は図4.4と同じとした。

Q-1I'関係によって各強度式を比較した羽合、曲げ強度式ではせん断補強筋係数の影響

を受けないため、 11'の均加あるいはせん断術強iあ強度の大きさに拘 らず一定の曲げ強度を
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与える。また、せん断強度式に関してはせん断繍強筋係数の影響を大きく受け、曹の婚加

のt普加に伴ってせん断強度が増加するが、 はり機締の負但せん断力((3-1)式の右辺第一

項)にpw・σWyの項が関係しているため、 同ーの1jJに対してはせん断補強筋強度に拘らず

岡霊のせん断強度を与える。一方、付着割裂強度式ではせん断繍強筋強度の大きさに関係

なく qr=Qの上品合には同ーの付着割裂強度を与えるが、せん断補強筋強度の大きな部材ほ

どqrの増加に伴う付着害IJ裂強度の増加率は小さくなる。この理由は、付着割裂強度を求め

る際の最大付着強度τ..が (4-7)式で示されるように、せん断補強筋比の影響を受けるが、
せん断係強筋強度に関係なく与えられるので、同ーの曹に対してせん断繍強筋強度が大き

くなるほどせん断楠強筋比が小さくなり、結果として算定される付着創裂強度が小さくな

るためである。

したがって、付着割裂強度式を考慮した場合、鉄筋コ Yクリー ト部材の耐力はせん断補

強筋強度が大きくなる ほど、 q-1jJ曲線上において付着割裂強度に よって決定される領域

が大きくなる。

(b)柱長さ比の影響

曲げ強度式、せん断強度式および付着創裂強度式と柱長さ比の関係を調べたものを図4.

6に示す。 解析対象とした部材は片曲1)主筋が一段配筋の4-D13(φ;0. 06 :図4.6 (a))およ

び4-D25(φ;0. 25 :同図(b))の梁部材であり、両部材ともb;20cm、D;40cm、d，;0.8，¥(1'; 
0.05、Pw;0.005およひrFc;400kgf!cm

2とした。 図中の縦軸は無次元化せん断力 qを、縦軸

は柱長さ比布をそれぞれ表わし、点線、一点鎖線および実線はそれぞれ曲げ強度式、せん

断強度式および付着割裂強度式を示している。

往長さ比の増加に伴い曲げ強度、せん断強度および付着割裂強度は共に減少するが、そ

の減少度合は曲げ強度が最も大きい。 また、 η主主 lの範囲では主筋鐙あるいは主筋径に拘

勺ず、 せん断強度と付着割裂強度の減少度合は同程度であるが、 若干せん断強度によるも

のが大きく なる傾向にある。鉄筋コ ンク リート部材としての耐力は、柱長さ比が増加する

に従っ て付着割裂強度からせん断強度、曲げ強度の順で決定される。また、主筋置の少な

い部材ほど、耐力が曲げ強度で決定される領域が大きくなる。

(c) コンク リー卜強度の影響

図 4.7は曲げ強度式(点線〉、せん断強度式(一点鎖線)および付務剖~強度式(実線)

とコンク リート強度Fcの関係を調べたものである。解析対象とした部材は片側主筋が一段

配筋の4一D13 (図4.7 (a)) および4-D25(同図(b))の梁部材であり、両部材ともb;20cm、D

'40cm、d，;0. 8、η;3、σy;4000kgf!cm2、pw;O.005およびσwy;4000kgf!cm2とした。
解街対象とした部材が梁であるため、 出lげ強度は主筋霊の多少にJ匂らず引強鉄筋の降伏

で決定され、コンクリ ート強度に佑]らずはぽ一定の値を示す。一方、せん断強度式n:関し
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てはpw'σwy=20kgf/cm'と一定であるため、コンクリート強度に拘らずはり機構の負担せ

ん断力は一定値を採るが、アーチ機構の負担せん断力がコンクリート強度の増加に伴って

i骨加するため、結果としてせん断強度は増加する。付着割裂強度式に関しでもせん断強度

式と問機にコンクリート強度の増加に伴ってアーチ機構の負担せん断力が地加するため付

着割裂強度は増加する。しかし付着刻裂強度式では、はり機構においても最大付着強度が

コンクリート強度に比例して増加するため、コンクリート強度の増加に伴う部材強度の増

加率はせん断強度式よりも若干大きい。なお、せん断強度式および付着害1)裂強度式共に主

筋量が少ない部材ほどコンデリー ト強度の増加に伴う部材強度の増加Z容が減少しているが、

この原因はアーチ機構の負担せん断力に関係する係数 7の値が小さくなるためである。

鉄筋コンクリート部材の耐力は、コンクリート強度が増加するに従って付着剖裂強度、

せん断強度および曲げ強度の)1原で決定されている。また、同ーのコンデリー卜強度に対し

て、主筋霊が少なくなるほど各式によって算定される諸強度は低下する。しかしこの場合、

曲げ強度の低下率がせん断強度および付着割裂強度の低下率に比して大きいため、部材耐

力が曲げ強度で決定される領域が大きくなる。

U. 付着割裂強度式の耐力予測精度

図4.8および表4.11こ狩野らによる鉄筋コンデリート梁13体の付着剣裂破壊実験 (1:13)に

対する付着割裂強度式の耐力予測精度の検証結果を示す。図中の縦軸および倹軸は、それ

ぞれ実験値Q['I(Pおよび計算値QCAt.を表わし、各データの番号は表4.1あるいは文献[123Jの

表3に示されている試験体番号と対応している。なお、せん断補強筋が降伏したと報告さ

れているデータについては、データ 番号を丸印で囲んでいる。 oおよびム印はそれぞれ付
着割裂強度式およびせん断強度式によって耐力が決定されたデータであり、 ・印はO印の

データに対するせん断強度計算f直を表わしている。

曲げ強度式、せん断強度式および付着訓裂強度式による強度の最小備で与えられる計卸

値に士、jする実験値の比率 Q，，，/QCALの平均値μおよび変動係数νはそれぞれμ=0.991およ

びν=9.1 %であり、両者の迎合性は極めて良好である。 一方、付着剣裂時五機を生じたにも

拘らずせん断強度式によって耐力が決定されているデ タが 5体あるが、これらは何れも

せん断制i強筋が降伏したと報告されているものであり、表4.11こ示されるように付着劉裂

強度もとせん断強度れのをが極めて少ないデータである。また、.印で示されるように付

~創製破峻を生じたデータに対して、せん断強度式のみによって耐力を算定するとかなり
過大評価となるが、 それらに付着菩1)裂強度式を考 fl~する乙とによって耐力予測ff!皮が極め
て向上していることカ:;;t{I.められる。
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表4.1 付着寄l裂破媛が先行した実験データに対する検証結果 〈狩野らい 23)) 

No 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

50 

40 

30 

20 

10 

実験値 (lf) 

QE X P 

16. 0 

19. 0 

22. 4 

12. 5 

16. 4 

18. 5 

16. 1 

19. 1 

20. 4 

23. 8 

23. 0 

29. J 

43. 5 

QEXP (tf) 

9
10 

計算値 (lf) 

Q， Q， Q. 

44.4 16.0 19. 0 
44. 4 20. 5 20. 5 
44.4 25. 0 22. 1 
44.3 14. 1 11. 1 
44. 3 18. 0 18. 0 
44. 3 24. 4 18. 5 

44.3 11. 0 11. 0 
44. 3 24. 1 18. 9 

44. 3 29. 8 20. 1 

44.3 40. 0 21. 6 
48. 3 25. 0 28. 4 
48. 3 41. 4 31. 3 
48. 3 66. 6 35. 1 

0-一子-'--・

ノ/0-ー-ーーー-・

'" "'''- 巳勾内4エー 一一寸.

ノ合
//  QCAL (tf) 

o 10 20 30 40 50 

実験値/計算値 計算上の
。E>， 

min(Q.. Q，. Q.} 
阪壊形式

ι991 せん断

o. 931 せん断

O. 988 付着

O. 888 せん断

O. 910 せん断

O. 995 付着

O. 983 付着

1. 041 付着

1. 015 付着

1. 103 付着

O. 919 せん断

O. 929 付着

1. 220 付着

0: 付着魯IJ~強度式で耐力

が決定されたデータ

ム :せん断強度式で耐力

が決定されたデータ・:0印のデータに対する
せん断強臆十算値

図4.8 狩野らの実験データに対する実験値と計算値の比較
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図4.9と表4.2および図4.10と表4.3には、それぞれ筆者ら 112りおよび小谷ら H叫による

実験データに対する検証結果を示している。なお、これらはすべて主筋の曲げ降伏後に付

着割裂破犠を生じた梁部材のデータである。 図中の縦軸および横輔の表示方法は図4.8と

同じであり、口印および合印はそれぞれ曲げ強度式およびせん断強度式で耐力が決定され

たデータを表わしている。また、図中の番号は表4.2および表4.3の試験体番号と対応して

いる。なお、小谷らの実験データについては文献[69lに示されている 32体のうちスラブ付

きでないもの15体を検証対象とした。

Q"，/QCHの平均値および変動係数は、筆者らの実験データ 9体に対してμ=1. 12および

ν=3.8%であり、 小谷らの実験データに対しては μ=1. 09およびν=9.6%となっており、何

れのデータに対しても実験値と計算値の対応は極めて良い。また、筆者らのデータのうち

3体はせん断強度式で計算上の耐力が決定されているが、 それらは表4.2に示されるよう

に曲げ強度計算伎との差が緩めて少ないデータであり 、その他のデータの耐力はすべて曲

If強度式で決定されている。すなわち、これ ら24体のデータは最終的には付着菩1)裂破壊を

生じているが、それ以前に主筋が幽げ降伏して最大強度に達したという実験結果と対応し

ている。

以上示したように、本章で提案した付着割裂強度式は、終局強度に関して付着剣裂破犠

データと曲げ破壊データ あるいはせん断破壊データ との辛Ij別を精度良〈行なう己とが可能

である。したがって、曲げ強度式およびせん断強度式に、さらにこの付着割裂強度式を考

躍することによって、曲げ破壊、せん断破壊もしくは付着害1)裂破敏の何れかを生じる鉄筋

コンクリート部材の終局強度を的確に評価できると考えられる。

4.5. 曲げ降伏後に付着破緩を生じる鉄筋コンクリート部材の変形能力の評価

4.4節で示したように鉄筋コンクリ ー卜 部材の付着害1)裂破壊に関しては、主筋の曲げ降

伏以前に発生する場合と曲げ降伏以後に発生する場合が考えられる。構造物の矧域型を予

め設定する終局強度型の耐震設計法では、塑性ヒンジを計画しない部材〈非靭性部材)に

対しては前者の般壊を防止するだけで十分であるが、塑性ヒンジを計画する部材(籾!生部

材)1こ対しては後者の破擦に対する安全性をも考慮する必要がある。すなわち、制性部材

で11、盟性 ヒンジ形成後においても付着害1)裂破壊によって耐力低下が生じることなく、設

計で要求される変形能力を保持していることが重要である。そこで、本節ではr!J.lげ降伏後

に付着破主裂を生じる鉄筋コンクリー ト部材に対する変形能力の評価式を提祭し、靭f生部材

において付着割裂破犠を防止するための条件を導く。

図4.11は4.4節で示した筆者らの実験データ 【"・3の中でせん臨rrh1i強筋比のみを実験変数

としたデータ No.J 、NO.2およひ(No.3 (文献[124lでは試験体C5132S、C5134 SおよびC5136S
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実験値/計算個 ! 
Q" ， 

min(Q，. Qs. Q，) 

曲げ降伏後に付着割裂破壊を生じた実験データに対する検証結果〈筆者ら 112-4】〉表4.2

計算値 (tf) 実E剣道 (tf) 計算上の
No. 

破壊形式

1

2

3

4

5

6

7

8

9

 

Q， 

23. 2 

23. 2 

23. 2 

22. 8 

15. 6 

30. 8 

20. 7 

23. 2 

23. 2 

せん断

幽 'f
曲げ

せん断

曲げ

せん断

幽げ

曲げ

曲げ

l. 120 

1. 155 

1. 150 

l. 123 

1. 120 

1. 087 

1. 019 

1. 155 

1. 103 

Q， 

30. 7 
32. 7 

34. 6 

26. 0 

24. 7 

32. 9 
26. 7 

32. 7 

32. 7 

Q， 

22. 1 

28. 6 

35. 2 

22. 5 

28， 4 

28. 6 

30， 3 

28， 6 

28， 6 

Q，思，

24， 7 
26. 8 

26， 7 

25. 3 

17. 5 

31. 1 

21， 1 

26. 8 

25， 6 

実5主催/計算(直 : 計算上の
Qu p ， 

min(Q，. Qs. Q，) : 

曲げ降伏後に付着魯j裂破壕を生じた実験データに対する検証結果〈小谷ら 1・・】〉表4.3 

計算値(tf) 実験値 (lf) 
No. 

自主壊形式Qs 

37. 4 

37. 4 

42. 2 

42. 2 

57. 7 

43. 6 

42， 6 

42. 9 

35. 2 

37. 8 

43.9 

56. 7 

52. 3 

69. 5 

69. 5 
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f
f
f
f
T
T
T
T
T
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1

1

I

I
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l
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i

t

-

-

l

l

 

幽
幽
幽
曲
曲
曲
山
仙
山
曲
山
山
山
山
由
曲

O. 986 

0， 965 

1. 039 

1. 045 

1. 059 

0， 988 

1. 120 

1. J 5 6 

J. 325 

1. 267 

O. 954 
1. 079 

1. J 1 3 

1. 103 

1. 089 

33，0 

33. 0 

31. 0 

31. 0 

34. 8 

32. 4 

36. 6 

36， 7 

42. 8 

43. 7 

34， 3 

36， 5 

35. 7 

38. 7 

38. 7 

Q， Q， 

23. 6 

23. 6 

23. 5 

23， 5 

23. 9 

23， 9 

25. 0 

25，0 

J 8. 2 

18. 3 

29. 7 

29， 7 

29. 3 

29. 7 

29. 7 

QEXf' 

23. 3 

22. 8 

24， 4 

24. 6 

25. 3 

23. 6 

28， 0 

28. 9 

24， 1 

23. 2 

28， 3 

32. 0 

32. 6 

32. 7 

32. 3 

1

2

3

4

5

6

7

8

9

0

1

2

3

4

5

 

l

i

l

1

1

1
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図4.9 筆者らの実駿データに対する実験値と計算値の比較
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iこ穏当する。)の荷重一変形曲線と主筋の応力皮分布を示したものである。主筋の応力度

1;1.図4.1と同様に応力皮ーひずみ度関係を完全弾塑性型と仮定して、各測定点でのひずみ

測定値から換算して求めている。 図中の一点鎖線は主筋の降伏応力度σγを表わし、正毅

荷時における曲げ強度到達時 (R:O.OI5rad.: 0印)と R:O.02、O.03および0.04rad. (ム、

口およびマ印)の各部材角における応カ度分布について示している。また、各試験体の荷

量一変形曲線上には曲げ強度計算値を破線で示している。

荷重一変形曲線においてせん断織強筋比が大きい試験体ほど、計算上の曲げ強度を維持

する部材角、あるいは付着割裂破滋による耐力低下が顕著ーとなる部材角が増加する傾向が

ある。また、各試験{本共に曲げ強度到達時以降、付着割裂破壊が生じる部材角 l己逮するま

での変移振幅では、 上総および下総主筋共に変形蜜に拘らずほぼ曲げ強度到達時の応力度

分布を維持している。しかし、付著書リ裂破壊が生じ た部材角以上の変形霊では付着勾配の

。:R=O. 015 rad. 
f::，. : R=O. 020 rad. 
ロ:R=O. 030 rad. 
マ:R=O. 040 rad. 

C5132S C5134S C5136S 

"'" 司事 M 

趣 向

同
E理

o
 

h
『
仰
川
1h
鴨
埼
叫
白
'

図4・11 曲げ降伏後に付着破濯を生じた梁部材の荷重一変形曲線と主筋の応力度分布
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低下が顕著となり、付着劣化が生じていることが認められる。さもに、各試験体共にせん

断補強筋霊に拘らず曲げ強度到達時の主筋の応力度分布の形状は類似しており、幽げ降伏

以前に付着割裂磁波を生じる部材(図ιl参照)と 同様に 有効主筋長の範囲で付着勾配が

Iまぽ一定となっている。

以上の考察より、曲げ降伏が先行する部材に関しでも図1.2と問機な付着抵抗機構が形

成されるものと考えられる。さらに、曲げ降伏後の付着劉裂磁波は曲げ強度時に主筋の曲

げ降伏によって有効主筋長L.の範囲に入力される平均付着応力皮t'bl'こ対して、その領域

での付着強度τ.が下回るこ とによって発生するものと推察できる。 ただし、この場合の

r .は (4-7)式による愚大付着強度τ，.とは異なり、図4.12に示すように付着すべり量の増

大や繰り返し裁荷による影響で、部材角Rが増加するに従って τuから低下するものと考え

るζとができる。

したがって、付着強度τbと相対部材角Rの関係が求められれば、曲げ降伏後に付着破域

を生じる部材の変形能力を評価することができる。なお.付着割裂磁場時の限界都材角R.• 

は図4.12に示すように τbが曲げ強度時の平均付着応力度 r..と等しくなる時の部材角で

あるので、実際には τbとRの関係は τuとし uの関係を求めることによって得られる。こ

こで、 τHは(4-6)式より

(Q， -7・b.D. F ，). L 
τb I = • • • • • • • • • • • • • • • • • .・・ (4-8 ) 

Eφ ・L，・D.(d， -2α) 

ただし、 r.. 主主 d，.σγ./(2・L.)

ここに、 Q， 曲げ強度計算値

σ刊・主筋の上限幽げ強度算定用強度

と与えられる。なお、 τuの上限値 d.・σγ./(2・L.)は、有効主筋長L，の範囲で主筋の両

τ』

t加

τi.d-ーーーーーー一一ーー

。 R加
R 

図4.12 付着強度と変形能力の関係
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Q Q 

Q咽，

R 

Rbu = min ( Rbu'. Rbu2) 

図4.13 付着割裂被築時の限界都材角R，uの定義

錦lこそれぞれa'"の引張応力皮と圧縮応力皮が生じた場合の主筋回りの平均付着応力度に

相当する。

本意では r"とR"の関係を既往の実験データを参考にして求めることにする。 すなわ

ち、表4.2に示した筆者らの実験データ r"‘18体 (No.l-No.8:なお、 NO.9は付着特性に

及1""すキャ y プタイの影響が大きいので除外した。)を用いて、付着割裂破壊時の限界都

材角R，.と曲げ強度時の平均付着応力皮に対する愚大付着強度の比で表わされる付着応力

余裕度z・./τuの関係を繋怨することによって τ引とし"の関係式を導く。なお、付着割

裂破壊時の限界部材角は図4.13に示すように、実験で得られた荷重 変形曲線において

(a)第一サイヲルの包絡線上での強度が最大強度の90%に低下したときの部材角

(b)同一変位振幅における第二サイクルの除荷点の強度が第一サイクルi時の強度の80%

以下であるときの除荷点部材角

のっち、小さな方の値と定義した。 学会指針川によれば、鉄筋コンデリート商品材の信額

曲げ強度(主筋の降伏強度として JIS規俗値を用いて計算した曲げ強度)は、既往の実験

から得られた鉄筋コンクリート部材の曲げ強度の90%程度であると報告されている。 そこ

で、上記(a)では部材耐力が最大強度から信頼曲げ強度程度に低下した時点、を想定して、

10%耐力時を限界都材角とした。また、 (b)については繰り返し戦荷によって急激な耐力低

下を伴って付着害11!2!破域に霊11る湯合を考段したものである。

図~， 141C RbU  - t' 011/ '[" b f関係を示す。図中のO印は筆者らの実験データを表わし、実線

はそれらに対して辰小自乗法によって求めた相関曲線を示す。また、比絞のため小谷らの

実験データ r..】に対する結果も・印で示している。点線は後述する靭1生古I1材の付普害l片従破

壊にx:1する防止条例を表わしている。なお、終局強度型耐震設計法では籾性部材は上限曲

げ強度を用いて設計されることを考慮して、各データに対して (4-8)式のQ，を上IlalYIげ強

度Q ，・( この場合、 ~il[l1 された主筋の降伏応力皮を1. 1 倍して求めた曲げ強度を 1*周した。〉
として r引を求めた。また、最大付着強度τuは(4-7)式によった。
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筆者らの実験データ 8体に対してR..とτ，，1τuの間には良好な相関関係がみられ、そ

れらを最小自乗法によって整理すると次式が得られる。

R. 個 = 0.0096・τ..1τ"+ 0.0105 “・・・・・ ・・・・ ・・ ・・・ ・・・ (4 -9) 

一方、小谷らのデータは筆者らのデータに比して同霊の付着余裕E互に対して 2倍程度の

変形能力を有しており、 (4-9)式による変形能力の予測値が過小評価する結果とな っている。

この原因については、実験における毅荷法目'1の相違によるところが大きいものと考えられ

る。両者の実験データの中で τ b1$/ 1: b Iの値がほぼ等しい試験体C5136S(表4.2のNo.3) と

試験体T5(表4.3のNo.5)の街震一変形曲線を比較 したものを図4.151こ示す。 両実験共に

Rbu (10-2 rad. ) 
5 

/
一
…
宅∞ハパ，
l
i
a

4 

3 

むu，IIむf

。 2 3 4 5 

図4.14 R..ーT bu/ T bf 関係

~ a 

-10 

o HfI 

T5 
" '" 
10 l C5136S 

-，. -20 
食"・d，"OlI IIlr..:!....'al 

-31! 
3 ~ 5 6 ・'fÎ~-.I -3 -2-IÐ 23456  

図4.15 文献[1141と 1691による付活苦手l裂磁簸実験の毅荷法l'l'Jの比較
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部材角がR:O.01 radまでの毅荷法目11は同じであり、図4.14に示されるように限界都材角の

評価においてもR.，:0.02rad程度のデータについては実験の違いによる差異は認められな

い。しかしながら、日:0.01rad.以降、ト0.04radに$11るまでの載荷法JlIIについて見ると、

筆者らの実験では 10回の漸増繰り返し鞍荷を行なっているのに対して、小谷らの実験では

4自のみであり、 R.，:0.03rad以上となるデータに対して実験による限界都材角の評価の

速いが極めて大きくなっている。すなわち、この繰り返し回数の麦、あるいは制御部材角

の違いが付着劣化の進行度合に影響を及ぼし、付着割裂破草壁日寺の限界都材角に主査が生じた

ものと考えられる。

このように付着創製破綾時の限界都材角については、戦荷法則などの影響によって一律

に評価することは困難である。しかしながら、実際の地震によって部材に生じる繰り返し

が(動的と静的の違いはあるものの)筆者らの採用 した載荷法則より厳しいというのは極

めて希であり安全側の評価を与えるであろうと判断して、筆者らの実験データを(4-9)式

を得る際の評価資料とした。

終局強度型耐震設計法における靭性部材の設計では (4-9)式で与えられる限界都材角R.， 

が設計用保証変形れよりも大きいことを確認すればよい。しかしながら、実際の設計手順

を考慮すると、R・，>むを確認するよりも R0'こ対する付着割裂破滋の防止条件を提示する
方が好ましい。 そこで、靭性部材の付着菩Ij裂破壊防止条件を (4-9)式に基づいて以下のよ

うに提案する。

τ"  豆 mi n (τ" ， τ，，) ・・・・・・ ・・・・・・ ・・・(4-10 ) 

ここで、 τb 1 = τ，，/(100・R0 -1) ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 0・(4-11 ) 

τb 2 = τ，，/l. 5 ・・・・・・・・・ ・・・・ ・・・・・・ (4 -12) 

ここに、 τ" 曲げ強度時の平均付着応力度

(上限曲げ強度を考慮した(4-8)式による)

~ 1>11 :愚大付着応力皮((4-7)式による)

Ro 設計用保証変形

(ト11)式は (4-9)式の限界部材角R.舗を設計用保証変形Roに読み変えて、RDに対する付着

強度を算出する式として略算的に表わしたものである。 (4-12)式は (4-9) 式が1I，， ~0.025
rad以下のデータに対して危険目11の評価を与える場合があることを考位。して設けた付着強

度の上限値である。さらに、(ト10)式が籾1生部材における付着破滋防止条件であり、設計

手順としては、 上限曲げ強度に対して(ト8)式から算出される平均付着応力皮 τ引が、 RD
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iこ対して (4-11)式から求められる付着強度 τuと(4-12)式による付着強度の上限値 r"の

両方を下回ることを確認すればよ L、。 ちなみに、設計用保証変形をRo'O.03radとすると

付着剣裂破滋防止条件は τbj~τ ，， /2 とはり、曲げ強度時の平均付着応力が (4-7)式によ

る厳大付着強度の 1/2以下であ ることを確認すればよ い。

4.6 まとめ

本章では、鉄筋コンクリート梁および柱部材の付着劉裂強度式および籾性部材に対する

付着剣裂破綾防止条件をそれぞれ提示 した。以下に、鉄筋コンクリート部材の付着剖裂強

度に関して得られた知見を要約する。

1)鉄筋コンデリート部材の付着抵抗機構は、有効主筋長L.を考慮し、せん断補強筋の強

度を無限大と仮定したはり機械によってモデル化できる。この場合の降伏条件は、主

筋回りの平均付着応力度が最大付着強度に達することと、コンクリート斜め圧縮束材

の応力が圧縮強度に到達していることである。なお、本主きでは最大付着強度は藤井・

森図式によった。

2)鉄筋コンヲリート部材の付着おl裂強度は、付着抵抗機構(はり機械)の強度と等価せ

ん断補強筋係数W.を考慮したアーチ機憾の強度を累加することによって、 (4-6)式で

与えられる。

3)鉄筋コンクリー卜部材の終局強度EJ]論値は、幽If強度式，せん断強度式((3-J)式)お

よぴ付着l;lj裂強度式による強度のうちの最小値で与えられる。

4)既往の付着吉IJ~~破壊が先行した実験データ に対する付着害~J裂強度式の耐力予 ðllJ .tIH支は

良好である。また、曲げ強度式およびせん断強度式に、さらにこの付着客IJW強度式を

考慮することによって、曲げ磁場、せん断破犠および付着剣裂自主主主の何れかを生じる

鉄筋コンクリー卜部材の終局強度を適切に評価することができる。

5)靭性部材に対する付着副主1破域防止条件は、曲げ強1m:時の平均付着応力m:，，， ((4-8)

式)が設計用 (~Â正部材角 Roにおける付着強度 τb以下であるという条例より (4 ー 10)式
で与えられる。
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第 5章 鉄筋コンクリート部材の靭性評価式

5.1. はじめに

本論で対象としている終局強度型耐震設計法(学会指針)μIは、地震時における構造物

の最終崩壊形(梁|降伏先行型の全体崩媛形)を予め設定した設計法である。したがって、

塑性ヒンジを計画しない部材(非靭性部材)と計画する部材(靭性部材〕とでは、自ずと

せん断設計手法が異なったものとなる。前者については 3章で示したせん断強度式によっ

て部材の保有するせん断耐力が設計用応力を上回る乙とを確認し、部材がせん断磁場を生

じないことを保証すればよい。一方、後者においてはせん断強度式によって算定される保

有せん断耐力が曲げ強度(上限曲げ強度)を上回っていることを確認し、部材が曲げ降伏

することを保証すると共に、部材に要求する変形量(設計用保証変形〉以下で曲げ降伏後

のせん断破壊、あるいはその他の要因によって急激な耐力低下を生じないことを保証する

必要がある。すなわち、靭性部材に対する設計ではせん断強度のみならず、最大主主皮時以

降の変形能力(靭性〉を適切に評価することが重要になる。

そこで、本意ではまず、マクロモデルによる鉄筋コンデリート梁および柱の荷重一変形

解析法を提案する。提案する荷量一変形解析法は 2章で示した『若林 ・南理論』の考え方

を基礎としたものであり、事由力、曲げおよびせん断の組合せ応力状態にある部材に対して

せん断破績、曲げ破壊の区別なく統一的にせん断力一変形(相対部材角)関係を求めるこ

とが可能である。筆者らが行なった鉄筋コンクリート柱の曲げせん断実験のデータ 12体に

対して解析結果と実験結果を比較し、解析モデルの妥当性を検証する。さらに、せん断補

強筋比、主筋比、軸力比および柱長さ比についてパラメトリァク解析を実行し、鉄筋コン

ヲリート部材の変形iil?:力に及ぼす主妥椛成因子の影響を検討する。

また章の後半では、上記の荷量 変形解析法を応用して、学会指針に適用可能な靭性評

価式の誘導を行なう。 さらに、既往の曲げ破線が先行した実験データ 19体iこ対する評価式

の変形能力予d[lj:ti'j皮を検証し、実用設計式としての有効性を示す。

5.2 荷重一変形解析法の適用範囲と基本仮定

解{庁対象とする部材は、矩形断面で主筋が対者F配筋されており、かっ、せんItfr~Ii強筋が

主筋に垂直に配筋されている鉄筋コンクリート梁および柱とする。それらの部材には逆対

祢の曲げモーメントとせん位rrプ]が作用し、さらに、住の場合には一定量の!Jilll方向力が同時

に作用 しているものとする。なお、付音書IJ裂lUJi島告を生じる部材は適用車E聞外とする。

本E誌で示す荷量一変形解析法は、若林・南理論を拡張、応用したものである。したがっ
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て、鉄筋コンクリー卜部材は図2.1に示したような 「はり機術」と 「アーチ機櫛」の2種

類のせん断抵抗機構によってせん断力が伝達されるものと仮定する。また、コンヲリート

の引張強度は無視する。なお、若林 ・南理論は極限解析における下界定理を利用し、鉄筋

コンクリート部材の終局せん断強度のみに着目したものであり、鉄筋およびコンクリート

(:(共に完全剛塑性体と仮定している。しかし本解析では、鉄筋およびコンクリートの力学

的特性は材料試験から得られるものに近いものと仮定し、はり機構お よびアーチ機構の各

終局状態(最大強度時〉のみにおいて、コンクリート斜め圧縮束材の角度あるいは主筋お

よびせん断補強筋の応力皮分布などが若林・南理論で仮定したものと 一致するものとする。

解析の紙要は、以下の通りである。

まず、はり機椛およびアーチ機締のそれぞれが負担する断面幅および終局強度時l己負担

する軸力を若林 ・南理論によって与えられる負担割合によ って決定する (5.3節)。 各抵

抗機構をトラス材に置換し、それぞれに対して変形の適合条件と材料の構成条件を設定し、

任意の変形(相対部材角〉に対して応力の釣合条例二を満足させる ことによって各抵抗機構

のせん断力を求める (5.4節、 5.5節)。さらに、はり機椛と 7ーチ機構のそれぞれに対し

て得られたせん断力を累加することによって、鉄筋コンクリート部材としてのせん断力と

変形関係を求める (5.6節)。

5.3. はり機織およびアーチ機構の負担軸力

若林 ・南理論では、鉄筋コンクリート部材の終局せん断強度がはり機構による強度とア

ーチ機械による強度を累加することによって得られ、その理論解が問解で与えられるとこ

ろに特徴がある。 さらに、この理論では図5.1に示すように、各せん断抵抗機構の強度ベク

トルから終局強度時の負担せん断力および負担軸力を求めることができる。 図5.1の実線、

鮫線および点線は、それぞれ鉄筋コンデリート部材、はり機構およびアーチ機摘の n-q 

相関曲線を表わし、了、了.および了.はそれぞれの強度ベヲトルを示している。また、表

5，1には若林・南理論から得られた鉄筋コンクリート部材の n-q栂|矧方程式と、 終局強

度時におけるはり機椛およびアーチ機椛の無次元化負担せん断力(，q，および.q ，)とJ!l~Ö(元
化負担軸力(，n.および.n，)をそれぞれ示している泊。 なお、図5.11こ示される n-q相関

曲線上の特定点 :Xi (j=O-7)の{直および方程式に用いた記号は表2.3および表2.4による。

注) 各せん断抵抗機械の負担軸力および負担せん断力の表示方法について:

本意では荷量一変形解析法の誘導する上で、若林・南理論から求められる終局強度

時の負担力とそうでない場合の負担力を区別するために、特に終局強度時の場合には

各負担カの記号に添字 uを付けている。
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表5.I 鉄筋コンクリー卜部材の n-q相関方程式と

各せん断経抗機構の負担せん断力および負担軸力

n 0 ~五 n く n， Q.: 1-I4(n+2・φ)(l-n-2・φ)+η2 η) /2 ・・ ・・・・・・・・ (2-31) 

.Q. : 0 .Q. : Q. 

• n. : -2・φ .n" = n-lInU 

ーー-ーーーーー一一ーーーーーーーーーーーー一一ーーーーーー一一一一ーーーーーーーーーー一一ーーー・・-_ーーーーーーーー一一一一一ー一一一一一一一一一一一←一一一一一ーーーーー"・

n，亘 nく n2: q u :;:λ ，(n-n，)+Q， (2-32) 

.q. : 11'" -d，・ (q.-q，)/(q，-q，) .q. : q.-，q. 

Tsv =曹・ (d，+η) (n-n，)/(n，-n，)-2・φ .nu. ;: n-Tnω 

n1. ~ nく n. q.:ól -l~・ n.(I-n.)+17 '-17 )+1Jf 'd， 
.q. : 1Jf -d， 
，n. : 11'". (d，+η)-2・φ

nJ ~王 n < n. Q包 =δ(、/1+ηL刀)+11'"'d， 
b Q u ;:月V. d， 

bnll :: n-. n“ 

(2-33) 

.q. : Q.-，q. 

.nll :;:; n-tdl u 

(2-34 ) 

.Q. :δ(、/1+η に市)

.nu :;:δ 

ー-ーーーーーーーーーーーーーー一一一一ーーーーーー一一司ーーーーー一一ーーーーーーーーーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーー

n4 & nく n!i Qu;: 占 l、/4・nバI-n，)+η2ーη)+ 1Jf・d， (2-35) 

，Q. : ¥f 'd， .q， : q，-，Q， 

，n， : ¥f. (d，-η) +2・φ .nu :;: n-bs .. 

n 5 ~五 n < ne Q，， ;:λ ， (n-n，)+q， (2-36) 

.Q，: ¥f'dγ(q，-Q.)/(Q，-q，) .q， : q，-，Q， 

.n， : ¥f'(d，可)(n-n，)/(n，-II，)+2・φ.n"=-n-ttnu 
ー-一ー一 一一一一ーーーーーーーーーーーーーーーーーー-ーーーーーーーーーーーーー一司ーーーーーーーーー司一ーーーーーー』ーーーー田ーーーーーーー一一一---ー一一ー

ne ~ n孟 n， Q，: {-I4 (n-2φ) (1-n+2・φ)+η ，η1/2 ・・・ ・・・ (2-37)

bQ u ;: 0 .Q， : Q， 

.n也:2・φ .nll :;:; n-bnll 
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鰐主懇意思想現鰻鮎

はり機構およびアーチ機構に作用する初期負担紬力 tlNt および.~，は、鉄筋コンヲリー

卜部材に軸力のみが作用している状態で、平面保持仮定からi専られるコンクリート部分お

よび主筋部分の負担車Isカ・ cN，および，N，によって次式で与えられるものとする。

bN t = rN I ・・・・・・・ ・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・ ・・ ー・・・・ ・・・ (5-1 ) 

.N， = cN， .........ー・ ・・ ・・・・ ・・・・ ・ー・・・・・ ・・・・・・ー・・・・ (5-2) 

各抵抗機様の終局強度時における負担軸力

はり機構およびアーチ機構に対して、それぞれのせん断力ー変形関係における最大強度

時lζ作用する軸力は、原則的には、若林・南理論から求められる終局強度時の負担軸力 :

J姐および.N"で与えられるものとする。ただし、次節で述べるように、アーチ綴摘におけ

る最大強度時の部材角 .Ruがはり機椛における最大強度時部材角.Rulこ比して小さな場合に

は、雨模様の負担軸力は若林・ 南埋論によるものと若干異なる値を採る。

各抵抗機織の負担勅力

任意の部材角Rにおけるはり機構および7 チ機構の負担軸力 .NおよびJは、 Hとアー

チ楼情における最大強度時の部材角.R"の大小関係によ って次式で与えられるものとする。

R'玉.R植のとき

.N = (.N"-.N，)..Q/.Q凶+bN， ・・・ ・ ・・・・ ・・・・・・・・ ・・ ( 5-3) 

.N = N -.N . . . .. . ....・・・・・ ・・・・・・ ・・ (5-4) 

R> .R"のとき

.N = N - • N . . • . . . . . . . . . . . . . . . . . • • . . .ーー ・・・・・・・・ (5-5 ) 

• N = • Q. co l 8 " • • . . . . ・・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・ ・(5-6 ) 

ここに、 Aおよび.Q はそれぞれ任意の部材鈎におけるはり機構およ びアーチ機械による

負担せん断力であり、 .R"は後述の5.5. 5節で与えられる (5-77)式による。 また、(5-6)式

のe"/17ーチ機梢における最大強度時のコ ンヲリ ート 圧縮東材の材的と成す偽皮を表し、
~述の (5-7 1)式 (5.5. 4節〉で与えられる。
(ト 3)式は、部材角がR ~三 . R"の場合に図 5. 2に示すように、はり機械の負担制i力Jが負担
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bq 

-2・⑤

図5.2 はり機構の負担軸力

.はり俊構 0:各低抗機械の最大強度時

:アーチ機嫌

Q Q 

;戸¥二i
。 .Ru 。 .Ru 

(a) • R u;;:; • Ruの場合 (b) .Ru< .Ruの場合

図5.3 はり機構およびアーチ機構のせん断力一変形関係における仮定

せん断力.QIこ応じて初Wl勅カ.N，と般大強度目寺の負担軸力 .N.の聞で線形比例して変化する

ものと仮定したものである。 また、 (5-6)式はアーチ後椛において汲大強度に述した後の

コンクリー卜斜め圧縮東材に作用する応力の低下に伴う負担軸力の低下を考悠したもので

あり、(ト5)式はその低下分をはり機術に負担させることを意図したものである。

はり機椛における最大強度時部材角.R.が.R，に比して小さ な場合(図5.3 (a) )には、 R=

・R.の時点ではり機秘およびアーチ機鰐の負担制!力はそれぞれ.N.および.N.に迷し、さら
に、R=.R.となるまでそれらの紬力を維持した状態で両機構は変形するものとする。こ の

場合、 R=.R.-.R.において、はり機併の負担せん断力はI甚大負担せん断力，Quを維持する。

また、アーチ機構の負担せん断力の増加はコンクリート斜め圧縮束材の材車IUと成す角度。

が増加することによってもたらされ、 R=.Roで最大負担せん断力 .Quとなる。
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ー方、 .R.が.R.に比して大きな場合(図5.3 (b))には、 R;.R.の時点、ではり機械およひ'

7ーチ機構は共に最大せん断力を負担するものと仮定している。この場合、はり機構の負

担せん断力は .Quに比して小さな値を採るので、負担軸カも bNuとは異な勺た値となる((5 

-3)式)。 したがって、アーチ機械の負担せん断力および負担紬力も .Ouおよび.れとは異

なった値を採るが、負担せん断力については.Quとの差が極めて小さくなるので、このE査

を無視して、以後の計算を実行することにする。

各紙抗機構の負担断面幅

はり様様およびアーチ機構の負担断面幅 .bおよび.bについても、若林・南思論に従 っ

て次式で与えられるものとする。

ゐb; 2. .Q.!(d・Fc) ・・・・・ーー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ( 5ー7) 

.b;b-.b .............................ー・・・・ (5-8) 

5.4. はり機織におけるせん断力一変形関係

5.4.1 応力の釣合条件

はり機様は図5.4に示すように主筋、せん断補強筋、および断面闘が山で材紬と悼の角

度を成すコンクリ ート斜め圧縮束材で椛成されるものとする。材申由方向(以後、判方向と

いう。)の釣合いより、はり機椛の負担紬力Jは材端において主筋に作用する引張力.Tお

よび圧縮力.Cとコンデリートに作用する紬方向圧縮応力皮.σιによって

.N ; ，C -.T + .b'd.，σ1. ................ ・・・・ ・・・・ (5-9) 

と与えられる。ここで、主筋lこ生じる平均応力l支をσs(ただし、引張力を正とする.)お

よび引張主筋比をp，(; a，/(b'D)) とすると

.T-.C;2'p，・b.D.a s ...................... ・・ (5-10) 

となり、(ト9)式および(ト10)式より、事由方向圧縮応力皮bσLは次式で与えられる。

.σι = (2・p，・b.D・σ，+ .N)/(，b'd) ・・・ ・・ ・・・・・・・・・・・ 0 ・( 5ー11)
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4 7今b札
図5.4 はり機構

また、材軸と直交する方向(以後、横方向という。)の釣合いより、せん断繍強筋に作

用する引張応力度をσwおよびせん断織強筋比をPwとすると、コンクリートに作用する検

方向圧縮応力度.σ ，は次式で与えられる。

bσ. Pw.uw.b/.b ..............・・・・・・ ・ ・・・・・・ (5-12) 

一方、主筋に生じる平均付着応力度 τBは、部材長をLおよびコンクリート斜め圧縮東材

の応力度を.σdとすると

τ困 . .σ ，. s i n o・coso = (.T + .C)/(.b.L) ・・・・・・・・・・ ( 5-13) 

となる。また、材端に作用する曲(fモーメント Jとせん断力Aの聞には、

• Q = 2.. M/L = (. T + • C)・d/L ・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ ・・(5-14 ) 

の関係が成立する。したがって、コンクリ ー ト斜め圧縮束材の応力度bσeは、(5-13)式お

よび(ト14)式より

bσdコ.Q/ (. b. d . s i n世・cos世)
= (tan世 + col世)..τ ・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・ (ト15)

となる。ここで、 bτははり機構に生じる平均せん断応力皮である。

さらに、図5.5に示すようなコンクリートの微小要紫を考えると、 コンクリートの引猿

応力は無視しているので、材輸と φの角度を成す軸に直交する方向の応力J3tは Oとなり、

ばい bO'"・σaおよび.τ の悶には以下の関係が成立する。
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.σL;.r'coto ・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・ ・・・・・・ ・・ ・・・・・ (5-16) 

bσ;  .τ ・tan世 ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・ (5-17) 

bσd::::; bσL + .σ ， ・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・・・・ ・・ (5-18 ) 

/"" 

/ 7
 一4M

図5.5 コンクリート微小要素の応力度の釣合い

5.4.2. 変形の適合集{牛

はり機権における微小要素として、 図5.6に示すような一辺の長さが 1で、斜材の角度

が世の長方形トラ ス材を考える。幾何学的関係より、事由方向ひずみ度.εLによるせん断ひ

ずみ度.RL、横方向ひずみ度bεeによるせん断ひずみ度 .R，、および斜材のひずみ皮bεaに

よるせん断ひずみ皮.R，は、それぞれ次式で与えられる。

TR L = TεL 'cot o ・・ ・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・ (5-1 g) 

bR I :::. bε γtan o ..................・・・・・・ (5-20) 

bR d == bε ，.(tanql +cotql) ・・・・・・・ ・・ ・・・・・・・・・・・・ (5-21 ) 

したがって、総せん断ひずみ皮.Rは

bR = TRl + bRI + bRd 

; (.εL+' e ，) 'cotql + (.ε ，+.ε ，)・ lan世 ・・・・・・ ・・ (5-22 ) 

となる。本解t斤では、総せん断ひずみ皮Jがはり機術における倒対部材1可に相当するもの
とする。
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k...!.-一一↓ I J I 

"c，による
総ぜん額ひずみ :bR 包ん重苦ひずみ :bRL

図5.6 はり機械の変形の適合条件

5.4. 3. コンクリート斜め圧縮束材の角度

」-L一」
bedによる
ぜん豊富ひずみ :bRd

若林 南理論によれば、部材の終局せん断強度時におけるはり機構のコンデリート斜め

圧縮束材の材軸と成す角度¢は、主筋の材長に対する付着カR，が最大値を採るという条件

から、世;45と仮定している((2-3)式)。 本解析法でも、はり機桃の援大強度目寺以前の

変形過程におけるコンクリ ート 斜め圧縮東材の角度は若林・南理論lこ従って、

世 ; 45 ・・・・ ・・・・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ (5-23 ) 

と仮定する。一方、最大強度時以後の変形過程では、コンクリート斜め圧縮東材の角度は

負担せん断力.0に応じて変化するものと仮定し、次式で与える。

世;tan-I (.b'd'.σ1，/.0) .......................... (5-24) 

ここで、 .σ 川ははり機構の査を大強度時における コンヲリートに作用する横方向圧縮応

力度であり、はり機術および7ーチ機構のそれぞれにおける最大強度時の部材角 .R，お
よび.R，の大小関係によって、 (5-25)式および(5-26)式で与えられる。なお、 .R，は後述の

U.5節で与えられる (5-42)式による。

.R，;;; . R，のとき

.σ" = Fc/2 ・ -・・・・ ・・・・・・・・・・・ー・・・・・・・・・・・・・・ (5-25) 
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.R" > .R"のとき

.σtu;-bσ ，. ・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ー・・・・・・・・・・・・ ・・・ー・・ (5-26) 

こ己に、。σ 川 部材角.R"における繊方向圧縮応力度

(5-24)式1;1、最大強度時以降の変形過程においても、コンクリートに作用する依方向圧

縮応力度.σ ，が最大強度目寺の横方向圧縮応力皮 bGtuを維持するものと仮定し、 (5-17)5え

から求めたものである。なお、横方向圧縮応力皮が一定値を採ることは、せん断補強筋の

ひずみ度bεtが一定値を採ることに対応するが、本解析法でははり機構の辰大強度時以後

のせん断補強筋のひずみの増加およびそれに伴う応力の槍加は、すべて コンクリートの拘

束効果に寄与するものと考え、後述のはり機椛およびアーチ機構におけるコンクリート斜

め圧縮東材の応力ー ひずみ関係iこ考慮するものとした。

5.4.4. 構成材料の力学的特性

1;1.り機構を構成する主筋の平均応力皮σsと平均ひずみ皮 εsの関係は、弾性係数をEsと

すると(5-27)式で与えられる。

σs = Es'εs (ー εy~三E. !i ~εγ) ・・・・・ ・・・ (5-27 ) 

ここに、 εy:主筋の降伏ひずみ皮(ヲ|張を正とする。)

また、主筋の平均ひずみ皮 εsと軸方向ひずみ度uεLの聞には

εS = bεL + ，ε" ・・・・ .............・・・・・ ・・ ・・・・・・ (5-28) 

の関係が成立す る。ここで、バ"は主筋の初期ひずみ[j'{であり、次式で与えられる。

bεl I ;-σ ，，/Es = -，N，/(2'p，'b・D.Es) ・..........・(5-29) 

ここに、 σ" 主筋の初期応力!ft(引娠を正とする。)

せん断揃強筋の応力日Eσwとひずみ皮 εwの関係は (5-30)式で与えられる。

σw = Ews目 εw (O~玉 εw~εWy) ・・・・・・・ ・・・・・・・ (5-30 ) 

ここに、 E.s せん断補強筋の型ji性係数

εwy せん断術窃tiあの降伏ひずみ!ft
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σs σw 

σv tTwy 

εs εw 

ーσv

(a) 主筋 (b) せん断補強筋

図5.1 はり機構における主筋およびせん断補強筋の応力度一ひずみ度関係

また、せん断補強筋のひずみ度 εwと織方向ひずみ度bεtの簡には次式の関係がある。

εw = tε ............. ・・- ・・・・・・・・・・・・ ・・・・ ・・・・ (5-31) 

なお本解析では、主筋の平均ひずみ度εsは図2.1で示されるような一端で引張力が、他

端で圧縮力が作用する状態での材長に対する平均的なひずみ度として定義しており、材端

部での引張あるいは圧縮降伏による局部的な塑性ひずみは考慮していない。したがって、

(5-21)式lこ示されるように、 εsは常に降伏ひずみ皮εv以下であると仮定している (図5

7(a)参照)。 また、せん断繍強筋のひずみI.ltεwについても部材全体に分布するせん断総l

強筋の平均的なひずみ度を考えているため、局所的なせん断補強筋の降伏は考厳していな

い。 したがって、 εwも(5-30)式で与えられるように常に降伏ひずみ皮 εWY以下であると

仮定 している(図5.7 (b)参照)。

コンクリート斜め圧縮束材の応力J3t，σdとひずみ皮bεcの関係は、 Kent-Park式 (126】を

~考にして、 (5-32)式および (5-33)式で与えられるものとする(図 5 . 8参照)。 ただし、

本解析では、応力下降直線の勾配Z，の与えられ方が Kent-Park式とは異なり(ト34)式で与

えられるものとし、巌大応力時のひずみ皮ε。はコンクリート強度に拘らず一律に ε。;0.0 

02とした。さらに、 Kent-Park式では εOOhの値を横柄強筋体積上tp，を用いて算定している

が、本解析では略算的にコンクリートコアの面積をo.64・b.Dとし、せん断補強筋比Pwを用

いて算定するものとした。なお、 (5-32)式-(ト34)式においてコンデリート強度の単位は

kgf/cm'とする。
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bσ日

Fc+ーーー

bεc 。 ε。

図5.8 はり機構におけるコンク リー ト斜め圧縮束材の応力度一ひずみ度関係

.εc喜三 ε。のとき

bσ 。=Pc・{2・.e CIε。ー (.ε CIε。)'} ・・ ・・・・・・・・・・・・ (5-32) 
bεc>ε 。のとき

bσ ， = Pc' {l -Z.・(.εc-ε 。)} ・・・ ・・・ ・・ ・・・・・・・・・・(ト33)

Z. = レ 2・ν，f(2・(ε60"+ε8・hε 。)} ........ー・ ・・・・ ・(5-34 ) 
ここに、 ε.。包=(3+0. 0284'Pc)/(14. 21・Pc-1000)

ε60 b "" 15・Pw'(b/D+l) 'VO. 8'b/S./16 S.はせん断補強筋間隔

ν=  5・Pwo/Pw

ν， = 9・(n'+.005)

Pwo = w 0・PCIσWy
官。=2・φ/η

ただし、 n= N/(b-D-Pc)ミ D

ただし、 σwy孟400，lpc

(2-16)式

(ト34)式は、 Kent-Park式で定義されている横補強筋による拘束効果を考慮した応力下

降直線の勾配に、さらに、限界せん断補強筋比Pwoに対するせん断補強筋比の比率の影響を

考慮した係数 ν1、および軸力比の彫響を考慮した係数 νzをそれぞれ乗じたものである o

u、限界せん断補強筋比は 2寧でも述べたように、若林 南理論によるはり機構におト
て、 上端および下端主筋を共に降伏させるのに必要な最少せん断補強筋比である。したが

勺て、 係数レ hは曲げ降伏破域に対する余裕度の彫響を下降勾配に考慮することを意図し

たものである。ま た、係数 ν1およびJ)，については、筆者らの行なった鉄筋コ ンクリート

住の曲げせん断実験 (122)を参考にして経験的i己定めた。

なお、コンクリート斜め圧縮東材のひずみ皮bεcとトラスモデルにおける斜材のひずみ
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なお、コンクリート斜め圧縮東材のひずみ皮bεcとトラスモデルにおける斜材のひずみ

度.εdの聞には次式の関係がある。

.εC = bε ， ・・・ ・・ ・ ・ ・・・ ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ (5-35 ) 

5_4_5 はり機構におけるせん断力一変形関係

軸方向ひずみ度， o Lと負担せん断力，Qの関係は、(5ー11)式、(ト16)式、 (5-27)式、 (5-2 

8)式および(ト29)式より

.εL = (，Q・coto -，N+，N，)/(2・p，-b -D -E，) ・・・・ ・・・・ ・(5-36) 

と与えられる。軽量方向ひずみ度，e，については、(5-12)式、(5-17)式、(ト30)式および(5

寸1)式より (5-37)式を得る。

.ε=  ，Q-tanO/(pw-b-d-Ew，) ・・ ・・・ ・・・・・・・・・・ ・・・ (5-37) 

さらに、斜材のひずみ度.εeは、(ト15)式、 (5-23)式、 (5-24)式、{ト32)式、 (5-33)式

および(5-35)式より、 (5-38)式および(5-39)式で与えられる。

最大強度時以前 (R~.R.のとき)

b e d = ε。-(1 - ";1 -hQ/(，b-d-F，)} ・・ ・・・ ・・・ ・・・・・ (5-38 ) 

最大強度目寺以降 (R>.R，のとき)

.ε ， =ε 。+ (1 - [1 + I，Q/(，b-d-，σ，，)} 'J・bσ ，./f，)/z. 

(5-39 ) 

Itり機構のせん断力 変形関係は、最大強度時以前に対しては (5-22)式、 (5-23)式、 (5

司36)式、(ト37)式および(5-38)式によって (5-40)式で、また、最大強度以降に対しては (5

-11)式、(ト24)式、 (5-36)式、 (5-37)式および (5-39)式によって (5-41)式でそれぞれ与え

bれる。

晶大強度時以前

n bQ-TN+bN， 
bn: :: 

2 -p，・b-D・E，
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+ 2 -e 0 -(1一戸主主) (5-40) 
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最大強度時以降

.R = 
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.Q・tan%世
+ ー一一ー一一ーーー一ーーー一ーー
pw・b.d.Ew，

+ (tano +cot引 [ε。斗-11 + (ー .Q )' j ヰニ 1
!.. .b. d・ba I u F C 'Zb 

(5-41 ) 

ここに、世は (5-2 4)式による。

また、最大強度時の部材角.R，は (5-40)式より、次式で与えられる。

bQu-TNu+TN. tQg 

山 =ττ訂正+工工日;7+2ε。...........(ト42)

5.4.6. (まり機構におげるま筋の応力

主筋に生じる平均応力皮σsと負担せん断力，Qの間には、 (5-27)式、 (5-28)式、(ト29)

式および(5-36)式より

a， = (， Q. co l o -， N) / (2・p，. b. D) ー ・・・・・ ・・ ・・・ ・・ ・・・・ (5-43 ) 

の関係が成立する。また、上式に(5-3)式を代入することによって次式を得る。

σ， = I，Q.colo -(，N，-，N，).，Q/，Q“- ，N，}/(2.p，.b.D) 

(5-44) 

一方、はり機構の最大強度時における負担制l力は、主筋の平均応力度をσuとすると(5 

-43)式より

，N. = ，Q.coto -2.p，・b.Dσs切 ・・・・・ ・・・・・ ・・ (5-45) 

と与えられ、さらに、 (5-29)式で与えられる主筋の初期応力皮σ引を考!tl.すれば、(トw
式l;t(ト46)式となる。

σ， = (σ ，.-σ ，，). ，Q/，Q. + σ"  ・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・ (5-46) 
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材端部における引張。むlおよび圧縮由1)の主筋の応力度をそれぞれσuおよびσ日(共に引

張を正とする。)とすると、両者には(5寸 0)式より次式の関係が成立する。

σs = (σ ，. + σsc)/2 ・ ・・・・ ・・ ・・・・ ・・・・・・・・・ ・・・ (5-47) 

また、図5.9に示すはり機械の Tn-bQ相関幽線より、終局せん臨Fr強度時における負担紬カ

比が，n，三五回2・φ+1!' . (d I +甲)の場合には(ただし、1!'> 2φ/刀のときは官=2φ/η とする。

記号は表 2を参照)、引張主筋がl降伏している状態にある。したがうて、 σ，.およびσ日

は、 σ引 =σγの条件の下で(ト46)式および(5-41)式 lこよって

σ，. = (σy -σ，，)・，o/，Q，+ σ"  ・・・・・・・・・・ ・・・ ・(5-48) 

σ$C :; 2 σ， -σ"  ・・ ・・・・・ ・・・・ ・・(5-49) 

と求められる。同様にして、，n，孟2・φ+1!'.(d. -1) )の場合には、圧縮主筋が降伏する条件

より、

σsc = -(σy + σ，，). ，Q/，仏， + σ" ・・・・・ ・・・ ・・ ・・ ・( 5-50) 

σs‘ = 2 σs σH  ー・ ・・・・ ・・・・・ (5-51) 

となる。一方、終局せん断強度時に主筋は未降伏で、せん断補強筋のみが降伏している状

態、すなわち、ー2・φ+1!'・ (dI +η)く，n，く 2・φ+1!'・ (d1-/7 )の場合には、(5-52)式から (5-5

5)式で与えられる。

bn 

図5.9 • n-. q相関曲線
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IInu~玉， Q 凶のとき

σS I =: {IC I σy -σ")'，0/，0， + σ霊 t ・・ ・・・・・・・ ・・(5-52) 

a s c =: 2・a，-σSI ............・・ (5-53) 

ここに、1(， = 111'. (d ，+ '7 ) -， n.} / (2・φ)

IInu> IIQuのとき

σsc =: ー(..:c'σy + σ，，)'，O/，Q. + σ51 ・・ ・・・・ ・・・・ (5-54) 

σS I =: 2. a s - σsc ・・・ ・・・・・・・・・・・ (5-55 ) 

ここに、 κc = -{ 11' . (d ，-η) -，n.} /(2・φ)

以上示したように、本解析法では主筋の応力皮分布を線形と仮定しているため、両材端

部における主筋の応力度、および材中央部における主筋の応力皮(平均応力皮〉を負担せ

ん断力から簡単に求めることができる。

U. アーチ機構におけるせん断力一変形関係

5.5.1. 応力の釣合条件

アーチ機構は図5.10 Ii:示すような断面幅が，bで、材紬と 8の角度を成すコンヲリート斜

め圧縮東材のみによって構成されるものとする。軸方向および横方向の釣合いより、アー

チ機構の負担給力，Nおよび負担せん断力，Qは、軸方向圧縮応力度.σおよび平均せん断応

力皮，Tによってそれぞれ次式で与えられる。

.N = ，b.D'k'，σ ・・・・・ ・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・ (5-56 ) 

，Q = .b'D'k'，τ ・・・・・・ ・・・・・・・・・・ ・・・・ ・・・ ・ ・・ 田(5-57 ) 

ここに、 k:断面せいDIこ対するコンクリート斜め圧縮束材のせいの比

また、幾何学的関係により、 .σおよび.τ とコンデリート斜め圧縮束材の応力皮，a，の

問lこは次式が成立する。

.σ = ，σCI 'cos:Z e ・・・・・・ ・・ ・・・・・・・ ・・・・・・・ (5-58) 

.τ=  .σ" s i n e・COSe . . ......... . . . .. ... . . . ..... .・ (5-5 9) 

一方、 断面せい比kについても幾何学的に(5-60)式となる。
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a↓手札
崎M

aぺLσjf医彊豆三lr
アーチ機構図5.10 

(5-60) 

したがって、コンクリート斜め圧縮束材の応力度.σaと負担せん断力.Qの関係は、(5-5 
1)式、 (5-59)式および(ト60)式より、次式で与えられる。

k'I- 'l'lan8 

(5-61) .σ" (1 + cot'8)・.Q/{(col8 -早)ー.b. D) 

変形の適合条件

アーチ機織における部材変形は、図5.j j (a)に示されるような剛体回転によって与えられ

るものと仮定する。 したがって、アーチ機締における変形要素としては、コンクリート斜

め圧縮東材のひずみ度のみを考慮する。ここで、はり機構の場合と同様に、コンクリート

斜め圧縮束材において一辺の長さが 1で、斜材の角度が8の長方形トラス材(図5.11 (b)) 
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アーチ機構の変形の適合案件
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を考え、斜材のひずみ度を.εdとすると、せん断ひずみ度.Rは次式で与えられる。

.R = .εd・(tane + cote) ・・・ー・・・ ・・・・・..... ・・・・ (5-62) 

ζのせん断ひずみ度.Rがアーチ機僚における相対部材角に相当するものと仮定する。

5，5， J， コンクリート斜め庄結束材の力学的特性

7ーチ機構におけるコンクリート斜め圧縮東材の応力皮・a.とひずみ度.εcの関係は、

修正Kent-Park式 (126)を参考に して、 (5-63)式および(5-64)式で与えられるものとする

(図5，12参照)。 ただし、この場合もはり機構の場合と同様に、応力下降直線の勾配Z.は

5，4，4節で示した係数νz および νzを考慮することによって、 (5-66)式で与えられるもの

とする。また、強度割増し係数Hについても、文献[126Jでは横補強筋体積比Psの関数で与

えられているが、本解析では略算的にコアコンタリートの面積を0，8bx 0， 8Dとし、せん断

補強筋比pwを用いて(ト65)式で与えられるものとする。なお、(5-63)式-(5-66)式におけ

るコンク リート強度の単位はkgfjcm'とする。

. εc~ K.ε 。のとき

.σ. = K.Pc' [2・.ε c!(K・ε。)ー f.εc!(K・ε。)}'J ・・・・ (ト63)
.ε亡>K.ε 。のとき

.σ. = K.Fc' (1 -Z..(.εc-K ε。)} ...............・・ (5-64 ) 

KFc 

i I unconfined仙 =0)

IIK.eo aec 

o ε。

図5・11 アーチ機構におげるコンクリート斜め圧縮束材の応力度ーひずみ度関係
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K ; 1 + 1. 25・(b/D+l)・pw・σwy/Fc ・・・・ ・・ ・・・・・・・ ・・(5-65) 

Z. ; ν，. " ，/ (2・(ε..・+ε60b-K.ε 。)) ・・・・ ・・・・・ ・・・・ (5-66) 
ここに、 νt、νhε".、ε...およびε。は(ト34)王えによる。

なお、コンヲリート斜め圧縮東材のひずみ度 .εcと トラスモデノレにおける斜材のひず

み度.εeの聞には

.εc = .ε， + .ε" ・・・・・ ー・・・ ・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・ (5-67 ) 

の関係があるo ここで、 .ε"はアーチ機構の負担軸力による初期ひずみ皮であり、 (5-6
3)式より次式で与えられる。

.ε" エ K. E。・ (1--v'1 _ .N/(.b.D.K・Fc)) ・・・・ ・・・・ (ト68)

5.5.4. コンク リー 卜斜め圧縮束材の角度

アーチ機構における負担軸力Jと負担せん断力Aの聞には、 (5-56) 式~ (5-59)式より次
式の関係が成立する。

.N ; .Q.cot8 ・・・・ ・ (5-69) 

最大強度目寺以前 (R主2・R.)におけるコンヲリート斜め圧縮東材の角度目 1;1:、 (5-69)式に
より

。;tan-' (.Q/.N) ・・ ・・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・・・ ・・・ ・・・ ・・ ・・ ・(5-70) 

と与えられ、負担軸カと負担せん断力の関係によって圧縮素材の角度が変化するものとし

むなお、最大強度時の圧縮束材の角度8.は、負担軸カが.N.で、かっ、東材の応力がk

.rcであることを考慮して、(5-56)式、 (5-58)式および(ト60)式より

D.= tan-' [ -;. 0b 口早 2)Zhn2-l- ・bにc~ll
(ト71) 
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とf専られる。一方、最大強度時以降 (R>.R.lにおける圧縮東材の角度は、

e • e‘... 
(ト72)

と一定値を採るものと仮定する。したがって、最大強度時以降のアーチ機併の負担軸力は

(ト69)式からも明らかなように、負担せん断力の減少に伴 って低下することになる。 この

低下分は、 5.3節でも述べたようにはり機械において負担されるものとする((ト5)式)。

5.5. 5. アーチ機備におげるせん断力一変形関係

アーチ機絡におけるトラスモデルの斜材のひずみ度.εaは、(ト63)式ベ5-64)式.(5-67) 

式および(5-68)式より 、(5-13)式および(5-14)式で与えられる。

最大強度時以前 (R;<;;• R.のとき)

• e d • K.ε 。 • (.Jl -.N/(.b'O.K'Fc) -.Jl -.σ ，!(X'Fc)} 

(5-73 ) 

最大強度時以降 (R>.R，のとき)

• e d = K.ε。.、1I-.N!(.b'O'X'Fc) + {I -.σ，!(X'Fc)}!Z. 

(5-14) 

ただし、 (5-73)式および(ト74)式における .σdは(5-61)式による。

アーチ機構のせん断力 変形関係は、母大強度時以前に対しては (5-62)式および(ト10) 

式によって(ト15)式で、また、最大強度目寺以降に対しては(ト62)式および(5-12)式によっ

て(ト16)式でそれぞれ与えられる。

経大強度時以前

• R • .ε。・ (.Q'+.N')!(.Q'.N) ・ ・・・・・・・・ ・・ ・・・・・ ・・・・ (5-75) 

ただ し、 .εeは(5-73)式による。

鼠大強度目寺以降

• R • .εa・(lane.+ cole.) ・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・ ・・・・ ( 5-16) 

ただし、 .εaおよびe.は、それぞれ (5-14)式および (5-7J )式による。
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また、最大強度時の部材角 .R，は、 .N=.N，、 .σ.=K'F cおよびe= e ，を考慮して、 (5-62)
:t.および(5-73)式より

• R， = K・e0・-11-.N，/(.b・D.K. F c)・(tane，+ cote，) ・ー・・・ (5-77) 

と与えられる。

5.6 鉄筋コンクリ ト部材のせん断力ー変形関係

鉄筋コンクリ ー ト部材のせん断力Qは、はり機摘の負担せん断力Aとアーチ機構の負担

せん断力.Qによって次式で与えられる。

。=.Q + • Q ・・・・・・ ・・ 目・・・ ・・・・・ ・・ ・・・ ・・・・・ ・・・ ・(5-78 ) 

以下に、本理論による鉄筋コンクリート部材の荷量一変形解析の手順を示す。なお、図

1.131ζは計算プログラムのフローチャートを示している。

(1)若林 ・南理論による鉄筋コンデリート部材の終局強度時におけるはり機様およびア

ーチ機構の負担せん断力、負担軸カおよび負担断面幅の計算(表5.1、(5.7)式およ

び(5.8)式)。

(2)各抵抗機構に用いるコンクリートモデルの諸係数の計算((ト34)式.(5-65)式.(5-6 

6)式)。

(3)各抵抗機構の初期負担軸力の計算((ト1)式ベト2)式)。

(4)各抵抗機構における最大強度時の部材角の計算((ト42)式‘ (5-77)式)。

(5)部材角の入力。

(6) R~ .R.の判定。

R豆，R.の!g¥合

(7)はり機構の負担せん断力および負担車111力と 7ーチ機械の負担申111力の計算((5-40)式

もしくは (5-41)式ベト3)式、(ト4)式)。

(S) 7ーテ機構の負担せん断力の計算 ((5-75)式)。

R> ，R.の場合

(1")アーチ機構の負担せん断力および負担割h力とはり機椛の負担車IUカのili"p: ((ト76)式、
(ト5)式、(ト6)式)。

(8')はり機術の負担せん断力の計算 ((ト41)式〕。
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(9)鉄筋コンク リート部材のせん断力、主筋の応力度などの計算および出力((ト78)式、

(5-43)式〉。

なお、(7)と (8)あるいは (7')と (8')では、フローチャートに示すように適当なせん断力

( ，Qおよび.Q) を仮定して部材角(，Rおよび.R)を求め、その部材角が入力部材角に等

しくなるように繰り返し収束計算を行ない、せん断力を求める。

耳目

(1) 

(') 

1
 
3
 
{
 

(0 

(5) 

図5.13 鉄筋コンクリート部材の荷重一変形解析手)1頂
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5.7. 既往の実駿デ タによる解析モデルの妥当性の検証

本章で示した鉄筋コンクリ ート部材の荷重一変形解析法の妥当性を検証するために、既

往の鉄筋コンク Vート往の曲げせん断実験データ 12体c"・'‘ 12.1Jに対して、 実験結果と

解析結果を比較したものを図5.14から図5.18に示す。同図には、各試験体に対しでせん断

力自と栂対部材角Rの関係、および主筋の平均ひずみ度 εsとRの関係をそれぞれ示しており、

実線が解析値を、点線が実験値ーをそれぞれ表わす。なお、平均ひずみ度の実験値は、各試

験体の上端および下端主筋に対して部材中央部で測定さ れたひずみ皮の平均値であり、各

サイクルの除荷点での値を述給して表わしている。 また、 Q-R関係におけるO印は解析に

よる最大強度時を表わしており、 .印はひび害IJれ発生時の理論値を示す。

ひび割れ強度の計算値QCRlません断嫡強筋比pwと限界せん断補強筋比Pwo(=官。'Fc/σ町)

の関係、 輸カ比 nおよび往長さ比 ηの大きさによって、 (5-79)式-(5-81)式によって評価

した。すなわち、 p"孟pw。の場合には曲げ降伏が先行するものとして、ひび害IJれ強度を曲

げひび割れ強度で評価 した((ト79)式)。一方、 pwくPwoの場合にはせん断面:IU患が先行す

るものと して、住頭部から柱細部iこ対角線状にせん断ひび割れが生じると予想される部材

については (5-80)式で、また、柱頭および柱脚の偶角部に発生した斜張力ひび割れが剛f生

低下の要因となると予想される部材に対しては (5-81)式によって、それぞれひび割れ強度

を算定した。

pw孟Pw。の場合

QCR = 2・(F，+ n'Fc) 'Z./L .........・・・・・・・・ ・・・・・・ (5-79) 

PwくPw。の場合

早<2.5かっ n>0.2のとき

Qc R = 、IF，・(F，+ n' Fc)・b'O/l.5 ・・・・・・・・・ ・・・・・・ー (5-80) 

その1也のとき

QCR = F， 'b'O/l. 5 ・・・・・・ e ・・ ・・・・・・ ・・・ ・・・・・・ ・・・・・ (5-81) 

ここに、 Z.:有効断面係数

F， コンデリートのひび割れ強度(r，=l.6v'Fc) 

また、ひびilJれ発生時の部材角の計算は次式によった。

Rc民= {I.' /(12・Ec'lc)+ k/(Gc'b'O)I'Qc鴎 ・・・・ ・(5-82)

ここに、 Ec コンクリートの弾性係数
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G， :コンデリートのせん断様性係数

1，コンクリートの断面二次モーメント

k 比例定数 0=1. 2) 

図5.l4、図5.15および図5.l6は文献[122)に示されたせん断理主主主先行型の試験体の実験

結果と解析結果をそれぞれせん断補強筋比、事由力比および往長さ比別に比較したものであ

る。 5.4. 4節で述べたように、本解析におけるコンデリートモデルの係数 ν1 およびνzは、

これらの実験結果を参考に定めている。したがって、震大強度時以降の変形過程における

解析値と実験値の対応は良好である。一方、最大強度時以前の変形過程でも解析値は実験

値を慨ね評価できているが、若干剛1生を低く評価する傾向にある。特に、柱長さ比および

紬力比が大きくなるほどその傾向が顕著に現われている。この原因としては、本解析では

斜張力ひび害IJれが生じた後の鉄筋コンクリート部材を想定して各せん断抵抗機械をモデル

化しており、コンクリートの引張強度を無視し、主筋とコンヲリートの相互作用(テンシ

ヨンスティ 7ニング効果)なども考慮していないことが挙げられよう。特に、コンヲリー

ト強度が直接的に影響を及ぼすアーチ機格においては、柱長さ比および紬力比が大きくな

るほどコンクリ ー ト斜め圧縮京材の角度が減少し、 (5-62)式からも分かるようにトラスの

耐性が低下する。しかしながら、実際には、引張東材による負担せん断力の増加や圧縮コ

ンタワートの応力震心位置が圧縮縁よりに存在することなどによって、仮定したトラスモ

テ'ルよりも弾性的な変形機様が形成されているものと惟察される。

なお、最大強度時の部材角については、かなり良い精度で評価できており、図中に破線

で示したように、 (5-79)式から (5-82)式によるひび割れ強度と併用してスケルトンカーブ

を理論的に求めることも可能である。

一方、主筋の平均応力度については、実験値は部材がI置大積11'Ji.'に達する付近までは部材

角の増加に伴って引張応力が増加する傾向にあるが、最大強度目寺以降では逆に引張応力が

娘少し圧縮fiiIJに転移する傾向が認められる。解析伎は最大強度目寺以前においては実験値に

比して過大となる傾向があるものの、実験値の推移状況を厳大強度時以降におけるまで~
t;lj邸時できている。また、解t庁f自の実験f直に対する迎合精度は、脆性的なJjJJi泌が回避でき、

ある程度の変形能力を有する試殺体ほど良好である。したがって、最大強度l時以降におい

てアーチ機併の圧縮東材の劣化に伴う負担中111力の低下分がはり機怖によって負担される、

とい う本解析の仮定はある程度妥当性を有するものと考えらる。

図ι17は文献[92)に示されている平行配筋柱試験体PU08l、PU083およびI'U085の実験結

果と解缶詰果を比較したものである。これら 3 体は軸力よとのみが~~なるデータであり、す
べて経大強度時に主筋が曲げ降伏している。せん断力一変形関係にl却しては、各試験{本共

明力比の大きさに拘らず、実験結果と解析結果の対応は良好であり、本解析放が幽げ除

世先行型の部材に対しでも有効である乙とが示されている。また、スケルトンカーブにづ
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いても、理論値が最大強度時部材角を若干小さく評価する傾向があるものの、かなりの精

度で実験結果を評価でき ている。なお、愚大強度時以前の荷量 変形関係に着目すると、

せん断破犠先行型のデータ と同織に軸力比が大きくなるほど、解析結果は実感結果に対し

て若干過小評価と なる傾向が認められるが、これ らのデータのようにせん断補強筋比がPW

'0.76%と比較的大きい場合には、解析結果と実験結果に大差がない結果となっている。こ

の理由は、せん断織強筋比が増加するほどはり機機による .Q-.R曲線の岡IJt生が大きくなる

こと((5-40)式)に加えて、部材の初期剛1生に影響を及ぼすアーチ機構の負担割合が減少

するためであると考えりれる。したがって、はり機構のせん断強度負担率が大きい部材ほ

ど、最大強度時以前における解析精度が向上する傾向にあ ると言えよう。

主筋の平均応力度一変形関係については、せん断破壊先行型のデータの場合とは逆に最

大強度時以前に おける解析結果と実験結果の対応は良好である。しかし、最大強度時以降

では、解析値が実験値を過小評価する結果となっている。この原因は、材端部で主筋が引

張降伏した後、降伏領域が部材内部へ伸展したことによって、部材中央部での引張ひずみ

が増加したためであ る。

図5.18には文献[94]における平行配筋往試験体P470およびP63 5に対する検討結果を示し

ている。これらのデータはそれぞれ470kgf/cm'および650kgf/cm'の高強度コンクリートを

使用したものであ り、部材の最大強度時に主筋の引張降伏が確認されている。せん断力一

変形関係および主筋の平均応力皮一変形関係共に、コンヲリー卜強度の相遂に拘 らず解析

結果が実験結果を精度よく追跡できており、本解析法が高強度コンクリートを使用した部

材に対 しでも有効であることが示されている。なお、せん断力一変形関係については、コ

ンヲリー ト強度が高い部材ほど最大強度時以前の変形過程で解析による耐力が実験値を若

干過小評価する傾向が認められる。また、主筋の平均応力度一変形関係に関しては、図5.

11と同様に材端部での主筋の引張l降伏の影響で、最大強度目寺以降において解析値が実験値

を過小評価する結果となっている。

図5.14から図5.18で示されたように、本解析法はせん臨rr破壊先行型あるいは曲げ破嬢先

行型の区lJlJなく、コンクリート強度が tco600kgf/cm'程度までの鉄筋コンクリート部材の

せん断力一変形関係を統一的に評価することが可能である。また、主iあの平均応力一変形

関係の検証結果からも、解析で仮定した 7 クロモデルの妥当性、有効性を舵認することが

でき る。
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5.8. 鉄筋コンクりート部材のせん断力一変形関係に及lます主要構成因子の影襲

本解析法によ って得られる鉄筋コンデリート部材のせん断力一変形関係に対して、部材

白主要構成因子がどのような影響を及ぼすかを調べるために、せん断補強筋係数官、住長

さ比司、車由力上tnおよび引張鉄筋係数φに関して行なったパラメトリソデ解析の結果を図

5.19に示す。同図は無次元化せん断力qと相対部材角買の関係によって表現しており、 0印

1i7ーチ機構における最大強度時を、 .印ははり機構における最大強度時をそれぞれ示し

ている。

(，)せん断補強筋係数Vの影響

図5.19 (a)にせん断補強筋係数が1jf=0. 03、O.05、O.10およびO.15の場合についてせん断

力ー変形曲線を比較したものを示す。 解析対象とした部材は、 d，=0. 8、η=2、φ=0.10お

よびn=O.3とした。

鉄筋コンクリート部材の最大強度は、官の増加に伴って土盟加する。しかし、官が限界せ

ん断続強筋係数1jf0 (= 2・φ/η:この湯合には1jf=0. 10'ζ相当する.)以上の場合には、1jf

B増加に伴う最大強度の増加割合は極めて少なくなる。最大強度時の部材角は1jfの増加に

伴い若干減少する傾向があるが、1jfの値に拘らずR=0.006rad.程度となっている。さらに、

最大強度時の部材角は、1jfが比較的少ない場合にはアーチ綴梼の最大強度I待部材角で決ま

っているが、曹が増加するに従つてはり機併による巌大強度時部材角で決定される傾向が

ある。最大強度時以降に関しては、官が増加するほど変形能力が増加しており、特に、曹

三官。の場合には強度劣化の少ないせん断力一変形曲線が得られることが示される。

(b)柱長さ比nの影響

図5.19 (b)に柱長さ比1)=2、3、4および5の場合のせん断力一変形曲線を比較したものを

示す。解析対象は、 d，=0. 8、1jf=0. 05、φ=0.10およひ(n=O.3の部材である。

部材の最大強度に関しては早が減少するほど増加し、かっ、その増加害IJ合は甲が小さな

場合ほど大きくなっている。最大強度n寺の部材角は ηがt首加するに従って若干減少し、 11=

u川伽ad程度となっている。また、 ηの泊加に伴ってアーチ酬における般大強
?時部材角が急地する傾向にあり、その結果、部材の最大強度附材角を決定する抵抗機

唱がアーチ機祈からはり機椛に移行している。最大強度H寺以降の変形能力については ηが

増加するほど向上しているが、その皮合は qが小さな場合ほど顕著である。 作

(c)軸力比nの影響

図5.19 (c)に事lUカj土 11=0.1、O.2、O.3およびO.4の場合についてせん断力ー変形曲線を比

慢したものを示す。解析対象とした部材は、 d，=0.8， 1) =2、yr=0.10およびφ=0.10とした。
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解析対象とした軸力比の範囲では、 nの増加に伴って最大強度が増加する(ただし、本解

析法によれば、 n>0.5の場合にはnの増加に伴って最大強度は減少する傾向にある)。部材

申最大強度時部材角については、解析対象とした部材がw= w 0 < =0. 10)であるため、制l

力比{ζ拘らずはり綴携の五重大強度時部材角で決定されており、ト0.006rad.程度となゥて

いる。 また、最大強度時以降に関しては、 nが増加するに従って強度劣化が大きくなり、

かっ、高紬力になるほどnの地11日に伴う強度劣化の進行度合は大きくなる。

(d)引張主筋比φの影響

図5.19 (d)には、 dI =0. 8、η=2、w=0.08 、およびn~O. 3の部材を解析対象として引張主

筋比申=0.05、O.10、0・15およびO.20の場合に対するせん断力一変形曲線を比較している。

部材の最大強度に関しては、 φが増加するほど増加する傾向にある が、 φ>0.15の場合

にはほとんど増加していな L、。この理由は、解析対象とした部材ではφ>0・15の場合に長

大強度がせん断術強筋の降伏によって決定され、 φに依存しなくなるためである。最大強

置時部材角については φ の地加叫って増加し、阿川~O 附ad 程度となっている?
さらに、。が増加するに従って、最大強度時部材角を決定する js:抗機t誌がはり機械からア

ーチ機構に移行する傾向にある。辰大強度目寺以降に関しては、 φが増加するほど強度劣化

が大きくなっている。

上記の検討結果を要約すると、

① せん断補強筋係数の増加に伴って最大強度および変形能力共に増加する

②柱長さ比の増加に伴って最大強度は減少するが、変形能力はi首加する

@軸カ比のt普加に伴って最大強度は増加するが、変形能力は減少する

@引張主筋係数のf曽力日に伴って最大強度は地方日するが、変形能力は減少する

!なり、既往の鉄筋コンヲリ ート部材の実験から得られる一般的な特と合致する点が多

11， したがって、鑓案した荷量一変形解街法、あるいは解析モデルはある程度の蕗合性を

有するものであると言えよう。

また、各部材のはり 機構における最大強度時部材角 .R，(・印)およびア チ織併にお

!油大強度時部材向 れ <0印)と部材の変形能力の酬に沼目すると、 .R，<ムの場

合IC変形@カが極めて少なく、 I脆性的な性状を示す解析結果となっているものが名 l'0却

に、，R，;;;;.Rωの場合には脆性的な酬を示すものは認められず、 .R， fl(増加するtム:
変形能力は向上する傾向が認められる。

そこで、図5.19に示した部材の中から、 iiii者および後者に属する代表的なものについて、

liり骨量柿およびアーチ機椛によるせん断力一変形関係を比鮫したものを図5.20に示す。図:f実線、点線および破線は、それぞれ鉄筋コンデリート宮悦はり機構およひ'アーチ機
時りせん断力一変形関係を表わしている。 図5.20 (a)は・R，く，R，の上品合の代表例であり、
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図ι19(a)における曹司.05.もしくは (b)における甲 ;2の部材の Q-R飽線1<:相当する。ま

た、図ι20の(b)および(c)は .R，.主，R，の場合の代表例であり、それぞれ図5.19 (a)におけ

るIji=0. 15の部材、および同図(b)における甲吋の部材に対する q-R幽線に相当する。

図5.20の(a)と(b)を比較すると、官が増加することによってはり機織の負担せん断力は

増加するが、アーチ機構の負担せん断力は織少することが認められる。この原因は、 qrが

増加することによってはり機構の負担軸力が増加し、逆に、アーチ機構の負担せん断力が

鯨少するためである。また、最大強度時の部材角については、Vの増加に伴いはり機構で

It減少するが、アーチ機構では増加する傾向にある。

ー方、図5.20の(a)と(c)を比較すると、はり機携は叩の値に関係なくほぼ一定のせん断

力を負担するが、アーチ機械の負担せん断力は ηの増加に伴って減少することが示される。

さらに、アーチ様様では司の増加に伴って最大強度時の部材角が増加し、かっ、長大強度

時以降の変形能力が向上している。

以上示したように、鉄筋コンクリ ート 部材の変形能力はア ーチ機傍の変形能力に大きく

依存する。したがって、鉄筋コンクリー 卜部材の靭性の向上を図るためには、ア ーチ機械

による負担せん断力および負担勃カを低減 し、 逆にはり機続の負担せん断力を増加させる

ことが肝要である。この解析的知見は、鉄筋コンクリート部材の靭性向上を図るために従

来から採られてきた方法、すなわち、せん断補強筋の埼盤、短柱化の回避、作用幼力およ

び主筋量の制限、の正当性を理論的に裏付けるものである。
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U. 鉄筋コンクリート部材の靭性評価式

5.1節で示したように、 本章で提案した解析法によって、鉄筋コンクリート部材の荷量

ー変形関係を+分な精度で追跡することができる。特に、靭1生評価lζ不可欠な最大強度時

以降の荷重一変形特性に関しては、部材の主要椛成因子の影響が解析結果に適切に反映さ

れており、変形の増加に伴う耐力劣化の度合を解析的に求めることが可能である。しかし

ながら、図5.13からも分かるように解析手11闘が複雑であり、耐震設計法に適用する靭性評

価法としては実用性に欠ける。また、設計法で対象とする靭性評価法では部材の荷重一変

形関係そのものを彼定する必要はなく、設計で許容する限界状態における変形能力(限界

部材角)を評価することができればよい。

そこで、本節では荷重一変形解析結果に基づいた実用的な靭性評価式の構築を試みる。

具体的な構築手順は以下のとおりである。まず、変形限界状態における鉄筋コンヲリート

邸材のせん断抵抗機構を、 3章で提案したせん断強度式の場合と悶様に、はり機構とアー

チ機構が混在するものと仮定 してモデル化する。次に、設計で許容し得る変形限界状態を

定義し、その状態に対応する限界都材角を荷重一変形解析法によるパラメトリ y ク解街か

も求める。最後に、パラメータ毎に得られた限界都材角と仮定したせん断抵抗機構から求

時台れる必要せん断補強筋量の関係を統計的に整理することによって靭性評価式を導出す

る。

5.9.1. 靭性部材におけるせん断挺抗機構

図ι21に靭性部材に対して仮定するせん断抵抗機構を示す。 学会指針川では、籾性部

討においてヒンジ領域と非ヒンジ領i援を考I!j):している。 ヒン ジ領以の長さはせん断スパン

比、 軸方向応力度、引張主百万比、績補強筋量などの椛j童因子に影響される。しかし、既往

司研究によれば、せん断スパン比が3.0以下の部材ではヒン ジ領域は長くとも有効せいの

1.5倍程度であり、また、それ以上のせん断スパン比の部材でもヒンジ領域の長さの増大

It少ないと考えられる。以上の理由から、学会指針ではヒンジ領域の長さを危険断面から

I.5'D (D・部材のせい)の領被と定義している。本論でも学会指針の考え方を踏鎚し、ヒ

ンジ領域の帽を1・5・Dと仮定する。 また、ヒンジ領域においても非ヒンジ領域と同織には

り磯術とアーチ磯椛の 2種類のせん断抵抗機械が混在するものと仮定する《

制性部材では、最大強即l寺(曲げ臨時〉以後の変形の地大はヒンジ官服の変形能力に

位存すると考え、一般的にはヒンジ領域に配筋するせん断納強月iif置を非ヒンジ領域に比し

:?くする。 したがつて、 ヒンジ領i綬或のせんw断附附fけ内1持附I

;;:ジ領制域の応力皮よりも小さく、変形の増大に伴って増加するものと考えることがで
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ここで、 非 ヒンジ領域のせん断補強筋比が上限曲げ詮度Q，，を確保するために必星雲な縁

少補強筋比(以後・幽げ降伏保証補強筋比と呼祢)P"sであり、ヒ Yジ領域のせん断補強筋

比がP判(孟川である靭性部材を考える。ただし、せん断補強筋の降伏応力度は非ヒ ム

ジ~~ほおよびヒンジ領滋共に σWy とする。また、その部材の荷重一変形特性としては、図

5.221ζ示すよ うな A点でQ"に達した後、その強度を維持したまま変形が士宮大して B点で

急放な強度劣化を生じるような理想化したものを考える。

A点では図5.21 (a)に示すようなせん断抵抗機構が形成され、 ヒン ジ領域および非 ヒン

ジ領域共にはり機械におけるコンクリート斜め圧縮東材の角度が45・で、かつはり機構お

よびアーチ機椛のコンテリ ト斜め圧縮東材の応力皮がF，に達しているものと仮定する。

したがっ て、非ヒンジ領域におけるせん断備強筋の応力皮はσ川に達するが、ヒンジ領域

での応力度は P町・σ町/PWDとなる。一方、 B点では図ι21(b)に示すようなせん断抵抗機

構が形成され、非ヒンジ領域およびヒンジ領i或共にせん断補強筋応力皮が降伏応力度σu

附るものと仮定する。すなわち、靭性部材においては変形が最大強度時(A点)から主

器限界時(B点)まで増加することによって、ヒンジ領域のせん断補強筋応力皮がPwsσ一
/川らσwyに増加するものと考える。なお、日点ではヒンジ領域において非ヒンジ問

との境界でのカの釣合いを満たすために、はり機構のコ ンクリー ト斜め圧縮束材の角度が

15・以上の値を採るものと仮定する。 また、変形の増加に伴うひび割れの伸展によって、

ヒンジ蹴でのコンクリートの圧縮力伝達能力が低下することを考慮して、はり機構おム

びアーチ機構におけるコンクリート斜め圧縮東材の応力皮が非ヒ J ジ領域に比して低下す

るものとする。

B)点において ヒンジ領織でのはり機構の コンクリー ト斜め圧縮東材の角度をo0、コン
7リート強度有効係数を ν，(三五1・0) とすると、 ヒンジ領域のせん断強度Q"は 3章で示

したせん断強度式の考え方を参考にして

Qs， = b'd'PWD・σWy'cot世。

+ (r-(I+cot'世0)α ・IJ!D/ν，1 . b. D. v " F， ・・・・ ・(ト83) 

ただし、 Q" ;;; b.d. JI ，'F，'cot o D' r /((l+cot' o 0)αl 
ここに、1jJ'D・ヒンジ領域のせん断術強筋係数 (=PWD・σ"./F，)

と与えられる。 一方、非ヒンジ領ほではせん断有n強筋比が曲げl降伏保証制強筋tt.pwsであ
aので、 せん断強度Q"は(3-1)式より

Q" = b'd'p川・ σ"y+ (r-2α・IJ!sl'b'D'F， ........・・ (5-84) 
ただし、 Qsa ~三 b 'd 'F ，・ r /(2α) 

ここに、IJ!s 非ヒンジ領域のせん断揃強筋係数(=Pws・σwy/F，)
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と与えもれる。なお、中間荷重が作用していないものとすると部材内では一定のせん断力

が伝達されることになり、さらに、せん断抵抗綾憾では最大強度時以降も籾1生部材は上限

曲If強度を維持するちのと仮定しているので、ヒンジ領域と非ヒン ジ領綾の境界条件は

Q" : Q" (: Q，姐〉
(5-85) 

となる。

なお、 (5-83)式において¢。と νcが未定となっているが、これらはとンジ領域の変形能

力に応じて決定される変微である。 こ乙では便宜的に、コ J クリート有効強度係数 νcが

はり様携のコンデリ ー ト斜め圧縮東材の角度t/J0の関数として

ν，=cott/Jo 
(5 -86) 

と仮定すると、世 oは(5-83)式、(5-84)式、(5-85)式および(5-86)式によって

oo: lan-' [ -----.-..，，.，2α'11'0 

(5-81 ) 

と求められる。(5-81)式において、d
、7および11'，は部材の形状、引張主筋係数、

軸力比および曲げ強度といった因子によって与えられる定数である。 したがって、t/Joは

tンジ領i去のせん断揃強筋係数官 。のみの関数で与えられることになる。

また、曲げ降伏保証備強筋比pw，は (5-84)式および(ト85)式より

Pws = 

と与えられる。

lQ，./(b'D'Fc)-7 J・F，
(d ，-2α )・σ.y (ト88)

(ト83)式から (ト85)式の関係を q-W曲線によって比駁したものを図5.231こ示す。岡図

(.)および(b)は、それぞれ非ヒンジ領i或((5-80王:0およびヒンジ領域((5-83)式〉に官、!

?ト官曲線を示 しており、一点鎖線は上限出lげ強度((川式)を表わしている。ま

h ハ yチ部分は各領域におけるアーチ機椛の負担せんIlJi力を表わしている。なお、同図

Ij住長さ比 η=4、主筋i間隔比d，=O・8、引5民主筋比φ=0・15および判l力比n=0. 3の部材を解析
材製と している。

各領竣における熊次元化せん断力 qとせん断補償IIIi係数lI'の関係について比較すると、
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図5.23 ヒンジ領竣と非ヒンジ領域の q-¥jJ関係の比較

ヒング領域では非ヒンジ領域に比して、はり機構におけるコンクリート斜め圧縮束材の角

度が大きく、かっ、はり機構およびアーチ機怖のコンクリ ート 斜め圧縮東材の応力皮が低

下するため、官の増加に伴う qの地加率が少なくなることが示される。

また、せん断強度については、ヒンジ領1或および非ヒンジ領緩共に上限幽げ強度によっ

て与えられるため等しくなるが、各領域でのはり機構と 7ーチ機械のせん断力負担割合が

異なる。すなわち、ヒンジ領域では非ヒンジ領域に比してせん断補強筋量が多く、かっ、

7ーチ機構におけるコンクリート斜め圧縮東材の応力皮が低下するため、は り桝のせム

断力負担割合が大きくなる。

5.!.2 靭性評価式の提案

?会I旨針では曲げ投制終了し、主筋の配筋が決定した部材に対して靭f生設討を行なう
?いつ設計手11簡を踏む。したがって、ここで取り扱う籾性設計とは、主筋の配筋が決定し

?部材に対し て設計で要求する変形量(設計用保証変形)以上の変形能力を附するため

に必要な悩柿強筋(せん断制強筋)量を算定することに帰着する。

ー方、前節で仮定 した靭1生部材のせん断低抗機構によれば、最大強度目寺以降変形が地大

川従って、ヒンジ領域のせん附闘の応力皮がP町 σ町山川 σ川まで変動し、

'.，に還した時、部材が変形限界に述する。したがって、最大強度H寺の補強筋応力皮がl峰

町 皮に対して小さければ小さいほど、変形阪知l寺の部糊刈加し、籾性が向上する

と考えることができる。すなわち、鼠大強度時におけるヒンジ領峻の愉蛍筋応力皮と変形



限界時の部材角とを関係付ることができれば、部材の変形能力をせん断補強筋量に応じて

評価することが可能と なる。

そこで、本節では前述の荷重一変形解析から得られる限界部材角Ruと最大強度時におけ

るせんi祈楠主主筋応力度に対する降伏応力度の比率Pwo/pw，(すなわち.(5-88)式で与えられ

るp.，に対する ヒンジ領域のせん断補強筋比Pwoの比率)の関係を墜理する乙とによ って、

ヒンジ傾I去のせん断織強筋量と変形能力の関係の導出を試みる。 ー

なお、この検討を行なうに際して、解析からf専られる街重一変形関係における限界部材

角の定義を明確にしておく必要がある。 5.9. 1節では図5.2211:示すように、長大強度時以

降、変形限界に圭11るまで耐力低下が生じないものと理想化して、ヒンジ領域のせん断簡強

屈が降伏する部材角を限界都材角と定義した。しかし、実際の部材、特に住部材において

量大強度時以降、耐力低下を伴わずに変形がt曽加することは極めて希であると考えられるの

学会指針では、荷重一変形包絡線が最大強度の80%に低下した時の部材角を限界都材角と"

定義している。本検討においても学会指針の考え方を参考にして、柱部材iこ対しては荷霊

一変形曲線が最大強度の80%1こ低下した時の部材F習を、また梁部材については最大強度の

90%に低下した時の部材角を、それぞれ限界都材角と定義する(図5.24)。

学会指針による設計では、建物を梁降伏先行型の全体繍捜形と想定するため、靭1生部材

白1;'Cんどが察部材となる。したがって、梁部材の耐力は直銭的に建物の保有耐力に影響

を与えるため、一律に最大強度の80%の耐力まで許容することは危険であると判断した内

また、 4.5節でも述べたように、 鉄筋コ J タリート部材の同曲げ強度は、実験からf専ら

れる最大強度の90%程度であると報告されているいJ0 そこで、梁部材では耐力が信頼幽げ

強度程度に低下 した時の部材角を想定して限界都材角を定義した。一方、柱部材について

It，荷重一変形曲線において軸カによる p-o効果の影響も含めた形で限界都材角を評価

するこ とにし、最大強度の80%耐力時の部材角とした。

図5.25(a) ~ (c)に柱部材に対するRu-Pwo/Pws関係を示す。 同図は、 (5-88)式で与・
れる幽げ降伏保証補強筋比 p""'Sに関係する 4因子、柱長さ比 η、引張主筋比φ、材料強度

比FcIu wy、および車IU力比nについて検討しており、早 =3、4および5の3flli類、 φ=0.05、

Q 

Q叩

R 

R. R. 

図5.24 限界都材角Hυの定義
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。1似ぴト15の3側、およびF山町=0.05、O.10およびO.J 5の3酬の計27短類の部
討について示している。 図中の縦剥1Iま荷量一変形解析から得られた最大強i皮の80%耐力l時

四割l材fljRuを、償制IJはl防げ降伏保証補強紡比に卦jするせん断補強筋比の比率 P.....o/Pwsをそ

れぞれ表わす。 また、実半島はn=0. 2、O.3および0・4の3種類の制l力比に対する解析結巣を

表わし、点線{立後述する (5-89)式を示している。

なお、本検討でli住長さ比が η>3の羽合でも、ヒンジ領j或と非ヒンジ領域の区iJlJなく、

せん断術省!j窃がgjl材内で-t>'fiに配jおされているものとして荷並ー変形解析を行なっている。

また、 (5-88)itからf専られたP則的 03.P山町以下のJ具合には町O.03. F山町とした;

この忠由は、 Pwsが実際に非ヒンジ領j誌に配筋されるせん断補強筋震の最少倣に相当する '

tめ、 その下限値((ト7)式)を考ro.したことによる。

，Þ=O.05の部材では、軸力比がt盟加するほど PWD/PWS の i曽加に伴う限界部材角 Ruの均1JO ~容
が減少し、その傾向は早主主4の場合にE見送ーに認められる。 一方、 φミO.10の部材では Own 

仰 の増加に伴う Ruの増刷合に対して判!力比の影響はほとんど認められない。この同

I~ 、骨が小さく、かつ q が大きな到1I材では、車由カ比の大きさに拘らずPws の値が最小値(=
U3・FcIσwγ)で決定され、 PWD!PWSの値が一定となるため、 荷重 変形解析法で考』宣し

た姑力比が強度劣化に及ぼす影響((ト34)式および(5-66)式における係数 V，の影響)が

直接的IL:解析結果に反映されたためである。一方、 φが大きな部材では、効力比の増加に

伴ってPwsの値も増加するため、同震のPWDに対して軸力比が大きくなるほど PWD/PWSの値

が被少する。その結果、解析で考慮している納力比の影響が相殺され.ほぽ一定のし-Pu.'o 

Ip町関係が得られたものとf監察できる。

性長さ比、引張主筋比および材料強度比の影響については、それぞれ軸力比の大きさに

拘もず、市が減少するほど、あるいはφおよびFcIσ川が増加するほどPWI)/Pwsの地加に伴

ヲR，のI曽加率は大きくなる傾向が認められる。荷重一変形解析法によれば、 (5-34)式およ

!f(S-66)式で示されるようにせん断補強筋比の強度劣化に及ぼす影響を考慮した係数 ν1

:よって、 ηの減少あるいω および九~の増加に対して部材の靭性が低下する(す

よわち、 Ruが減少する〉結果となる。しかしながら、(ト88)式に示されるように曲げ降伏

県征繍強筋比Pwsはηの減少あるいはφおよびFc/σ川の増加によって地加し、結果として

(町/Pws(J)値は減少する。したがって、 Rυ-pwo仇関係で腕した場合には nの減少ある

'I;t <Dおよひ:FcIσ引の増加の影響がれよりもpwo/Pwsに対して支配的であったため、 PWD/

P町叩加に伴う M 増加率に関して上記の結果が得られたものと考えられる。

-/j、 PWO/Pws三三i・0の湯合には、 PWD/PWSのf直に持]らずれが一定となる傾向がある。 こ

れに関しては、部材に配筋されているせん断補強筋比PWDが曲げ降伏保証補強筋比Pwsより

:小さな場合ム部材が脆性的なせん断鵬を生じるという解析結果となり、限界側角

IP P~D 'ζ均らずは Iま最大強度時の部材角程度になるためである R

また、川町1.0の場合、すなわち上限曲げ強度開計るために必要な最少せん断
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捕~筋量が部材に配筋されている場合の限界都材角は、 Fc/σ引が地加するほど増加する
傾向がある。

図5.26には梁部材に対するR.-PWD/PWS関係を示す。 同図も図5.25と同様に早、 φおよ

rJFcIσ削の彫響について検討しており、可 =3、4および5の3極類、およびFC/σ川 =0.05、

0.10およびO.15の3種類の計9ケースについて示している。図中の縦軸は荷重一変形解析

から1専もれた辰大強度の90%耐力時の部材角R.を、横車由はPIIIO/PWSをそれぞれ表わす。また、

実線はφ=0.05、O.10およびO.15の3種類の部材に対する解析結果を表わ し、 点、線は後主!s

する(ト90)式を示している。

~部材では柱部材に比 して PWO/Pws の増加に伴うれの増加率が極めて大きく、変形能力
の向上に対してせん断補強筋のt骨量の影響が敏感であることが示される。 また、 PWD/PWS

<1. 0 の場合でも R.~O. 04rad.となる場合があり、その傾向はφが減少するほど、あるい

は申 およひ:Fc/σ 引が増加するほど顕著となっている。すなわち、梁部材ではPWD/PWSの増

加ι伴うれの増加率が、 φの減少あるいは刀およびFc/σWYの増加に伴って増加している。

この結果は、前述の柱部材に対する検討結果と異なる。この原因は、本検討の範囲ではほ

とんどの場合に曲げ降伏保証補強筋比Pwsがその下限値 (0.03・Fc/σ 川〉で決定されてお

，1 f)，申と呼が Pwo/pwsの増加に対して影響せず、 R.の増加に対してのみ影響を及ぼすため

である。

さらに、 P.S=0.03・FC/σ.Yと制限されるため、 PWO/PW5く1.0となる場合でも部材に配筋

されているせん断補強筋比が、実際に上限曲げ強度を確保するために必要な最少せん断補

強筋比に比して大きくなる。したがって、 PWD/P.sく1.0の場合でも解肝から得られる荷重

ー変形曲線は曲げ破機先行裂になり、 PWO/Pwsの増加に伴ってれが増加する傾向にある。

図5.25および図5.26の検討結果を参考にして、 鉄筋コンクリート部材のR.ー叫ん関

揮を以下のように定式化する。

柱部材 R. = (2・(P../p川 1)ゆ /い O.051 ../口二: ・・・・・・・1 引)
梁部材 R. = (0. 1・P.竺三二 O.05)ゾ口二7.. ..... ・・・ (5一川
ただし、 R.孟 0.05../Fc/σ瓦

I ~ ~ト89) 式は φ ミ1. 0の部材に対して、 Rれu 一 p.町D/PW町sl闘』掬8 係が刺力比の大きさに lti句日らず lほま iぼま一
tとな川り、 かつ内川o山3
詰:企t，に{伴半うて大き〈なることにt務雪目して求めたものである。また、。が小さな部材に対し

てIt安全側の評価としてn=O・4程度のR.-PWD/Pwsl関係に相当するように定式化している。

また、 (ト90)式はPwo/PW$主主1.0において安全側の評価を与えることを意図して、 (5-89)

置においてφ/η=0.05として定式化している。
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図5.271こ柱部材に対して (5-89)式によって与えられる限界都材角んとその時のヒンジ儲

按凶けるはり 機構のコンデリート斜め圧縮制の角度世 Dの関係を検討したも のを示?;

ょこで、世Dは(5-88)式および(5-89)式を(5-87)式に代入することによって求めた。 同図

i~軸力比n=O. 3の部材に対して、引張主筋比φ=0.05、O.10:および0・15の3穏類、および材
料強度比PC!σWY=0.05、0・10およびO.15の3種類の計 9ケースについて検討して いる。ま

た、図中では往長さ比叩 =3、4および5の3種類の部材について比較している。

同ーの限界部材角Ruに対する世 Dは、 ηの増加あるいはφおよびPdawyの減少に伴 って

増加する傾向がある。また、 (5-89)式ではん壬0.05'11ζ万τにおいて れが一定値を採る
白で、 φおよびηの大きさに拘らず、 Pc/σwyが増加するほどφ0=45・を維持する限界部材

角が大きくなっている。なお、本検討の範囲では最も rtDの角度が大きくなる η=5、。 =0

05およひIPcIσWY=0.05の部材に対しても、Ru三五 0.04rad.であれば rtD壬65・となることが認
拍られる。

図5.281こ既往の往実験データ 19体に対する (5-89)式の変形能力予測精度の検証結果を示

れ 検証対象とした実験データは、文献[127]-[130]に示されているものの中から、断面

せいDと主筋径d，の比がD/d，>18で、かつ剥帯筋を併用したものであり、何れも主筋の幽

If降伏が先行し、かつ付着割裂破主主を生じていないデータである。 図中の縦軸および機

軸1:、それぞれ最大強度の80%耐力時における部材角の実験値R，瓦 P および計算{i車R
CALを表

h している。 また、図5・291こは比較のため、学会指針A法およびB法制による靭f生評価
式の検証結果を示 している。
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[学会指針 ・B法 ]
[学会指針・ A法 ]

学会指針式の変形能力予測精度

(ト89)式では、実験値の計算値に対する比率R"r/R
CALの平均値μ および変動係数νがー

それぞれド
l.23およひい19.9%であり、 s鉄丈筋コンクリト- ト柱の変形能力を務版度良〈推

tきている。また、実験値が開値を下回るデータは 3体のみで、何れもR"，/R
CA
，;';0.8

?なっており、実験結国果に対して若干安全側の評価を与える式とな っている。一方、A法

石よぴ B庄では、計算値が実験値をかなり過小評価する結果となっており 、特に、 A法で

liR，，，壬0.04radとなるデータに対してその傾向が顕著:である。このように、本険証の範

囲では、 (5-89)式は学会指針に示されている靭性評価式に比して変形能力予測精度が後れ

ており、実用的に有効な評価式であると言えよう。

なお、(5-90)式については、筆者が収集した梁部材の実験データにおいて籾性評価式検

討データとして適当なものが不足しているため、その検証を行なっていない。しかし行

!旬、前述のように(山)式が荷量一変形解析による計算結果に対して安全剖IJの評価一

正るよう に定式化されていることを考rt!.すると、(5-90)式も (5-89)式と同級に実験結架に

対して安全仰lの昨日目を与える式となっているものと予想される。何れに せよ、 5日BJI材にあI

する (5-90)式の予測制度の検証が今後の~題として残されているの

以上示 したように、 鉄筋コンクリ一ト部制4材イの慨部材仰声角)Ru 1;1.幽l一T降伏(保早肘幻'*:liE品紅l正川I
するヒンジ領j峻或のせん断f打術iI市fi強筋比の比率 Pwo/Pwsによつて打彼t定することが可1能也であり、そ

唖関係式は (5-89)式および(ト90)式で与えられる。 したがって、学会指針によ って靭性部

討を設計す る場合には、(5-89)ヨえあるいは{ト90)式による限界都材角れが設計用保証変形

図5，29 
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t，より も大きいことを確認すればよし、。しかし、実際の設計手)1闘を考慮すると、 Roの変形

能力を確保ごるために必要な日算定することになる。 そこで、川9)式および(印)

式より、鉄肋コンクリート部材の靭性評価式をヒンジ鎖I或の必要せん断補強筋算定式の形

で以下のように提案する。

(柱部材)

PWD = ((、/σw，/F，'Ro -0.05) 1/ /(2・φ)+ 11. Pw，・・・・ (5-91 ) 

(梁部材}

PWD = (10v'σwγ/F，'Ro + 0.5)・Pws ...........・・・・・・・・ (5-92) 

ただし、 Pwo孟1.2・p"，.s

aWY  ;;; 400v'F， 

ここに、 PW'は(5-88)式による。

(5-88)式で与えられる曲げ降伏保証備強筋比PW'は、 非ヒンゾ領域に必要な辰少せん断

捕強筋比に相当する。したがって、ヒンジ領岐に必要なせん断補強筋比は、 (5-91)式およ1

{I (5-92)式により、設計用保証変形Roに応じて非ヒンジ領域の必要せん断補強筋比の倍数

で与えられることになる。ここで、 F，=300kgf/cm'、σwy=3500kgf/cm'、φ=0・1および早

宮iの部材に対してし=0.025radとすると、ヒンジ領域の必要せん断補強筋比PWDは、柱部

材に対してPWD=1.88. Pw，、および梁部材に対してPWD=1. 35・Pwsとそれぞれ求められる o す

おわち、この場合には、ヒンジ領域のせん断1fT!強筋量を非ヒンジ領i或に対して、柱部材で

111. 9{;音および梁部材では1.4倍程度にしておけばよいことになる。このように、本章で提

案した靭性評価式によれば、ヒンジ領以のせん断補強筋量を設計用保証変形に応じて非ヒ

'J:;領績のせん断制i強筋量から算定することができ、籾性設計の手順が極めてmjl!l!なもの

1となる。なお、上記の議論はヒンジfJiJ;_aと非ヒンジilj'jJ或のせん断術強筋のl降伏強度が同じ

であるときに成立する。したがって、 ヒンジ領域と非ヒンジ領域のせん断有Ii強jあの降伏強

制f異なる場合には、 ヒンジ領域のせん断術強筋強度を用いて (5-88)式から算定したPws

によってPWDを求める必要がある。

なお、 PWD~ 1・2・p""の制限は、籾性評価式をtl.rmする際に定義した限界吉il材角の理論的
!川薄であること、さUらには梁古部日附対する変形f能泡肋町カ予側
1¥守ιζとを考考;'E段Eして設け fたζ。



I.IG まとめ

本章では、若林 南理論を応用した鉄筋コンクリート梁および住吉f，材の荷重一変形解析

陸を提案し、さらに、その解析結果を利用して終局強度型耐震設計法に適用可能な靭性評

臨式を導いた。以下に、鉄筋コンクリート部材の荷重一変形解析および靭性評価法から得

合れた知見を要約する。

(al鉄筋コンクリート部材の荷重一変形解析について

11提案した荷重一変形解析法は、はり後椛とアーチ織械を表現するトラスモデルに対し

てそれぞれ材料の構成JlIJおよび変形の適合条件を設定し、任意の変形(相対部材角)

lζ対して応力の釣合い条件を元首足するせん断力を求め、さらに、各抵抗機織によるせ

ん断力を累加することによって鉄筋コンクリート部材としてのせん断力一変形関係を

求めるものである。

2)本解析法では、軸力、曲げおよびせん断の組合せ応力状態にある部材を解析対象とし

ており、せん断破峻あるいは曲げ破壊の区別なく統一的に鉄筋コンクリート部材の荷

量一変形関係を求めることが可能である。ただし、付着割裂破壊を生じる鉄筋コンデ

リート部材は適用対象外である。

3)せん断織強筋比、柱長さ比、軸カ比およびコンクリート強度を変数とした鉄筋コンク

リート柱14{.本に対する解析結果は、せん断力一変形関係および主筋の平均応力皮一変

形関係共に実験結果と良好な対応を示した。なお、せん断力 変形関係における初期

剛性について は、解析結果が実験結果に比して低くな る傾向があるが、最大強度時に

おけるはり機織のせん断力負担割合が大きな昔s材ほど解析結果と実験結果の差が少な

くなる。

l) 鉄筋コンクリー卜部材の荷量-~形関係に r，1]するバラメトリ 1 7解析より、以下の結
果を得た。

①せん臨rr制強筋係数の}首IJ日に伴って簸大強皮および変形1iE力共に増加する

②性長 さ比の地加に伴って辰大強度は減少するが、変形能力 li!'自力目する

③軸力比の増加に伴って最大強度は地力日1るが、変形能力は減少する

@引張主筋係数の増加に伴って緑大強度は地加するが、変形jjlrカは減少する

これらの結果は既往の実験から得 られる強皮と靭性iこ関する一般的な事象と合致して

おり、本解析における仮定あるいは解析モデルの妥当性、整合1生が確認できた。
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5)本解析によれば、ァ チ機傍による負担せん断力および負担軸力を低減し、逆にはり

機楊の負担せん断力を増加させることによって、鉄筋コンクリート部材の靭性を向上

させることができる。この解析結果は、鉄筋コンクリート部材の靭性向上を図るため

に従来から採られてきたせん断補強筋の増室、短柱化の回遊、作用軸力および主筋蚤

の制限、といった方法の正当性を埋論的に裂付けるものである。

(b)鉄筋コンク りー卜怒材の靭性評価法について

6)靭性部材におけるせん断抵抗機椛をはり機械と 7ーチ機構の混在を仮定してモデル化

した。乙のモデルでは、最大強度時にはヒンジ領域および非ヒンジ領域共に、はり緩

mのコンクリート斜め圧縮束材の角度が 45・であり、かっ、はり機構およびアーチ機
惜の斜め圧縮東材の応力度が共に圧縮強度に還しているものとし、さらに、せん断補

強筋の応力皮は両領域共に降伏応力度以下であると仮定している。一方、最大強度時

以降においては、非ヒンジ領域では最大強度時の抵抗機術を維持するが、ヒンジ領域

では変形の増大に伴って各抵抗機構の斜め圧縮東材の応力皮が圧縮強度から低下し、

かっ、はり機構の斜め圧縮東材の角度が 45・以上の値を採る。また、ヒン y 領域のせ

ん断補強筋が降伏応力度に達することによって、部材が変形限界に達するものと仮定

している。

1)変形限界時におけるヒンジ領域と非ヒンジ領域のせんl析強度は境界条件((5-85)式)

により常に等しいが、それぞれの領減におけるはり機椛とアーチ機携の負担せん断力

の割合が異なり、ヒンジ領域では非ヒンジ領域に比してはり機様のせん断力負担割合

が大きくなる。

8)靭性部材の変形能力とヒンジ領岐におけるせん断簡強筋量の関係を求めるために、荷

章一変形解析からf専られる限界都材角R.とせん断抵抗機椛で仮定している最大強度11寺

のせん断補強筋応力皮に対する降伏応力皮の比率 Pwo/Pwsの関係について検討し、以

下の結果をf♀た。

①住および梁部材共にR.はpwo/Pwsの地加に伴 ってi由加する。

②同ーのPWD/PWSに対しては、住部材では引張主月ij比φおよび材料強度比FcIσwyの

地月日あるいは柱長さ比早の減少に伴って、 R.はI曽加する。

③梁部材では早およびf'cIσ川の増加あるいはφの減少に伴って、 R.はi曽加する。

@ R.-pwo/Pws関係は柱および梁llfl材に対して、それぞれ(ト89)式および(5-90)式
で定式化できる。
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日)(5-89)式による鉄筋コンクリート柱の限界部材角予測精度は、既往の実験デ-719体

に対して実験値の計算iiに対する比率の平均値μおよび変動係数 νがそれぞれμ:J

23および ν:19. 9%であり、極めて良好である。また、 (5-90)式については梁部材の実

験データが不足のため予担IJf背皮の検証を行なうに至らなかったが、荷量一変形解析に

よる計算結果tこ対して安全罰IJに定式化したことを考慮すると、実験結果lζ対しでも安

全側の評価を与えるものと縫察できる。

10) (5-89)式および(5-90)式に基づいて鉄筋コンクリート部材の靭性評価式として (5-9J)

式および(5-92)式を提案した。提案式はヒンジ鎖場の必要せん断繍強筋算定式の形で

与えられており、ヒンジ領I或のせん断補強筋量を設計用保証変形Roと非ヒンジ領i或の

せん断簡強筋f置にキ目当する曲げ降伏保証補強筋比 Pws((5-88)式)のみによって算定

することができる。したがって、提案式によれば籾性設計の手順が極めて簡便なもの

となる。



1.11. 記号

本章で提案した荷量一変形解析法の誘導の際に用いた記号を以下に示す。なお、その他

由記号は本論文末iこ示す{記号〉によるものとする。

コンクリート強度割増し係数 ( (5-65)式)

.N， アーチ機様の初期負担軸力 ( (ト2)式)
れ : アーチ機矯の最大強度時の負担軸カ

bN 1 はり機構の初期負担軸力 ( (ト1)式〉

.N. はり機構の最大強度時の負担軸カ

，N， ・ 平面保持仮定から得られるコンクリートの初期負担軸力

小 : 平面保持仮定から得られる主筋の初期負担軸力

n. アーチ機械の巌大強度時の無次元化負担軸力 [ = .N./(b'D'P，) J 

山 : はり機構の長大強度時の無次元化負担軸力 [ = .N./(b'D.P，) J 
Q， 7一チ機構の最大強度時の負担せん断力

.Q， はり機構の最大強度時の負担せん断力

.Q. アーチ機栃の最大強度時の無次元化負担せん断力 [ = .Q./(b'D'P，) J 

山 ・ はり機構の最大強度時の無次元化負担せん断力 [ = .Q./(b'D'P，) ] 
.R アーチ機構におけるせん断ひずみ度(相対部材角)

R. アーチ機構によるせん断力一変形関係における最大強度時の部材角 ( (5-77) 

式)

.R はり機構における総せん断ひずみ皮(相対部材角)

.R. ・ はり機構における斜材のひずみ皮.ε 。によるせん断ひずみ皮 ( (ト21)式〉
ム : はり機備における軸方向ひずみ度.εLによるせん断ひずみ皮 ( (5-19)式〕

ム ・ はり機械における横方向ひずみ度bεtによるせん断ひずみ皮 ( (5-20)式〉

・R. はり機織によるせん断力一変形関係における最大強度時の部材角 ((5-42)式)

Z. アーチ機締のコンクリート斜め圧縮束材の応力ーひずみ幽線における応力下降

直線の勾配 ( (5-66)式〉

Z. はり機構のコンクリート斜め圧縮束材の応力ーひずみ曲線における応力下降直

線の勾配 ((5-34)式〉

ε。: コンクリートの応力一ひずみ曲線における最大応力時のひずみ皮 (= 0.002) 

ε. . 主筋の平均ひずみ皮

• e ， アーチ機憾のコンクリート斜め圧縮束材のひずみBl' ((5-61)式〉
. e. アーチ機構によるトラスモデルにおける斜材のひずみ皮

.ε.， ア チ機械によるトラスモデルにおける斜材の初期ひずみ皮 ( (5-68)式)
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e. 

はり機構のコンヲリ ト斜め圧縮東材のひずみ皮 ( (5-35)式)

はり機絡によるトラスモデルにおける斜材のひずみ度

はり機構によるトラスモデルにおける軸方向弦材のひずみ度

はり機情によるトラスモデルにおける軸方向弦材の初期ひずみ皮 ( (5-29)式)

はり機構によるトラスモデルにおける儲方向弦材のひずみrrt

アーチ機構においてコンクリートに作用する軸方向圧縮応力度 ( (5-58)式)

アーチ機械におけるコンデリート斜め圧縮東材の応力度 ( (5-61)式〉

主筋の平均応力度

主筋の初期応力皮

はり者建材育の最大強度時における主筋の平均応力度

はり機械におけるコンクリート斜め圧縮束材の応力皮 ( (ト18)式)

はり機構においてコンデリートに作用する軸方向圧縮応力皮 ( (5-16)式)

はり機構においてコンタリートに作用する横方向圧縮応力皮 ( (5-17)式)

部材角.R，でのはり機構においてコンクリートに作用する横方向圧縮応力度

はり機構の最大強度時においてコンクリートに作用する様方向圧縮応力度

主筋に生じる平均付着応力皮 ( (5-13)式)

はり機構に作用する平均せん断応力度 [= • Q/ (. b・D)]

はり機構に作用する平均せん断応力度 [= ，Q/(，b'd)] 

アーチ機構の最大強度時におけるコンクリート斜め圧縮束材の材軸と成す角度

( (5-71)式〉
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